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駒山）の走向・傾斜データのデジタイズを完了した（第

8図）．データ数は走向・傾斜：3,673点，断層：327本，

褶曲軸：122本である． 

北村編（1986）の地質図幅については，デジタイズ作

業は完了したが，図幅に示されている地質凡例が非常に

細かいため、産総研の 20万分の１シームレス地質図の

地質凡例との対応付けは今後の課題となった．データ数

は走向・傾斜：1,861 点，断層：903 本，褶曲軸：172

本である． 

 

５．おわりに 

 

東日本地域の変形構造評価に資するため，首都圏周辺

域の航空レーザ計測による詳細地形データの整備・アー

カイブ化，アーカイブシステムの開発と，東北地方の地

層走向・傾斜データのデジタイズを行った．今後は，詳

細地形データと段丘面判読結果を組み合わせた首都圏

周辺の変形構造の把握，ならびに，褶曲地域の地層走

向・傾斜データ等を用いた 3次元地質変形モデリングを

おこなっていく予定である． 
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利根川下流域における液状化被害分布と地下地質との対応 
Relationship between liquefaction and geology in the downstream basin 

of the Tone River 
 

小松原純子 1*・水野清秀 1・石原与四郎 2・石原武志 1,3・安原正也 1,5 

・稲村明彦 1,5・風岡 修 4 

Junko Komatsubara1*, Kiyohide Mizuno1, Yoshiro Ishihara2, Takashi Ishihara1,3, 
Masaya Yasuhara1,5, Akihiko Inamura1,5 and Osamu Kazaoka4 

 

 

Abstract: The liquefaction damage occurred widely in the downstream basin of the Tone River, Kanto district, associated 
with the 2011 off the Pacific coast of Tohoku Earthquake. In this study our target is to reveal the relationship between 
liquefaction sites and subsurface geology as a standard for estimation of liquefaction probabilities. Two surveys and 
their results are as follows; 1) Examination of geological characteristics in the area susceptible to liquefaction, based on 
3D geological modeling using borehole data. In addition to the reclaimed area, the area above sand and sandy mud 
distributing around a muddy area in the axis of the lowland in altitude -6 ~ -8 m have good agreement with liquefaction 
sites. Distributions of site amplification factor and liquefaction hazard map are not well consistent with those of 
liquefaction sites. 2) Examination of level and flow of groundwater in this area in relation to susceptibility to 
liquefaction. The high level and upward flow of the groundwater are thought to exert an influence on the liquefaction in 
the lowland.  
 
Keywords: liquefied layer, subsurface geology, alluvium, groundwater, downstream basin of the Tone River 
 

１．はじめに 
 
一般に液状化被害の有無や程度の違いは地形や地質

条件の違い，地下水位の違いなどによるものと考えられ

る．本研究ではどのような地形・地質条件のところに液

状化被害が大きかったかを明らかにし，地震が発生した

ときにどのようなところで液状化が生じやすいか評価

する目安にすることを目的とした．このために以下のよ

うな調査・研究を実施した．①既存のボーリング資料の

収集・解析を行い，液状化しやすい地域の地質特性を三

次元的に検討する．②調査地域の地下水位・水質を調べ，

液状化しやすさとの関係について検討する．新規のボー

リング調査およびトレンチ調査についてはそれぞれ本

報告の別項で報告する． 
 

２．調査地域における地形分類と液状化被害 

 

調査地域は利根川下流域にあたり，標高およそ 40m

以内の台地を開析して沖積低地（多くは標高 5m未満）

が広がっている．行政区分では，茨城県潮来市，稲敷市，

千葉県香取市および神崎町の範囲に及ぶ．この地域は中

世までは鬼怒川・小貝川の下流域であったが，江戸時代

初期からの利根川東遷事業によって，かつては東京湾に

流れ込んでいた利根川が合流して現在のように銚子か

ら鹿島灘に流れ出るように改修され，湖沼や湿地が広が

っていたこの地域に新田開発が進められていった（大熊, 

1981；東町史編纂委員会,2003など）．明治 10年代に作

成された迅速測図や明治 30年代に測量された地形図を

見ると，現在よりも湖沼や河川流路・水路が広く分布し

ており，埋立や干拓がさらに進められてきたことが伺え

る．迅速測図，土地条件図（国土地理院, 1978, 1979）

と空中写真（1974 年国土地理院撮影）判読をもとに，

国土地理院の治水地形分類図（1977）を改変して作成し

た地形分類図を第 1図に示す． 

調査地域では，2011年 3月 11日に発生した東北地方

太平洋沖地震およびその余震時に多くの地域で液状化

が認められた（国土交通省関東地方整備局・公益社団法

人地盤工学会,2011；小荒井ほか,2011，千葉県環境研究

センター地質環境研究室,2011；長谷川ほか,2012；若

松,2012；古野ほか, 2013 など）．これらの公表資料な

らびに自治体の液状化被害報告を参考に，Google Earth

画像（2011年 3月 29日撮像）を用いて噴砂の痕跡を読

み取り，液状化分布図を作成した（第 2図）．利根川下

流低地では，1987 年千葉県東方沖地震時に液状化－流

動化した旧河道の埋め立て部分（Nirei et al, 1990；

風岡ほか, 2003）はもちろんのこと，この周囲のかつて
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の湿地部分を造成した部分までも液状化－流動化現象

が発生し，数 10 cmを超える地表の沈下や浅層基礎構造

物の沈み込みなどの著しい被害がみられた．利根川下流

低地での状況は以下のようにまとめられる． 

1) 千葉県東方沖地震と同様に旧河道や旧水路を中心と

した過去の水域を埋め立てたところで液状化－流動

化被害が多くみられ,同じ場所で再液状化－流動化が

生じていることもある．しかし，東方沖地震時に比べ

て 2011年の地震では，その被害範囲は広く，被害程

度は著しく，地表面の大きな沈下を伴う場合が多い． 

2) 埋立地でも液状化－流動化被害の程度が異なること

がある．これは埋立層や沖積層の厚さ・構成する地層

の種類の違いなどによると考えられる．人工被覆層が

薄い干拓地では，液状化被害は一般に少ない． 

3) 旧河道よりも広い範囲で液状化－流動化被害がみら

れる．噴砂の分布形態の中には，かつての河川の蛇行

の形成過程が読み取れるかのような複数の曲線状に

噴砂が配列しているところがみられる． 

4) 後背湿地面に比べて0.5～2 m程度の微高地をなす砂

州上では，古墳や古い集落がのっており，一般に液状

化被害は少ない．しかし，噴砂がみられるところは，

砂や砂礫を採取した跡を埋め戻した場合が多い． 
5) 地波（楡井ほか，1986）の波長は場所によって異な

る．また，地波がみられるところでは構造物に被害が

みられる場合が多い． 

6) 台地を開析する小規模な谷底低地内では，特に台地

を削って低くし，低地部に盛土をしてつなげた場所に

噴砂が見られた．これは，主に更新統下総層群の砂を

主体とする地層から構成される台地の基部から湧水

があり，地下水位が非常に高い（田んぼの表面が水つ

き状態になっていることが多い）ことが主な要因と考

えられる．  

 

３．既存ボーリング資料解析による液状化評価 

 

３．１ 研究の概要 

当該地域に分布する既存ボーリング資料を整理し，本

プロジェクトで掘削したオールコアボーリングから得

られた堆積年代などの情報を追加し，3次元地質・地盤

モデルを作成した．その上でこれらを元に地盤および液

状化の評価を行った．3 次元地質・地盤モデルのうち，

地質モデルに関しては石原ほか（2013），N 値に関して

は江藤ほか（2008）の手法を用いてグリッドベースのモ

デルを作成した．これらの方法では，まず，モデルに 3

次元のグリッドを設定する．設定されたグリッドの各セ

ルについて，その中心点から指定された参照範囲に含ま

れるデータについて選択する．選択の際には，8方位検

索を用いて各方位から均等にボーリングデータを取得

する．そして選択されたデータについて距離による重み

付けを行った上で地質および N 値の推定を行なってい

る．このようにして構築されたモデルは，N値と岩相か

ら求められる地盤の平均 S波速度（AVS30）にもとづい

て地盤増幅度（藤本・翠川，2006）を求めた．また，日

本道路協会（2012）の耐震設計指針に従う液状化抵抗率

FLおよび液状化指数 PLを求めた．該当地域の最浅層部

分は地下水面下に浚渫土を多く含むため，これらの分布

に関しても考慮した． 

 

３．２ 既存ボーリングとモデル構築の条件 

収集された既存ボーリングデータは合計 3063本であ

る．これらは，茨城県稲敷市，潮来市，千葉県香取市，

神崎町，関東農政局両総農業水利事務所から提供を受け

たボーリング資料，千葉県インフォメーションバンク

（千葉県, 2012）や防災科学技術研究所のジオステーシ

ョン（防災科学技術研究所, 2012）で公開しているボー

リング情報，建設省計画局・茨城県（1964）, 運輸省第

2 港湾建設局鹿島工事事務所（1969）および潮来市

（2013）に掲載されているボーリング柱状図などから収

集した．既存ボーリングデータの分布と本プロジェクト

で掘削したオールコアボーリングの位置を第３図に示

す． 

モデルの作成範囲は，UTM 座標で東西が 443000～

471000，南北が 3965000～3981000 で，東西 280，南北

160のグリッドからなる．これによって水平方向ではお

およそ 100 m間隔のグリッドモデルが構築される．既存

ボーリングデータの密度が十分ではないため，グリッド

の中心点から参照するボーリングまでの最大参照距離

は 3 kmとした．モデルの作成の過程では，まず岩相（地

質）を推定した上で，その推定された岩相についての N

値を推定した．岩相の推定法（石原ほか，2013）では，

距離による重み付けを行うことでよりグリッドの中心

点に近く，数が多い岩相が選択される．N値は選択され

た岩相に対応するものを逆距離荷重法（Franke, 1982

など）によって推定を行った． 
 
３．３ 地質・地盤モデル 

３．３．１ 地質・地盤モデルの概要 

石原ほか（2013）の条件に基づいてモデル化を行った

結果，最大で標高−48 m までの地盤がモデル化された．

しかしながら，地層の分布を検討する上で十分なデータ

量があるのは，およそ標高−20 m程度までである．本地

域の浅層部分で特徴的なのは対象地域において東西に

ゆるく蛇行しながら分布する標高－6 m～標高－8 m に

顕著に認められる帯状の粘土の分布とそれらを覆う薄

い砂質粘土～砂層である． 

３．３．１．１ 水平断面 

標高方向の断面は，標高 0 m，-2 m，-4 m，-6 m，-8 

m，および-10 mについて示す（第 4～9図）． 
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主体とする地層から構成される台地の基部から湧水

があり，地下水位が非常に高い（田んぼの表面が水つ

き状態になっていることが多い）ことが主な要因と考

えられる．  

 

３．既存ボーリング資料解析による液状化評価 

 

３．１ 研究の概要 

当該地域に分布する既存ボーリング資料を整理し，本

プロジェクトで掘削したオールコアボーリングから得

られた堆積年代などの情報を追加し，3次元地質・地盤

モデルを作成した．その上でこれらを元に地盤および液

状化の評価を行った．3 次元地質・地盤モデルのうち，

地質モデルに関しては石原ほか（2013），N 値に関して

は江藤ほか（2008）の手法を用いてグリッドベースのモ

デルを作成した．これらの方法では，まず，モデルに 3

次元のグリッドを設定する．設定されたグリッドの各セ

ルについて，その中心点から指定された参照範囲に含ま

れるデータについて選択する．選択の際には，8方位検

索を用いて各方位から均等にボーリングデータを取得

する．そして選択されたデータについて距離による重み

付けを行った上で地質および N 値の推定を行なってい

る．このようにして構築されたモデルは，N値と岩相か

ら求められる地盤の平均 S波速度（AVS30）にもとづい

て地盤増幅度（藤本・翠川，2006）を求めた．また，日

本道路協会（2012）の耐震設計指針に従う液状化抵抗率

FLおよび液状化指数 PLを求めた．該当地域の最浅層部

分は地下水面下に浚渫土を多く含むため，これらの分布

に関しても考慮した． 

 

３．２ 既存ボーリングとモデル構築の条件 

収集された既存ボーリングデータは合計 3063本であ

る．これらは，茨城県稲敷市，潮来市，千葉県香取市，

神崎町，関東農政局両総農業水利事務所から提供を受け

たボーリング資料，千葉県インフォメーションバンク

（千葉県, 2012）や防災科学技術研究所のジオステーシ

ョン（防災科学技術研究所, 2012）で公開しているボー

リング情報，建設省計画局・茨城県（1964）, 運輸省第

2 港湾建設局鹿島工事事務所（1969）および潮来市

（2013）に掲載されているボーリング柱状図などから収

集した．既存ボーリングデータの分布と本プロジェクト

で掘削したオールコアボーリングの位置を第３図に示

す． 

モデルの作成範囲は，UTM 座標で東西が 443000～

471000，南北が 3965000～3981000 で，東西 280，南北

160のグリッドからなる．これによって水平方向ではお

およそ 100 m間隔のグリッドモデルが構築される．既存

ボーリングデータの密度が十分ではないため，グリッド

の中心点から参照するボーリングまでの最大参照距離

は 3 kmとした．モデルの作成の過程では，まず岩相（地

質）を推定した上で，その推定された岩相についての N

値を推定した．岩相の推定法（石原ほか，2013）では，

距離による重み付けを行うことでよりグリッドの中心

点に近く，数が多い岩相が選択される．N値は選択され

た岩相に対応するものを逆距離荷重法（Franke, 1982

など）によって推定を行った． 
 
３．３ 地質・地盤モデル 

３．３．１ 地質・地盤モデルの概要 

石原ほか（2013）の条件に基づいてモデル化を行った

結果，最大で標高−48 m までの地盤がモデル化された．

しかしながら，地層の分布を検討する上で十分なデータ

量があるのは，およそ標高−20 m程度までである．本地

域の浅層部分で特徴的なのは対象地域において東西に

ゆるく蛇行しながら分布する標高－6 m～標高－8 m に

顕著に認められる帯状の粘土の分布とそれらを覆う薄

い砂質粘土～砂層である． 

３．３．１．１ 水平断面 

標高方向の断面は，標高 0 m，-2 m，-4 m，-6 m，-8 

m，および-10 mについて示す（第 4～9図）． 
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標高 0 mから−10 mに渡って，モデル作製範囲の東部

は比較的 N 値の大きい砂礫帯が北東－南西方向にわた

って分布する．N値の低い粘土が標高-6 m～-8 m付近ま

で幅3～4 kmで蛇行しながら現利根川に沿って緩やかに

蛇行し，この砂礫帯を避けるように南側に屈曲する．標

高−10 mでは，全体的に N値も高くなり，砂層が卓越す

る．本地域の特に軟弱な地盤は標高−10 m以浅であり粘

土や砂層である．埋立などによる人工地層はほとんど標

高－4 mより浅いところに分布し，それ以深は自然に堆

積した地層の特徴を示していると考えられる．これまで

のボーリング調査に基づくと，当該地域東部や北部に分

布する N値の高い砂層は，主に砂州構成層やその下位に

位置する沖積層（佐原層）と推定され，一方利根川に沿

ってその北側に広く発達する N 値の低い泥層主体の地

層は，それらの砂層よりも新しい内湾～河川の堆積物と

推定される．そして利根川沿いにみられる N値のやや低

い砂層主体層は上流域から河川によって運ばれてきた

地層で，泥層の上位に重なるか指交関係にある． 

３．３．１．２ 垂直断面 

既存の文献によれば，本地域では最終氷期に形成され

た谷を埋めた軟弱な堆積物（沖積層）は，ほぼ東西方向

に延びていることがわかっている（新藤・前野, 1982; 

遠藤ほか, 1988）．この埋没谷に直交する方向で８本の

断面図を作成した．断面線の位置は第３図，断面を第

10〜17 図に示す．断面図中には今回のオールコアボー

リング調査で得られた放射性炭素年代および沖積層基

底の深度についても記入した．詳細はオールコアボーリ

ング調査の報告を参照されたい． 

鹿島から潮来にかけての地域（断面 A-C）では，水平

断面図でも確認された常陸利根川と利根川の間に分布

する軟弱な泥層の分布があきらかである．この泥層はオ

ールコアボーリング調査によれば貝殻片を含む海成層

であり，その年代は 5000 cal yBPより新しい．上位は

400 cal yBP以降の砂層で覆われる．断面 Bではこの泥

層の分布が北へ向かって途切れ，その北側にはより古い

砂泥層が地表付近まで分布している．断面 Dを見ると，

利根川と常陸利根川に沿って軟弱な泥質層が深く（標高

-50 m程度）まで分布し，その間の地域では，砂質で固

い地層が標高-10 m付近より下位に分布していることが

わかる．この砂質で固い地層は年代から更新統と考えら

れる．さらに上流の断面Gでも低地の中央部の標高-20 m

付近に N値の高い砂層が分布するが，これは年代値によ

れば全て沖積層（佐原層）である．この付近では標高-59 

mまで沖積層が分布する． 

以上のことから，本地域の沖積層形成過程は下記のよ

うに推定される； （１）最終氷期には標高-60 mより

も深い沖積層の基底が神崎から香取市街へ延びていた 

（２）最終氷期以降の海進にともなってその谷が埋め立

てられた （３）高海水準期に鹿島灘から砂が流入し閉

塞された（7000-5000年前） （４）閉塞された幅 3-4 km

の内湾を軟弱な泥層が埋めた（5000-400年前） （５）

河川改修による土砂供給量の増加や人為的な埋め立て

により表層の砂層が形成された（400年前〜現在）． 

新藤・前野（1982）によれば沖積層の基底の谷はもう

一つ，潮来市の段丘崖に沿った基底標高-60 m以深のも

のがあるが，この谷と利根川に沿った谷との間には断面

Dに見られるように基盤の高まりがあり，両者は平行す

る別の谷であった可能性が高い． 

 

３．３．２ 地盤の特徴 

 ここでは，地盤の特徴として，岩相と N値によって求

められた表層地盤の平均 S波速度（AVS30）から推定さ

れる地盤増幅度と，岩相，N値，地下水面から推定され

る液状化指数（PL）を示す． 

３．３．２．１ 地盤増幅度 

 地盤増幅度は，深度 30 mまでの平均 S波速度（AVS30）

から，藤本・翠川（2006）の式によって求めた．地盤増

幅度（増幅率）は，表層地盤の揺れやすさの指標として

用いられ，値が大きいほど揺れが増幅される．地盤増幅

度は地盤の柔らかさを示す AVS30 と相関を持つことが

知られており（藤本・翠川，2006など），その値は経験

式によって導かれる．AVS30を得るための S波速度と岩

相とその N値との関係式は，多くの N値と岩相そして S

波速度の関係から得られている東京都港湾局（2001）を

用いた． 

 地盤増幅度は，3次元地質モデルで示される粘性土の

帯状分布に沿って大きいこと，東部の比較的 N値の高い

砂体では小さいことが明瞭に示される（第 18図）． 
３．３．２．２ 液状化指数 

 液状化指数は，液状化に対する抵抗率 FLをもとに得

られる液状化指数PLで示した．液状化指数PLにおいて，

0は液状化の危険性が低く，5以上は危険性を考慮すべ

きとされている．ここで得られている液状化抵抗率は，

日本道路協会（2012）による計算例を用いた．このとき，

岩相の密度は地盤工学会（1996）より引用し，“砂”は

細粒砂を仮定した．また，地震に関しては内陸直下型地

震を想定し，レベル 2震動タイプⅡの地震動を選択して

いる．地下水面は，ボーリング孔で計測されたものを利

用した．液状化指数 PLを求める際には一般に深度−20 m

までの情報が必要であるが，ここでは十分なボーリング

情報が無いため，表層部分でのみの液状化抵抗率を計算

し，データが無い深度では最深部の N値および岩相が下

方に連続するとして求めている．一般には，深度が深い

ほど液状化の可能性は低くなるので，この図の中では基

本的に PL値は大きく見積もられる．モデル作成地域全

体に液状化指数が高く，特徴的な傾向は認められない

（第 19図）. 
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３．３．３ 液状化地点との関係 

液状化被害分布と地質の三次元的な分布にはある程

度の関係があるように見える．第 2図で「噴砂の激しい

領域」および「噴砂が点在する領域」は第 7図の内湾泥

層の周辺に分布する砂層・砂質泥層・泥質砂層の分布と

概ね一致する．それに比べ内湾泥層の分布域には被害地

点は比較的少ない．例えば，横利根川と常陸利根川に挟

まれた地域（香取市大島，八筋川付近）や利根川と横利

根川に挟まれた地域（稲敷市西代付近）は埋立地でない

にも関わらず噴砂の激しい地域であるが，内湾泥層の周

辺に分布する砂質層の分布域と一致する． 

既存ボーリングデータでは表層の人工地層は「盛り

土」として一括されており，粒径などの詳細な情報は含

まれない．そのため今回は検討できなかったが，盛り土

も含めた表層数 m の地質分布と液状化被害の分布には

強い相関があると考えられる． 

液状化指数および地盤増幅度の分布と液状化した地

域との相関性は必ずしも良くない． 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
第 1 図 調査地域の地形分類とボーリング，トレンチ調査地点図 

Fig.1  Landform classification map and studied sites of drilling and trenching. 
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第 1 図 調査地域の地形分類とボーリング，トレンチ調査地点図 

Fig.1  Landform classification map and studied sites of drilling and trenching. 
 

利根川下流域における液状化被害分布と地下地質との対応 

249 
 

 
第 2 図 2011 年東北地方太平洋沖地震時に生じた噴砂等液状化の分布 

Fig.2  Distribution of liquefaction (sand boil) areas associated with the 2011 off the Pacific coast of Tohoku Earthquake. 
 

 
 

第 3 図 既存ボーリングデータ，オールコアボーリングの位置．地質モデルの作成範囲，断面図作成地点も示す． 
Fig.3  Localities of log data, drilling sites, geological model area and cross sections. 
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第 4 図 標高 0 m における地質（上図）とN 値（下図）の分布 
Fig.4  Distribution of lithology (upper) and N value (lower) (0 m elevation). 
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第 4 図 標高 0 m における地質（上図）とN 値（下図）の分布 
Fig.4  Distribution of lithology (upper) and N value (lower) (0 m elevation). 
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第 5 図 標高-2 m における地質（上図）とN 値（下図）の分布 
Fig.5  Distribution of lithology (upper) and N value (lower) (-2 m elevation). 
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第 6 図 標高-4 m における地質（上図）とN 値（下図）の分布 
Fig.6  Distribution of lithology (upper) and N value (lower) (-4 m elevation). 
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第 6 図 標高-4 m における地質（上図）とN 値（下図）の分布 
Fig.6  Distribution of lithology (upper) and N value (lower) (-4 m elevation). 
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第 7 図 標高-6 m における地質（上図）とN 値（下図）の分布 
Fig.7  Distribution of lithology (upper) and N value (lower) (-6 m elevation). 
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第 8 図 標高-8 m における地質（上図）とN 値（下図）の分布 
Fig.8  Distribution of lithology (upper) and N value (lower) (-8 m elevation). 
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第 8 図 標高-8 m における地質（上図）とN 値（下図）の分布 
Fig.8  Distribution of lithology (upper) and N value (lower) (-8 m elevation). 
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第 9 図 標高-10 m における地質（上図）とN 値（下図）の分布 
Fig.9  Distribution of lithology (upper) and N value (lower) (-10 m elevation). 
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第 10 図 断面図A（上：地質，下：N 値） 
Fig.10  Cross section A (upper: lithology, lower: N value). 
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第 10 図 断面図A（上：地質，下：N 値） 
Fig.10  Cross section A (upper: lithology, lower: N value). 
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第 11 図 断面図B（上：地質，下：N 値）．H70-No.1 コアの年代値等は潮来市（2013）に基づく． 
Fig.11  Cross section B (upper: lithology, lower: N value). H70-No.1 core is according to Itako City (2013). 
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第 12 図 断面図C（上：地質，下：N 値） 
Fig.12  Cross section C (upper: lithology, lower: N value). 
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第 12 図 断面図C（上：地質，下：N 値） 
Fig.12  Cross section C (upper: lithology, lower: N value). 
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第 13 図 断面図D（上：地質，下：N 値）．No.19 コアのデータ（年代値を除く）は東日本大震災千葉県調査検討専門委

員会（2012）に基づく． 
Fig.13  Cross section D (upper: lithology, lower: N value). No.19 core is according to Chiba Prefecture (2012) except for 

14C age. 
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第 14 図 断面図E（上：地質，下：N 値） 
Fig.14  Cross section E (upper: lithology, lower: N value). 
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第 14 図 断面図E（上：地質，下：N 値） 
Fig.14  Cross section E (upper: lithology, lower: N value). 
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第 15 図 断面図F（上：地質，下：N 値） 
Fig.15  Cross section F (upper: lithology, lower: N value). 
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第 16 図 断面図G（上：地質，下：N 値） 
Fig.16  Cross section G (upper: lithology, lower: N value). 
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第 16 図 断面図G（上：地質，下：N 値） 
Fig.16  Cross section G (upper: lithology, lower: N value). 
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第 17 図 断面図H（上：地質，下：N 値） 
Fig.17  Cross section H (upper: lithology, lower: N value). 
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第 18 図 三次元モデルを用いて作られた地盤増幅度の分布 
Fig.18  Distribution of site amplification factor inferred using 3D model. 

 

 
 

第 19 図 三次元モデルを用いて作られた液状化危険度（PL）の分布 
Fig.19  Liquefaction hazard map (Distribution of PL value) using 3D model. 
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第 18 図 三次元モデルを用いて作られた地盤増幅度の分布 
Fig.18  Distribution of site amplification factor inferred using 3D model. 

 

 
 

第 19 図 三次元モデルを用いて作られた液状化危険度（PL）の分布 
Fig.19  Liquefaction hazard map (Distribution of PL value) using 3D model. 
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４．地下水システムと液状化との関係 

 

４．１ 研究の概要 
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取市）において地下水システム解明のための調査を行っ

た．この地域では，ここ数年，産総研の政策課題「沿岸
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４．３ 浅層地下水の水位連続測定結果 

2012年7月から12月の水位測定結果を香取市におけ

る日降水量データ（気象庁による）とともに第 26図に

示した．香取市佐原ロ（地点 4）においてはピエゾメー

タ設置直後に近傍で土木工事が始まり，その結果井戸枯

れが発生したためデータが得られなかった．成田市大和

田（地点 1）では井戸水の頻繁な使用によって人工的な

水位変動が生じている．神崎町向野（地点 2）では約 75 

cm の高さの盛り土の上にピエゾメータを設置したため，

同図で水位-0.75 mの位置が盛り土周辺の水田表面の高

さに相当する．神崎町今（地点 3）では水位 0 mの位置

が周辺の水田表面の高さとなる．また，神崎町向野（地

点 2）と神崎町今（地点 3；深度 120 cm）では管底より

下に地下水面が低下した場合には欠測となる． 

地表面のごく近く（-0.3〜-0.2 m）に常に地下水面が

存在する地点 1を除く各地点では，強い降雨に応答して

速やかに地下水位が上昇する．神崎町向野（地点 2）で

は 9月 20日前後から 10月 20日前後の 1ヶ月の間に 3

度の顕著な水位上昇を示し，そのピーク時には周辺の水

田地表面下 0.2 m付近にまで地下水面が達した．神崎町

今（地点 3）の深さが異なる 120 cmと 180 cm の 2本の

ピエゾメータでも同様で，ピーク時にはそれぞれ地表面

下 0.4 m，0.6 mの位置まで地下水面が上昇する．この

ように強い強度の降水（地表浸透水）に対して大幅な水

位上昇を示すことから判断して，水田に水がはられる 4

月下旬から 5月にかけての代かき・田植え時，さらに 6

月から 7 月の梅雨時にも長期間にわたり水面が地表付

近に位置するという液状化に対して脆弱な状態に同地

域は置かれるもの考えられる． 

液状化のリスクを考える上でもう一つ重要なのは地

下水の流動方向である．神崎町今（地点 3）の 2本のピ

エゾメータの水位を比較すると，ピーク時には深さ 120 

cm の水理水頭は深さ 180 cm のそれと比べて 5 cm から

20 cm程度高い．すなわち，水位上昇のピーク時前後に

は下向きの強い動水勾配（0.1 から 0.3 程度）が生じ，

この結果地下水は鉛直下方方向に流動する．しかし，水

位の低下後には両者の水理水頭が逆転する時期が出現

する場合がある．たとえば 8月 10日前後，10月 15日

前後，11月 15日前後などである．これらの時期には深

さ 180 cmの水理水頭が 120 cmに比べて最大で 5 cm程

度高く，したがって上向きに 0.1程度の動水勾配が発生

することになる．地下水の鉛直上方方向への流動は液状

化に対する地盤の脆弱性を増大させる恐れがあるため，

今後はこの様な上向きの動水勾配が出現する場所の地

理的分布，発生時期，地盤条件の把握，またそれを引き

起こす水文プロセスの解明が必要になろう． 

 
 
 

５．まとめ 

 

利根川下流域で実施した液状化に関する地質学的調

査結果および液状化しやすい条件との関連をまとめる

と以下のようになる． 

1. 既存のボーリング資料を収集して，特に標高-10 m

以内の各深度における岩相と N 値との関係を中心に三

次元的な解析を行った．過去の水域を埋め立てたところ

に加え，標高-6〜-8 m に帯状に分布する内湾泥層に隣

接する砂質層の分布域で液状化被害が多いことがわか

った．液状化指数および地盤増幅度の分布と被害分布の

相関は必ずしも良くなかった． 

2. 調査地域の地下水の分析結果からは，沖積層の表層

部と深部とで地下水流動に違いがあることが示され，液

状化との関連においては，地下水の水位が高いことに加

えて流動方向が上向きになっているところに液状化が

生じやすい可能性が考えられた． 
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ならびに調査に関する便宜をはかっていただいた．さら

に，千葉県神崎町総務課ならびに香取市道路河川管理課

の方々にはピエゾメータ設置に際し便宜をはかって頂

いた．関東農政局両総農業水利事務所佐原支所からはボ

ーリング資料を提供していただいた．また，調査地土地

所有者ならびに管理者の方々には，各種調査にご協力を

いただいた．防災科学技術研究所の大井昌弘博士及び千

葉県防災危機管理課の浅尾一巳氏には，ボーリングや液

状化に関する資料収集ならびに各自治体との連絡に関

して便宜をはかっていただいた．茨城大学楡井 久名誉

教授，新潟大学卜部厚志准教授，山口大学宮田雄一郎教

授，山形大学川辺孝幸教授には，液状化に関する専門的

なご教示や現地での議論をしていただいた．地質情報研

究部門の國本節子氏，弓 真由子氏，和田明美氏にはボ

ーリングデータの電子化，ボーリングコアの分析，地下

水調査などでご協力頂いた．同部門斎藤文紀上席研究員

には，鹿島地域の既存ボーリング資料を提供していただ

いた．同部門深部流体研究グループ（当時）の森川徳敏

氏，高橋 浩氏，高橋正明氏には化学分析にご協力頂い

た．これらの方々に深く感謝申し上げる． 
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第 20 図 研究地域の概要と調査地点．地下水のStiff diagram も合わせて示す． 
Fig.20  Study area and locations surveyed. Also shown is distribution of groundwater chemistry using Stiff Pattern 

diagrams. 
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第 21 図 Piper diagram による地下水の一般水質組成 
Fig.21  Trilinear Piper diagram representation of groundwater chemistry. 
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第 22 図 δ18O vs. δD プロット 

Fig.22  Plot of δ18O versus δD values of groundwater samples. 
 

 
 

第 23 図 Cl vs. δD プロット 
Fig.23  Plot of Cl versus δD values of groundwater samples. 
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第 23 図 Cl vs. δD プロット 
Fig.23  Plot of Cl versus δD values of groundwater samples. 
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第 24 図 利根川下流低地部の地下水システム模式断面図．黒田ほか（1984），安原ほか（2012）に加筆． 
Fig.24  Schematic representation of cross-section groundwater system in lower reaches of Tone River. Kuroda et al. 

(1984) and Yasuhara et al. (2012) were revised and edited with new data obtained in this study. 
 

 
 

第 25 図 沖積層のオールコアサンプルから遠心分離法を用いて抽出した間隙水の電気伝導度鉛直プロファイル 
Fig.25  Vertical distribution of electric conductivity of pore waters extracted from non-disturbed alluvium cores by 

centrifugation. 
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第 26 図 浅層地下水位の自記測定結果（2012 年 7 月〜12 月） 
Fig.26  Water level measurements of shallow groundwater from July to December 2012 using an automatic 

water-level recorder. 
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液状化・流動化層のトレンチ調査 

 Trenching survey of liquefaction-fluidization layers  
 

小松原 琢 1*・宮地良典 1・水野清秀 1・風岡 修 2・齋藤 勝 3・細矢卓志 4 

Taku Komatsubara1*, Yoshinori Miyachi1, Kiyohide Mizuno1, Osamu Kazaoka2, 
Masaru Saitou3 and Takushi Hosoya4 

 

 

Abstract:  We excavated trenches to clarify the characteristics of liquefied-fluidized materials in the alluvial plain 
along lower folk of the Tone River. 1 site (Sawara site) is on a sandbar, there were not liquefied around this site by the 
2011 off the Pacific coast of Tohoku Earthquake. Other 2 sites (Yodaura site and Mukouya site) are former lagoon and 
crescent lake, and are reclaimed by filling in the Showa Era (about 1950’s to 1970’s). Their elevations are 1 or 2 meter 
above sea level. There were liquefied around these two sites by the 2011 great earthquake. 
In Sawara site, we dug Sawara trench (1.2 m in depth). It revealed that the cultivated sandy and silty sediments form 
surface of the sandbar. These sediments are weakly to hard consolidated by oxidation of matrix. No sign of 
liquefaction and fluidization could be recognized in the deposits dated older than Kofun Era (ca. 6th century). 
In Yodaura site, we dug Yodaura trenches (deepest one is 3 m in depth), all deposits are man-made strata. The 
man-made strata comprise two associations. The upper one is a thin aggregate. The lower one is reclaimed soil 
association made by sand pumping. The lower one is composed of gravel containing middle sand, sand and gravel, shell 
fragment containing sand, alteration of sand and silt, fine sand and shell fragment containing fine sand. Several sand 
dykes composed of fine sand with shell fragments intrude in the aggregate layer and spread on the ground surface. 
Origin of sand boils is fine sand with shell fragment and alteration of sand and silt bundles, laminated structures in the 
original layer were disappeared by liquefaction and fluidization. It is noteworthy that a new and non-oxidized sand 
dyke cuts an old oxidized sand dyke in some part of these bundles. This means sand boils repeatedly occurred at the 
same horizon and point by two shaking events. Because of the man-made strata filled on AD1969 to 1974 in the 
Yodaura site, the former event prior to the 2011 earthquake should be the 1987 East off Chiba Prefecture Earthquake 
(Mj=6.7). 
In Mukouya site, we dug the Mukouya trench (2.5m in depth). Abandoned channel deposits and channel fill humic 
deposits overlying it outcropped in the base of the trench. The wood and plant fragments in the channel fill deposits are 
dated 140±20ｙBP and 150±20y BP. The man-made strata which are subdivided 8 associations overlie on these natural 
deposits. The man-made strata comprises clayey silt, yellowish grey to greyish yellow fine to middle sand, dark greyish 
humic silty sand (cultivated soil), blue grey laminated silt, dark grey sand containing silt with sand blocks, yellowish 
grey silt and gravel,  yellowish grey laminated sand, yellowish grey massive silt block containing sand, black brown 
silty sand (cultivated soil). Liquefaction-fluidization phenomenon were could be recognized in the natural sand at 
bottom of the trench and man-made strata I. These bundles supplied sand to thick sand dyke with 10cm in thickness, 
and this sand dyke cut H and overlying layers and reach to the ground. This distinct sand boil occurs at the inflection 
line of the thickness of I bundle and its strike coincide the inflection line. Many cracks cutting G to C bundles occurred 
parallel to this sand dyke. This suggests that strain concentrated during shaking along the inflection line where the 
thickness of different properties layers changes abruptly, and this phenomenon makes surficial cracks. Similar 
phenomena were reported by Kazaoka et al. (2000) from Nakaizobe park where liquefied and fluidizated by the 1987 
East off Chiba Prefecture Earthquake. The multi-cracks suggest change of wave head direction according with change 
of layers thickness as same as water surface wave (Nirei et al., 2003). 
 
Keywords: liquefaction, fluidization, trenching survey, 2011 off Pacific coast of Tohoku Earthquake, man-made strata 
 

１．目的及び方法 
 

2011 年東北地方太平洋沖地震では，利根川下流域や東

京湾北部など震源域から遠く離れた地域でも多数の大規
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模な地盤液状化が生じた(国土交通省関東地方整備局・公

益社団法人地盤工学会，2011；小荒井ほか，2011；Koarai 

and Nakano， 2013 など)．その発生場所は，従来から用

いられている FL法（たとえば日本道路協会，2012）など

により予測された地区とは必ずしも一致せず，より局所

的な地質条件が強く働いていることが示唆された．そこ

で，地盤液状化発生の地質学的要因解明のため，また，

液状化-流動化した地層の詳細構造を観察するため，利根

川下流域の 3地区(非液状化地区 1地区，液状化発生地区

2地区)でトレンチ調査を行った(第 1図)． 

液状化発生地点の 2 地区は，いずれも地下水位が高く

緩い砂が分布すると予想されたことから，トレンチ掘削

に先だって鋼矢板をトレンチの周囲に隙間なく打ち込み，

ウエルポイント工法によって地下水位を掘削深度以深ま

で低下させた．十分に地下水位が低下してから，重機を

用いて予定深度まで掘削した．液状化発生地点の堆積物

は締りが悪く崩れやすいため，写真撮影・スケッチ・試

料採取その他の現地調査終了後に樹脂を用いて剥ぎ取り

標本を採取し，剥ぎ取り標本を詳しく観察した． 

 
２．調査結果 

 
今回トレンチ掘削調査を行った 3 地点の古地形・現況

とトレンチ及び剥ぎ取り調査の結果をまとめて記す。 

 
２．１ 佐原地区 
佐原地区は完新世の砂州上に位置する標高 4.3 m の平

地である．トレンチ周辺は仁井宿浅間遺跡と呼ばれる古

墳時代の遺物を産する遺跡指定地となっている．トレン

チ近傍の砂州北端には前方後円墳があり，現在は墳丘上

に浅間神社が祀られている． 

調査地区を含む佐原イ地区周辺の砂州上では東北地方

太平洋沖地震で噴砂などの液状化現象は確認されなかっ

た． 

トレンチ調査は 2012 年 12 月に実施した．トレンチの

大きさは最初幅 2 m，長さ 2 m，深さ 1.2 m であったが，

東側に向かって壁面を約 10 cm ずつ削り落として東側だ

けで合計 6 面観察したため，最終的には長さは 2.6 m 程

度となった．また，深度約 1.2～1.3 mの地下水位以深に

は掘り下げなかった． 

佐原地区トレンチに出現した地層は上位から表土(A)，

細粒砂混じりシルト(B)，酸化した弱固結中～粗粒砂混じ

りシルト(C)，中～粗粒砂混じりシルト(D)，不淘汰な細

礫・シルト混じり中～極粗粒砂(E)に分けられる(第 1表)

が，各層の境界は耕作などによる攪乱を受けて凹凸が激

しい(第 2，3図)．D以上が耕作土と捉えることができる．

Eは自然地盤とみなして問題ない．いずれの層準にも人為

的な攪乱の跡が認められるが，液状化-流動化や地割れの

痕跡は全壁面で認められなかった． 

酸化した弱固結中～粗粒砂土混じりシルト(C)および

中～粗粒砂混じりシルト(D)にはいわゆる「高師小僧」に

似た酸化鉄で膠着した砂のブロックが含まれる．これら

が酸化・固結した年代は明らかではないが，おそらく地

下水位が現在のようにこれらの層準より低い位置にあっ

た時代に酸化した可能性が高く，砂州の離水(少なくとも

古墳時代以前)からかなりの時間が経過した時代と考え

られる． 

 
２．２ 与田浦地区 
与田浦地区調査地点は，明治 36年の地形図では広い池 

(与田浦)の中に位置していたが，昭和 44～49年の水生植

物園造成と同時期に埋め立てられ，現在は標高約 1mの盛

土となっている． 

この地区では事前のボーリングにより，深度約 4.8 m 

(T.P.-3.8 m)以浅まで砂を主体とし礫を含む浚渫層があ

り，その下位に少なくとも厚さ 5 m 以上の貝殻片を含む

シルトが分布することがわかっていた．貝殻片を含むシ

ルト層は旧与田浦の自然堆積物と考えられ，その N値は 2

未満と極めて軟弱である． 

与田浦地区では東北地方太平洋沖地震によって，地表

では貝殻を含んだ細砂が広い範囲を覆っていた．2011 年

3月 29日に撮影されたグーグルアースの画像によると不

規則な形態で調査地点周辺一面に噴砂が湧き出した様子

を見ることができる． 

トレンチ調査は 2013 年 1 月に実施した．本調査では，

地表に砂脈が確認された 3か所に 2～3 m四方，深さ 1～3 

m のトレンチを 3 か所(Tr-1，Tr-2，Tr-3)掘削した(第 3

図)．なお Tr-3 では砂脈の下端を観察するために 1 度全

体を調査した後に北面を掘り下げて再調査した(Stage2:

第 4図 4)．このトレンチでは人工地層が出現した．本稿

では，人工地層の層序区分や記載法は Nirei et 

al.,(2012)に従う． 

当地でトレンチ壁面に現れた地層は第 2 表のように区

分される．これらの地層は，利根川下流域の他の埋立地

と同様にサンドポンプによる浚渫(Nirei et al.,1990；

楡井ほか，2003)によって堆積したものと考えられ，粒径

や淘汰度の違いはサンドポンプの吐出口からの距離と密

接な関係を持つと考えられる．Fのような礫を多く含む堆

積物はサンドポンプの吐出口に近い場所で堆積したもの

であり，Fから Cにかけて大局的に上方細粒化しているの

は吐出口の移動に伴って順次細粒の堆積物が堆積するよ

うになったことを示すと考えられる．これらは一連(1 ア

ソシエーション：Nirei et al．，2012)の堆積物とみなさ

れる．また，Cで特徴的に発達する規模の大きなコンボリ

ュート構造は，この上位の Bに切られていることから，C

堆積時に形成された平行葉理がこの直後に変形し，B堆積

前に変形が終了していたものと考えられる．Cを水平に覆

う B は浚渫工事の短期の休止により静穏な環境となった
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模な地盤液状化が生じた(国土交通省関東地方整備局・公

益社団法人地盤工学会，2011；小荒井ほか，2011；Koarai 

and Nakano， 2013 など)．その発生場所は，従来から用

いられている FL法（たとえば日本道路協会，2012）など

により予測された地区とは必ずしも一致せず，より局所

的な地質条件が強く働いていることが示唆された．そこ

で，地盤液状化発生の地質学的要因解明のため，また，

液状化-流動化した地層の詳細構造を観察するため，利根

川下流域の 3地区(非液状化地区 1地区，液状化発生地区

2地区)でトレンチ調査を行った(第 1図)． 

液状化発生地点の 2 地区は，いずれも地下水位が高く

緩い砂が分布すると予想されたことから，トレンチ掘削

に先だって鋼矢板をトレンチの周囲に隙間なく打ち込み，

ウエルポイント工法によって地下水位を掘削深度以深ま

で低下させた．十分に地下水位が低下してから，重機を

用いて予定深度まで掘削した．液状化発生地点の堆積物

は締りが悪く崩れやすいため，写真撮影・スケッチ・試

料採取その他の現地調査終了後に樹脂を用いて剥ぎ取り

標本を採取し，剥ぎ取り標本を詳しく観察した． 

 
２．調査結果 

 
今回トレンチ掘削調査を行った 3 地点の古地形・現況

とトレンチ及び剥ぎ取り調査の結果をまとめて記す。 

 
２．１ 佐原地区 
佐原地区は完新世の砂州上に位置する標高 4.3 m の平

地である．トレンチ周辺は仁井宿浅間遺跡と呼ばれる古

墳時代の遺物を産する遺跡指定地となっている．トレン

チ近傍の砂州北端には前方後円墳があり，現在は墳丘上

に浅間神社が祀られている． 

調査地区を含む佐原イ地区周辺の砂州上では東北地方

太平洋沖地震で噴砂などの液状化現象は確認されなかっ

た． 

トレンチ調査は 2012 年 12 月に実施した．トレンチの

大きさは最初幅 2 m，長さ 2 m，深さ 1.2 m であったが，

東側に向かって壁面を約 10 cm ずつ削り落として東側だ

けで合計 6 面観察したため，最終的には長さは 2.6 m 程

度となった．また，深度約 1.2～1.3 mの地下水位以深に

は掘り下げなかった． 

佐原地区トレンチに出現した地層は上位から表土(A)，

細粒砂混じりシルト(B)，酸化した弱固結中～粗粒砂混じ

りシルト(C)，中～粗粒砂混じりシルト(D)，不淘汰な細

礫・シルト混じり中～極粗粒砂(E)に分けられる(第 1表)

が，各層の境界は耕作などによる攪乱を受けて凹凸が激

しい(第 2，3図)．D以上が耕作土と捉えることができる．

Eは自然地盤とみなして問題ない．いずれの層準にも人為

的な攪乱の跡が認められるが，液状化-流動化や地割れの

痕跡は全壁面で認められなかった． 

酸化した弱固結中～粗粒砂土混じりシルト(C)および

中～粗粒砂混じりシルト(D)にはいわゆる「高師小僧」に

似た酸化鉄で膠着した砂のブロックが含まれる．これら

が酸化・固結した年代は明らかではないが，おそらく地

下水位が現在のようにこれらの層準より低い位置にあっ

た時代に酸化した可能性が高く，砂州の離水(少なくとも

古墳時代以前)からかなりの時間が経過した時代と考え

られる． 

 
２．２ 与田浦地区 
与田浦地区調査地点は，明治 36年の地形図では広い池 

(与田浦)の中に位置していたが，昭和 44～49年の水生植

物園造成と同時期に埋め立てられ，現在は標高約 1mの盛

土となっている． 

この地区では事前のボーリングにより，深度約 4.8 m 

(T.P.-3.8 m)以浅まで砂を主体とし礫を含む浚渫層があ

り，その下位に少なくとも厚さ 5 m 以上の貝殻片を含む

シルトが分布することがわかっていた．貝殻片を含むシ

ルト層は旧与田浦の自然堆積物と考えられ，その N値は 2

未満と極めて軟弱である． 

与田浦地区では東北地方太平洋沖地震によって，地表

では貝殻を含んだ細砂が広い範囲を覆っていた．2011 年

3月 29日に撮影されたグーグルアースの画像によると不

規則な形態で調査地点周辺一面に噴砂が湧き出した様子

を見ることができる． 

トレンチ調査は 2013 年 1 月に実施した．本調査では，

地表に砂脈が確認された 3か所に 2～3 m四方，深さ 1～3 

m のトレンチを 3 か所(Tr-1，Tr-2，Tr-3)掘削した(第 3

図)．なお Tr-3 では砂脈の下端を観察するために 1 度全

体を調査した後に北面を掘り下げて再調査した(Stage2:

第 4図 4)．このトレンチでは人工地層が出現した．本稿

では，人工地層の層序区分や記載法は Nirei et 

al.,(2012)に従う． 

当地でトレンチ壁面に現れた地層は第 2 表のように区

分される．これらの地層は，利根川下流域の他の埋立地

と同様にサンドポンプによる浚渫(Nirei et al.,1990；

楡井ほか，2003)によって堆積したものと考えられ，粒径

や淘汰度の違いはサンドポンプの吐出口からの距離と密

接な関係を持つと考えられる．Fのような礫を多く含む堆

積物はサンドポンプの吐出口に近い場所で堆積したもの

であり，Fから Cにかけて大局的に上方細粒化しているの

は吐出口の移動に伴って順次細粒の堆積物が堆積するよ

うになったことを示すと考えられる．これらは一連(1 ア

ソシエーション：Nirei et al．，2012)の堆積物とみなさ

れる．また，Cで特徴的に発達する規模の大きなコンボリ

ュート構造は，この上位の Bに切られていることから，C

堆積時に形成された平行葉理がこの直後に変形し，B堆積

前に変形が終了していたものと考えられる．Cを水平に覆

う B は浚渫工事の短期の休止により静穏な環境となった
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場所で堆積した異なるバンドルの堆積物と考えられる．

これらの堆積物の中には土壌や腐植質堆積物は認められ

ず，一連の工事に伴って堆積した 1 バンドル(Nirei et 

al．，2012) のものと考えてよい． 

与田浦地区の調査では，数か所で砕石層(A)に達する砂

脈が見つかっている(第 4 図)．これらの砂脈は第 3 図に

示すように様々な走向を示し，地盤の振動方向や地質構

造などとの関連を見出すことはできない．Tr-1の西面(第

5 図)では，砂脈を構成する砂の酸化程度の異なる新旧 2

つの砂脈が認められ，一方の砂脈が他方の砂脈を切って

浅部に達している状態が観察された．これは東北地方太

平洋沖地震に先立つ地震時に形成された砂脈とほぼ同じ

地点で砂脈が再度生じ，砂脈同士が交差したことを示す

と考えられる．古い砂脈を形成した地震は，浚渫層の年

代が 1966～1967 年と特定できることから考えて，1987

年の千葉県東方沖地震であると考えられる．また，この

地点の砂脈のうち新しい方のものは C のコンボリュート

構造の背斜軸部より噴出しており，この構造を利用して

噴出している可能性がある．Tr-3の北面(第 7図)では，

砂脈の中に砕石が落ち込んでいる状態が観察された(第 9

図)．これは砂脈の形成に当たって，単に液状化-流動化

した砕屑物が上方に吹き上げるだけでなく，砂脈を押し

出した地割れが拡大し，上位の地層が落ち込んだことを

示している．これは，地震時に噴砂がサイクリックに吹

き出す現象(Kazaoka et al．，2012)と対応して，亀裂が

拡大-縮小を繰り返したことによって生じたと考えられ

る．また，このことは，今回の地震では C は液状化－流

動化しておらず，この層の変形は B 堆積前であることを

支持する． 

この砂脈の下方を掘り込んだ Tr-3の Stage 2(第 8図)

では砂脈近傍の D および E で葉理が不明瞭となっている

現象と，Eに由来すると考えられる貝殻が砂脈中に取り込

まれている様子が観察された(第10図)．これらの現象は，

砂脈の形成に先だって地層の液状化-流動化が生じてス

ポット状に葉理が破壊されたこと(風岡ほか，1994；風岡

ほか，2003)，比重の軽い貝殻は礫よりも上部まで湧き出

しやすいこと，を示すと考えられる．後者は地表に噴出

した噴砂中に多量の貝殻が含まれていた事実を説明する． 

 
２．３ 向野地区 
向野地区調査地点は，江戸時代の河川改修によって陸

地であった場所が1626年の下利根川捷倢水路開削により

利根川本流の河道となり(大熊，1981），さらに 1956～1957

年に利根川を現河道に移す改修事業に伴って埋め立てら

れて現在は農地として利用されている場所である． 

トレンチ地点近傍のボーリング調査では当地の沖積層

は厚さ 60 m以上と谷状に厚くなっており，沖積層基底部

には厚い埋谷堆積物が分布する．その上部 10 mは佐原層

上部層(風岡ほか，2014)と呼ばれる約 300 年前以降に堆

積した河成砂泥および人工地層からなる． 

このトレンチ地点では江戸時代から昭和の河川改修ま

で存続した利根川旧河道跡地で著しい液状化-流動化が

生じた(たとえば Koarai and Nakano， 2013；第 1図)．

同様の旧河道沿いの液状化-流動化は 1987 年千葉県東方

沖地震でも発生しており(Nirei et al., 1990)，34 年の

間隔をあけて再液状化した．2011年 3月 29日撮影のグー

グルアース画像によると，トレンチ地点付近では旧河道

に平行した大規模な(幅 2～10 m 程度の)砂脈が発生して

いる．このトレンチ地点近傍では，以前にトレンチ掘削

調査が行われており（風岡ほか，2003 など），1987 年千

葉県東方沖地震による液状化―流動化の実態が示されて

いる． 

トレンチ調査は 2013 年 2 月に実施した．本調査では，

旧河道に平行に伸びる線状の砂脈を対象として１辺の長

さが 7 mの正方形，深さ(最深)2.8 mのトレンチを１か所

掘削した(第 7 図)．トレンチ掘削前に行ったボーリング

調査や手掘りによる水位調査では，地下水位は深度-1.2 m

であった． 

このトレンチに現れた地層は第 3 表のように区分され

る．トレンチ底部に出現した L は単層ごとに上方細粒化

し，低角の斜交層理が認められる．L は層相と上位の K

の 14C年代値から，1626年から 1956年まで約 300年間存

続した利根川本流の流路堆積物と考えられる．Kは腐植質

の層相，ヒシの実を多産すること，およびヒシの実・木

片の14C年代値から三日月湖化した旧利根川河道を埋積す

る堆積物と考えられる．同じ層準から得た淡水貝の年代

値は植物化石よりも古い年代を示すが，これは何らかの

理由により貝が古い炭素を取り込んでいたことによるも

のと考えられる． 

Jはラミナが発達するシルト層であり，サンドポンプに

よる浚渫層と考えられる．Iは平行葉理が発達する細粒砂

主体で泥分を含まない淘汰の良い地層である．Iの下部に

はJに由来する不規則なダイアピル状の泥塊が含まれる．

また，ところによりコンボリュート構造が発達する．I

の一部ではラミナが消失し，上位のHのブロックを含む．

J と I は昭和の河道付け替えに伴う一連の(1 アソシエー

ションの)堆積物と考えられる． 

Hは古土壌であり，浚渫工事の休止期の堆積物と考えら

れる． 

Gはラミナの発達するシルト層であり，サンドポンプに

よる浚渫層と考えられる． 

Fは弱腐植質のシルト層であり，標高 1 m付近において

重機によるブルドージングに伴う渦巻き状の構造が認め

られる．これは盛土によるものと考えられる． 

Eは南北の壁面に認められる溝を埋積した地層である． 

Dは平行ラミナが発達し，泥質分をほとんど含まない淘

汰の良い砂層である．サンドポンプによる浚渫層と考え

られる． 
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Cはシルト塊を含む不淘汰で塊状の砂層である．良く転

圧されていること，淘汰が悪いことから盛土層と考えら

れる． 

B は細粒砂よりなり後述する砂脈を構成する地層であ

る． 

Aは2011年3月以降の耕地補修に伴う薄い盛土である． 

G～C の各層はそれぞれ異なる浚渫・圃場整備事業によ

って積み重ねられた別々のアソシエーションの地層と考

えられる． 

向野地区のトレンチでは，直線状の幅 10～30 cm の砂

脈(B1)が東西両壁面に現れたほか，東面では漏斗状の形

態で F 層を貫くことなく F 下部中にシート状の砂を湧き

出させている砂脈(B2)，B1 に平行して東西に延びる小規

模な砂脈や裂かが多数認められた(第 15図)． 

B1 が形成する砂脈は，I 上面の高さが急変する部分に

生じている．この砂脈(B1)の下端を確認することはでき

なかったが，深く掘り込んだ西面において K の腐植質シ

ルトと直接接することが確認されたことから，Kよりも深

部に伏在する自然地層にも由来する可能性が考えられる．

BIの下部(Iと接する部分)ではB1中に砂脈と低角度で斜

交する葉理が認められる．その近傍では I 中の葉理は不

明瞭となっており，Gが液状化-流動化して B1砂脈に加わ

っている可能性が指摘できる．Hは B1によって分断され，

HのブロックがB1の砂脈の中に落ち込んでいる(第13図)．

G～C は砂脈を境に 2～3 cm 南落ちに変位している(第 13

図)．このことは，I の一部が液状化－流動化し，この砂

を砂脈に供給した結果沈下したものと考えられる． H よ

り上位では後述するように裂かや小規模な砂脈が多数認

められるが，B1 の砂脈近傍でも明瞭な葉理が発達してお

り(第 13 図)，液状化-流動化した痕跡はない．このこと

は，これらの地層は液状化－流動化していなかったもの

と考えられる． B1が G～Cを貫く場所では，不明瞭なが

ら砂脈と平行して直立した分級構造が認められる(第 13

図)．これは開口亀裂を砂が通過する際に摩擦力がはたら

いて亀裂の中央付近と両脇では砂の流速が異なっていた

ことを示す可能性がある． 

B2はトレンチ東側壁面の I中に発達する漏斗状の砂脈

である(第 14図)．この砂脈の外では I中に比較的整然と

した堆積構造が発達するが，砂脈内では堆積構造が乱れ

て撹拌を受けたような不規則な構造が認められる(第 14

図)．砂脈近傍では Hと Gが沈下している(第 12，14図)．

B2の最上部からH下部にシル状の厚さ数 mm～数 cm程度

の水平な砂脈が伸びている．この水平な砂脈はトレンチ

南面全体に広がっており，水平方向に少なくとも 5m以上

の広がりを持っていると考えられる． 

向野地区トレンチの東西両面には，これらの大きな砂

脈の他に幅 2 cm以下の小規模な砂脈や砂層を挟まない裂

かが数多く認められる(第 15 図)．それらはほぼ B1 砂脈

と平行方向を示しており，南北の壁面には認められない．

またそれらは E と F で特に明瞭に発達し，下端が G に達

するものは少ない． 

 
３．考察 

 
3地区で行ったトレンチ調査から，東北地方太平洋沖地

震で液状化した地層の特徴は，以下のようにまとめるこ

とができる． 

与田浦地区や向野地区の B2砂脈のように，人工地層中

で液状化-流動化が発生し，人工地層中の粗粒砕屑物から

細粒砂が砂脈となって地表に噴砂が生じた例が多い．こ

の場合，液状化-流動化した地層は砂層とは限らず，礫を

含む地層もスポット状に液状化-流動化している．液状化

-流動化は砂礫層中でも生じたが，砂脈を通って地表に吹

き上げたものは細粒砂と貝殻であり，後者は特に比重が

軽いことによって液状化層中で浮き上がって地表まで吹

き上がったと考えられる． 

また，向野地区の B1の砂脈では自然地盤も含めて液状

化が生じた可能性が高い．ここでは砂脈近傍の浚渫層(I)

がスポット状に液状化-流動化しており，異なる地層が同

一の砂脈を介して地表に噴出した可能性が高い．ことに

B1 の砂脈が中～粗粒砂質の浚渫層(I)の厚さの急変する

部分に生じていることは，Iとその凹部を埋積して堆積す

るシルト質砂主体の G～F が異なる振動特性(固有周期・

増幅率)を有し，両者の厚さの急変する部分で動的歪が局

所的に大きくなったことを反映していると考えられる．

B1 の砂脈と平行する方向に大規模な噴砂の列が生じてい

たこと(前述のグーグルアースの画像による)は，これを

支持する．一方与田浦地区で向野地区のような噴砂の方

向性は認められなかったことは，旧与田浦の埋め立てに

際して向野地区とは異なって特定の方向から浚渫層を供

給していなかったことが想定される．向野地区では地下

水位よりも浅い部分の地層(G～C)に，B1 と平行し，下位

の地層に達しない裂かが多数認めらたが，これは液状化-

流動化とともに地表で大きな歪が生じたことを示してい

る．これは地下で液状化-流動化を発生させた地波

(ground wave)と同じ方向性をもつ地波が地表に歪をもた

らしたことを示すと考えられる． 

与田浦地区・向野地区ともに砂脈中に上位層から落ち

込んだブロックが認められた．これは風岡ほか(2012)が

報告しているように，噴砂(水)がサイクリックに生じ，

亀裂が開閉を繰り返して，上位の物質を亀裂内に落ち込

ませたことを示す． 

また，液状化-流動化の痕跡がない佐原地区と，激しい

噴砂の生じた向野地区の間で平常時の地下水位には大き

な差はない．それにもかかわらず前者で液状化-流動化の

痕跡が認められなかったことは，佐原地区が約 1000年以

上前(古墳時代以前)に離水した自然地層の堆積面である

ことに主たる原因があり，さらに地表付近の地下水位以
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Cはシルト塊を含む不淘汰で塊状の砂層である．良く転

圧されていること，淘汰が悪いことから盛土層と考えら

れる． 
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る． 
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脈の他に幅 2 cm以下の小規模な砂脈や砂層を挟まない裂

かが数多く認められる(第 15 図)．それらはほぼ B1 砂脈

と平行方向を示しており，南北の壁面には認められない．

またそれらは E と F で特に明瞭に発達し，下端が G に達

するものは少ない． 
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とができる． 

与田浦地区や向野地区の B2砂脈のように，人工地層中

で液状化-流動化が発生し，人工地層中の粗粒砕屑物から

細粒砂が砂脈となって地表に噴砂が生じた例が多い．こ
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き上げたものは細粒砂と貝殻であり，後者は特に比重が

軽いことによって液状化層中で浮き上がって地表まで吹

き上がったと考えられる． 

また，向野地区の B1の砂脈では自然地盤も含めて液状

化が生じた可能性が高い．ここでは砂脈近傍の浚渫層(I)

がスポット状に液状化-流動化しており，異なる地層が同

一の砂脈を介して地表に噴出した可能性が高い．ことに

B1 の砂脈が中～粗粒砂質の浚渫層(I)の厚さの急変する

部分に生じていることは，Iとその凹部を埋積して堆積す

るシルト質砂主体の G～F が異なる振動特性(固有周期・

増幅率)を有し，両者の厚さの急変する部分で動的歪が局

所的に大きくなったことを反映していると考えられる．

B1 の砂脈と平行する方向に大規模な噴砂の列が生じてい

たこと(前述のグーグルアースの画像による)は，これを

支持する．一方与田浦地区で向野地区のような噴砂の方

向性は認められなかったことは，旧与田浦の埋め立てに

際して向野地区とは異なって特定の方向から浚渫層を供

給していなかったことが想定される．向野地区では地下

水位よりも浅い部分の地層(G～C)に，B1 と平行し，下位

の地層に達しない裂かが多数認めらたが，これは液状化-

流動化とともに地表で大きな歪が生じたことを示してい

る．これは地下で液状化-流動化を発生させた地波

(ground wave)と同じ方向性をもつ地波が地表に歪をもた

らしたことを示すと考えられる． 

与田浦地区・向野地区ともに砂脈中に上位層から落ち

込んだブロックが認められた．これは風岡ほか(2012)が

報告しているように，噴砂(水)がサイクリックに生じ，

亀裂が開閉を繰り返して，上位の物質を亀裂内に落ち込

ませたことを示す． 

また，液状化-流動化の痕跡がない佐原地区と，激しい

噴砂の生じた向野地区の間で平常時の地下水位には大き

な差はない．それにもかかわらず前者で液状化-流動化の

痕跡が認められなかったことは，佐原地区が約 1000年以

上前(古墳時代以前)に離水した自然地層の堆積面である

ことに主たる原因があり，さらに地表付近の地下水位以
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上の部分で酸化に伴う膠結作用が働いて地表付近の地層

が締りの良い状態になっていたことも副次的な要因とし

て考えられる． 

 

４．おわりに 
 

本研究では，液状化-流動化が生じた地区と，それらが

生じなかった地区でトレンチ調査を行い，液状化-流動化

した地層の特徴を記載・考察した．その結果，千葉県東

方沖地震で液状化した地点で再度液状化が生じたことや，

礫を含む地層も地下ではスポット状に液状化-流動化し

ていること，砂脈や地表付近の裂かが生じる地点や方向

性(走向)は地下浅部の地質構造に強く規制されているこ

と，などが明らかになった． 

一方、トレンチを利用して，地質観察以外に帯磁率異

方性調査や土質試験のための採取や針貫入試験などの原

位置試験を行ったが，その成果については未だ報告して

いない．また，トレンチ地点周辺で行われたボーリング，

検層および物理探査調査結果と併せた液状化-流動化層

準の特徴に関する考察も本報告では触れていない．今後，

調査成果を総合して，液状化-流動化層準の地質的・土質

力学的特徴を明らかにしていきたい． 
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第 1 図 利根川下流部の液状化状況とトレンチ地点(小松原ほか(2014)に加筆) 

Fig.1  Liquefaction in the Lower fork of River Tone area and trench sites. (Added to Komatsubara et al., 2014). 
 

 

 

第 1 表 佐原トレンチの層序 

Table 1  Stratigraphy of the Sawara trench. 
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第 1 図 利根川下流部の液状化状況とトレンチ地点(小松原ほか(2014)に加筆) 

Fig.1  Liquefaction in the Lower fork of River Tone area and trench sites. (Added to Komatsubara et al., 2014). 
 

 

 

第 1 表 佐原トレンチの層序 

Table 1  Stratigraphy of the Sawara trench. 
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第 2 図 佐原トレンチ壁面のスケッチ(その 1) 
Fig.2  Logs of the Sawara trench (No.1). 
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第 3 図 佐原トレンチ壁面のスケッチ(その 2) 
Fig.3  Logs of the Sawara trench (No.2). 

 



地盤液状化調査研究

280 
 

 

第 3 図 佐原トレンチ壁面のスケッチ(その 2) 
Fig.3  Logs of the Sawara trench (No.2). 
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第 4 図 与田浦トレンチの配置と砂脈 

Fig.4  Layout of the Yodaura trenches and sand dykes. 
 

 

 

 

第 2 表 与田浦トレンチの層序 

Table 2  Stratigraphy of the Yodaura trenches. 
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第 5 図 与田浦Tr-1 トレンチの壁面のスケッチ 

Fig.5  Logs of the Yodaura Tr-1 trench. 

 

第 6 図 与田浦Tr-2 トレンチの壁面のスケッチ 

Fig.6  Logs of the Yodaura Tr-2 trench. 
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第 5 図 与田浦Tr-1 トレンチの壁面のスケッチ 

Fig.5  Logs of the Yodaura Tr-1 trench. 

 

第 6 図 与田浦Tr-2 トレンチの壁面のスケッチ 

Fig.6  Logs of the Yodaura Tr-2 trench. 
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第 7 図 与田浦Tr-3 の壁面トレンチのスケッチ 

Fig.7  Logs of the Yodaura Tr-3 trench. 
 

 

 

第 8 図 与田浦Tr-3（Stage 2：深堀り）トレンチの壁面のスケッチ 

Fig.8  Log of the Yodaura Tr-3 trench (Stage 2 deep digging stage). 
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第 9 図 砂脈に落ち込んだ砕石（与田浦Tr-3の剥ぎ取り標本） 

Fig.9  Macadams falling in a sand dyke in the Yodaura Tr-3 trench. (from peel off specimen) 
 

 

第 10 図 与田浦Tr-3 Stage2 トレンチ剥ぎ取り標本にみられる礫まじり砂層(E)の液状化-流動化 

Fig.10  Liquefaction and fluidization in the sand containing gravel layer (E) in the Yodaura tr-3 trench stage 2. (from 
peel off specimen) 
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第 10 図 与田浦Tr-3 Stage2 トレンチ剥ぎ取り標本にみられる礫まじり砂層(E)の液状化-流動化 

Fig.10  Liquefaction and fluidization in the sand containing gravel layer (E) in the Yodaura tr-3 trench stage 2. (from 
peel off specimen) 
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第 11 図 向野トレンチの位置と砂脈 

Fig.11  Layout of the Mukouya trench and sand dykes. 
 

 

第 3 表 向野トレンチの層序 

Table 3  Stratigraphy of the Mukoouya trench. 
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第 12 図 向野トレンチの壁面のスケッチ 

Fig.12  Logs of the Mukouya trench. 
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第 13 図 向野トレンチのB1 砂脈(剥ぎ取り標本) 

Fig.13  B1 sand dyke in the Mukouya trench. (from peel off specimen) 
   

 

 
第 14 図 向野トレンチのB2 砂脈写真 

Fig.14  B2 sand dyke in the Mukouya trench. 
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第 15 図 向野トレンチ上部の裂か 

Fig.15  Cracks in the upper part of the Mukouya trench. (from peel off specimen) 
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利根川下流低地での液状化・流動化層準 

－2011年東北地方太平洋沖地震と過去の履歴－ 
Horizons of liquefaction-fluidization strata in the Holocene formation on 
the Tonegawa Lowland, central Japan: by the 2011 off the Pacific coast of 

Tohoku Earthquake and paleo-earthquakes 
 

風岡 修 1・水野清秀 2*・吉田 剛 1・宮地良典 2・森崎正昭 1・田辺 晋 2・香川 淳 1 

・小松原純子 2・古野邦雄 1・小松原 琢 2 

Osamu Kazaoka1, Kiyohide Mizuno2*, Takeshi Yoshida1, Yoshinori Miyachi2, 
Masaaki Morisaki1, Susumu Tanabe2, Atsushi Kagawa1, Junko Komatsubara2, 

Kunio Furuno1 and Taku Komatsubara2 
 

 

Abstract:    Liquefaction-fluidization phenomena caused widely in reclaimed land on the northeastern Neogene Kanto 
sedimentary basin at the 2011 off the Pacific coast of Tohoku Earthquake. Jinami, ground wave, jetted sand, spouting 
groundwater and subside by liquefaction-fluidization caused on the reclaimed land in the lowland along the Tone River. 
Geological condition was examined by continuous boring, Standard Penetration Test and Dynamic Simple Penetration 
Test and well logging of P-S wave velocity. Stratigraphy of this site is composed of the Holocene strata and man-made 
strata in ascending over. The Holocene Sawara Formation, from over 61 m depth to 4-5 m depth, consists of gravelly 
sand bed (lower member), bioturbated mud bed (middle member), cross stratified sand bed (upper member). Man-made 
formation, over 4-5 m depth, consists of clayey silt bed and clean fine-medium sand bed with plant fragment lamination. 
Liquefaction-fluidization horizons are clarified by the deformation of primary sedimentary structure and bioturbated 
structure in clean fine - medium sand bed in man-made formation and upper member of Sawara Formation. It is 
possible that the upper member of Sawara Formation with plant fragments to show the Genroku epoch in the Edo 
period liquefied and fluidized at the 1703 Genroku earthquake. Liquefaction-fluidization phenomena don’t distribute on 
thinning part of the upper member of Sawara Formation. It is assumed that liquefaction-fluidization phenomena will 
occur where same phenomena happened at last time. 
 
Keywords: the 2011 off the Pacific coast of Tohoku Earthquake, liquefaction-fluidization, man-made formation, 
continuous boring, prediction of liquefaction-fluidization 
 

１．はじめに 

 

 2011 年東北地方太平洋沖地震（以下「東北沖地震」

と略す）では，関東堆積盆地は気象庁震度階 5弱～5強

と強く長い揺れとなり，5強以上の揺れのあったサンド

ポンプ工法による埋立地を中心に広く噴砂・噴水や地表

面の沈下といった液状化－流動化に特有の現象がみら

れた（千葉県環境研究センター地質環境研究室，2011）． 

関東盆地でも震源に近く柏崎－銚子線上に位置する利

根川下流低地では，液状化－流動化現象は著しく，多量

の噴砂・噴水や 30㎝を超える大きな地表面の沈下，側

方への移動，地波などの地表面の変形がみられた（千葉

県環境研究センター地質環境研究室，2011）．このため，

典型的な現象がみられた神崎町向野と香取市佐原ロの

十間川の川岸において（第 1図），オールコアボーリン

グを主とした地質調査を行い，まずどの部分が液状化－

流動化し噴砂や地表面の変形が起こったのかを検討す

ることとした． 

 

第 1 図 調査位置 
Fig.1  Survey sites. 
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２．調査方法 
 

 1987年千葉県東方沖地震（以下「千葉沖地震」と略す）

時に千葉県地質環境研究室（以下「RIEGC」と略す）が行

った石納トレンチ調査で明らかとなったように，地層の

断面観察，特に初生的堆積構造の乱れの状況の観察によ

ってはじめてどこで液状化－流動化が発生したかが特定

される（Lowe,1975; 風岡ほか，1994）．このため，地層

を乱さず連続的にそっくり採取することができるオール

コアボーリングを選定し，地層採取時に乱さないよう工

夫をして地層試料を採取し，コアの地層断面を観察した．

また，同地点において各種地層の物性値を得るため，数 m

横へずらして標準貫入試験と P-S 検層，一部で動的コー

ン貫入試験も行った．なお、標準貫入試験の際には、重

りを 1 回落下させたときにサンプルが 30 cm 以上貫入す

ることがある。この場合は 30 cm の貫入に対する回数を

補正 N値として表示した。また、30 cm貫入させると層の

途中で硬さが変化することから、約 10 cm ごとの貫入に

対する重りの落下回数から算出して補正 N 値として表示

した。 

 
３．調査サイトの概要と結果 

 
３．１ 香取サイト 

香取市佐原ロでは，千葉沖地震時には利根川の旧河道

内を埋立てた部分のうち，現在の利根川の河川敷におい

てのみ噴砂がみられた（Nirei et al.,1991）．東北沖地

震時には，同河川敷だけでなく十間川の両岸においても

広範囲に液状化－流動化現象が発生し，これに伴い多量

の噴砂や 50 ㎝を超える地表面の沈降，多数の浅層基礎

構造物の地中へのもぐり込み，地波といった顕著な被害

が発生した（千葉県環境研究センター地質環境研究室，

2011）．これら地域は利根川の旧河道内にあり，明治期

には堤外地の湿地となっていた（第 3 図）．オールコア

ボーリング(GS-KTR-1)は十間川の脇の北緯 35 度 53 分

53.41秒，東経 140度 30分 0.26秒，標高 1.9 mにおい

て行った（第 2 図）．コアの観察より明らかになってき

た最終氷期以降の層序と液状化－流動化が発生した層

準（風岡ほか，2013）に加え珪藻化石・花粉化石から推

定される古環境を以下に示す． 

調査地の層序：最終氷期以降の地層の厚さは 60 m を超

え，自然地層である佐原層（本地域の沖積層）と人工地

層から構成される（第 4 図）．佐原層は，深度 4～60 m

に分布し，砂層を主とする下部層，泥層を中心とする中

部層，粘土質シルト層を主とする上部層から構成される．

ただし，基底は深度 60 m以深である（水野ほか，2013）．

佐原層下部層は深度 54 m 以深にみられ，斜交ラミナが

発達する中粒砂層ないし極粗粒砂層より構成され，淡水

成層と思われる泥層がわずかに挟まれる（第 6 図）．層 

第 2 図 香取サイト周辺の地形．基図は国土地理院 2009 年

発行の「佐原西部」を使用． 
Fig.2  Location of Katori site on 1:25,000 topographic 
map sheet of "Sawara-seibu" published in 2009 by the 
Geospatial Information Authority of Japan. 
 

 
第 3 図 香取サイト周辺の古地形．1931 年陸地測量部発行

1:25,000 地形図「佐原西部」を使用． 
Fig.3  Topographic map of Katori site. A part of 1:25,000 
topographic map sheet of "Sawara-seibu" published in 
1931 by the Military Land Survey. 
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相上の特徴より河川成の地層と考えられる．植物片や貝

殻の年代値は 10,070～11,380年前（暦年較正年代値）

を示す．花粉化石は温帯落葉広葉樹の花粉が卓越し，暖

温帯のものはほとんど産出しないので，冷温帯落葉広葉

樹林が近傍にあったものと推定される．また地層物性と

しては，N > 20，Pv（P波速度）= 1.65～1.90 km/sec，

Sv（S波速度）= 0.30～0.35 km/secとややしまってい

る（第 6図）． 

佐原層中部層は深度 10～54 mにみられ，汽水～淡水

成の泥層を主とする．下半の深度 40～54 mは粘土質シ

ルトから構成され基底付近に泥炭層を挟む．地層の硬さ

（N値）は2～3まれに1ないし4，弾性波速度はPv = 1.5 

km/sec，Sv = 0.2 km/secと軟らかい．年代値は 8,740

～10,070 年前であり，堆積速度は 6.45 m/ky と速い．

上半の深度 22～40 mは生物擾乱の著しい粗粒シルト層

を主体とする（第 4, 5, 6図）．珪藻化石は，深度 50 m，

48 m を境に堆積環境が淡水域から内湾へ変わっていく

過程を示している．本部層基底の深度 50～53 mには淡

水生種を主とし，海水～汽水生種の混合群集であり，デ

ルタの前縁付近の海域に堆積したものと推定される．本

部層下部の深度 48～50 mには，海水生種，海水～汽水

生種および汽水生の種群が優占し，低率に淡水生の混合

群集がみられることから，湾奥あるいは沿岸部海域の環

境下で堆積したものと推定される．本部層中・下部の深

度 38～48 mには，海域の群集がほとんどを占める．ま

た，内湾に生育する海水生の種群に加えて，外洋性の種

もみられ，内湾の環境下で堆積したものと推定される．

花粉化石は深度 45 mを境に温暖な古植生に変っていく

過程を示している．深度 45 m以深では，下部層と同様

に冷温帯落葉広葉樹林であったが，これよりも上位では

温暖帯要素の花粉化石も産出するようになり，冷温帯と

暖温帯の中間的な中間温帯に発達する落葉広葉樹林が

推定される．なお，深度 14 m以浅では暖温帯要素の花

粉が他の層準に比べ多く，相対的に温暖であったと考え

られる．地層の硬さ（N 値）は 1～3 まれに 4 程度，弾

性波速度は，Pv = 1.5 km/sec，Sv = 0.19 km/secと比

較的やわらかな泥層である．Svは深度 19 m～26 mでは

0.16 km/sec と軟らかくなる．頂部の深度 10 m～19 m

は生痕交じりの極細粒砂層を主とし下部ほど泥層を挟

むようになる．地層の硬さは頂部で N = 17～21と中位

の硬さであるが，下部に向かって泥層が多く挟まれるよ

うになると次第に軟らかくなり N = 3程度となる．弾性

波速度は Pv = 1.5 km/sec，Svは 1.9 km/secとややし

まる．上半の年代値は，7,790～8,290 年前を示し，堆

積速度は 41 m/kyと非常に速い（第 4, 5, 6図）． 

佐原層上部層は深度 4～10 mにみられ，淡水成の粘土

質シルト層を主とし，シルトの偽礫を多く含み斜交ラミ

ナが発達する厚さ 10～50 cmの細粒砂層を挟み，薄い植

物片密集層や有機質泥層を挟むことから河川氾濫原な 

 
第 4 図 香取サイト（KTR-1）上部の地質層序・液状化－

流動化部分・地層物性．柱状図右脇の数字は暦年較正年代値．

孔口標高は 1.9 m． 
Fig.4  Litho-stratigraphy, liquefaction-fluidization part 
and sounding data in upper part on the Katori site. 
(KTR-1; Elevation; T.P. 1.9 m ) 

 
第 5 図 香取サイト（KTR-1）中部の地質層序・液状化－

流動化部分・地層物性 
Fig.5  Litho-stratigraphy, liquefaction-fluidization part 
and sounding data in middle part on the Katori site 
(KTR-1). 
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いし沼沢地に堆積した河湖成層と考えられる．年代値は

100～191 年前であり，江戸時代後期以降に堆積した地

層と判断される（第 4図）．花粉化石は，針葉樹・温帯

針葉樹が優勢となるものの，暖温帯要素の花粉も産する

ので，中間温帯林で湿潤であったと推定される．地層の

硬さは概ね N=1であるが，基底部のラミナ状に粗粒シル

トないし中粒砂が挟まれる部分は N = 13～15としまっ

ている（第 4図）． 

人工地層は，地表（標高 1.9 m）から深度 4 mにあり，

深度 1.1m以深はサンドポンプによる埋立層で，細粒砂

層を主とし斜交ラミナが発達する．深度 1.1 m以浅は砂

を主体とした盛土層である．地層の硬さは N = 6～11

とややゆるく，下位ほど硬くなる傾向がある（第 4図）． 

液状化－流動化層準：オールコアボーリングの地層断

面観察より，ラミナの変形・消失の程度をもとに液状化

－流動化部分を検討した結果，対象となる層準は，人工

地層の砂層と佐原層上部の基底付近の砂層である（第 4

図）．この場所は埋立地であるものの千葉沖地震時には

液状化－流動化現象はみられていない．東北沖地震では

ちょうどこの場所は十間川の両岸が液状化－流動化に

伴い水路の方へ移動したところである．また，埋立ては

昭和初期以降である．このようなことから，東北沖地震

では，主に人工地層部分が液状化－流動化したといえる．

佐原上部層中では深度 6 m付近に挟まれる砂層は N = 1

程度であるがラミナはそのままであり液状化－流動化

はしていない（第 4図）．ここにはシルトの偽礫が多く

含まれているので，N値自身は砂層の強度を示していな

い．このように貫入試験値のみでの液状化強度判定は困

難といえる．佐原層上部層の基底付近の砂はラミナが消

失しているものの N = 13としまっている．また，この

上位の厚い泥層が分布することから，今回の地震でこの

泥層を突き破って流動化することは困難と思われる．ま

た，この泥は宝暦以降の年代を示すことから，この砂は

宝暦以前に堆積したといえる（第 4図）．この地域で大

きな揺れとして考えられるものとしては，1703 年元禄

地震が考えられ，上位の厚い泥層が堆積する前に，元禄

期ごろに堆積した河床の砂が液状化－流動化したこと

が一つの可能性としてあげられる． 

 
３．２ 神崎サイト 

神崎町向野では，千葉沖地震時には利根川の旧河道内

（第 7, 8, 9図）の埋立て部分を中心に広く噴砂がみら

れた（Nirei et al.,1991）ものの，沈下などの地表面

の変形は少なかった．東北沖地震時には，旧河道部分だ

けでなく，この北のかつての荒れ地部分かつ堤外地部分

（第 7図）においても，多量の噴砂があり 30 ㎝を超え

る沈下などの地表面の大きな変形が発生した（千葉県環

境研究センター地質環境研究室，2011；古野ほか，2012）．

このことから，このサイトでは旧河道と現在の河道の 

 
第 6 図 香取サイト（KTR-1）下部の地質層序・液状化－

流動化部分・地層物性 
Fig.6  Litho-stratigraphy, liquefaction-fluidization part 
and sounding data in lower part on the Sawara site in 
Katori City (KTR-1). 

 
第 7 図 神崎サイト周辺の 1885 年における地表の状態及び

オールコアボーリング掘削地点．（陸地測量部 1885 年発行

1:20,000 迅速測図「神崎本宿」使用） 
Fig.7  topographic map around Kozaki site in1885 and 
drilling point. A part of 1:20,000 topographic map sheet of 
"Kouzaki-motojyuku" published in 1885 by the Military 
Land Survey. 
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いし沼沢地に堆積した河湖成層と考えられる．年代値は
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間の噴砂がなかった部分（KZM-3；北緯 35度 54分 15

秒，東経 140度 23分 28秒，標高 1.609 m）と噴砂が

みられた部分（KZM-4；北緯 35 度 54 分 10 秒，東経

140度 23分 27秒，標高 1.410 m，KZM-1；北緯 35度

54分 05秒，東経 140度 23分 18秒、標高 2.20 m），

旧河道内（KZM-2；北緯 35度 54分 05秒，東経 140度

23分 31秒、標高 1.47 m），旧河道よりも南（KZM-5；

北緯 35度 53分 59秒，東経 140度 23分 33秒，標高

2.695 m）の 5 地点でオールコアボーリングを行った

（第 9 図）．以下にコアの観察より明らかになってき

た最終氷期以降の層序と液状化－流動化が発生した

層準（風岡ほか，2013）に加え珪藻化石から推定され

る古環境を示す． 

調査地の層序：最終氷期以降の地層の厚さは 60 m を

超え，自然地層である佐原層と人工地層から構成され

る（第 11, 12, 13 図）．佐原層は，地表から 61 m に

分布し，砂礫層を主とする下部層，生物擾乱の著しい

泥層を中心とする中部層，砂層と粘土質シルト層を主

とする上部層から構成される．ただし，基底は深度

61 m以深である（水野ほか，2013）． 

下部層は深度 57 m 以深にみられ，斜交ラミナが発

達する中粒砂層ないし砂礫層より構成され，わずかに

挟まれる泥層は淡水成であることから，河川成の地層

と考えられる（第 13 図）．年代値は 13,830 年前を示

している．また，N > 35，Pv = 1.65 km/sec，Sv = 0.30 

km/secとややしまっている． 

中部層は深度 10.5～57 m にみられ，汽水～淡水成

の泥層を主とする．下半の深度 37～57 m は粘土質シ

ルトから構成され基底付近に泥炭層を挟む．このうち

下部の深度 43.5 m 以深は粗粒シルト～細粒砂層を頻

繁に挟み，泥層は N = 5 程度，砂層は N = 10～20 と

やや硬く，Pv = 約 1.2 km/sec，Sv = 0.20 km/secと

ややしまっている．上部の深度 43.5～37 m は生痕や

貝化石を多く含み砂や粗粒シルトはほとんど挟まず N 

= 2～3，Pv = 1.4km/sec，Sv = 0.17km/secのやわら

かな泥層である．上半の深度 12.9～37 m はフレーザ

ーラミナないしウェービーラミナが発達する粗粒シ

ルト層と粘土質シルト層の互層で，N = 1～2，Pv = 1.2

～1.4 km/sec，Sv = 0.15～0.17 km/sec と極軟らか

い．ただし上位に向かい粗粒シルト勝ちとなり N = 3

～5 と硬くなる．頂部の深度 10.5～12.9 m は生痕交

じりの極細粒砂層で，N = 5～13とややゆるく時に貝

殻を多く含むと 30 を超すこともあるが，Pv = 1.5 

km/sec，Sv = 0.16 km/sec とゆるい（第 11, 12, 13

図）．年代値は，深度 37 m以深の粘土層が発達する部

分は，8,960～11,020年前を示し堆積速度は 6.6 m/Ka

と速い．深度 10.5～37 m の部分では，6,690～8,150

年前を示し，堆積速度は 17.3 m/kyと非常に速い．珪

藻化石からは，本部層の基底部の深度 50 m以深では， 

 
第 8 図 神崎サイト周辺の 1931 年における地表の状態及

びオールコアボーリング掘削地点．（陸地測量部 1931 年発

行 1:25,000 地形図「佐原西部」使用） 
Fig.8  Topographic map around Kozaki site in 1931 and 
drilling point. A part of 1:25,000 topographic map sheet 
of "Sawara-seibu" published in 1931 by the Military 
Land Survey. 
 

 
第 9 図 神崎サイト周辺の 2009 年における地表の状態及

びオールコアボーリング掘削地点．（国土地理院 2009 年発

行 1:25,000 地形図「佐原西部」使用） 
Fig.9  Topographic map around Kozaki site in 2009 and 
drilling point. A part of 1:25,000 topographic map sheet 
of "Sawara-seibu" published in 2009 by the Geospatial 
Information Authority of Japan.  
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第 10 図 神崎サイトでの地層の対比と層相の側方変化および液状化－流動化部分（風岡ほか，2013） 

Fig.10  Stratigraphic correlation among columns, lateral change of sedimentary facies and liquefaction-fluidization 
part (Kazaoka et al., 2013). 
 
淡水生種が大半を占め湖沼～湿地～河川周辺が推定さ

れ，大きくみると氾濫原と思われる環境下であったもの

と考えられる．本部層下部の深度 43～50 mでは，流水

不安定種・流水生種・止水生種といった淡水生の混合群

集と汽水あるいは海水～汽水生種群の混合群集が産す

ることからデルタの前縁付近と思われる．深度 39～43 m

では，内湾に生育する海水生の種群に加えて，外洋性の

種も認められることから，内湾（湾中央～湾口）の環境

であったと推定される． 

上部層は深度 10.5 m以浅にみられ，層相の側方変化

が著しい．斜交ラミナが発達し粗粒砂層を挟む細粒砂～

中粒砂層（S 相），泥炭質な泥層と植物片を含む細粒砂

層との互層（Al相），泥炭質な泥層（M相）から構成さ

れる（第 10, 11図）．この中には古土壌がしばしば挟ま

れる．泥にはヤマトシジミがしばしば含まれ，泥層は一

般に植物片を含み淡水成の特徴をなすこと，この泥層と

Al 相および流速の早い堆積物である S 相が側方関係に

あることより，河川－氾濫原の堆積環境であったと推定

され，M相は湖沼，Al相は氾濫原，S相は河道堆積物と

考えられる．泥層中の珪藻化石は河川生の種の卓越した

淡水生種群の混合群集を主体に，極低率に海域の種群を

伴うことから海水の影響が少ない陸よりの河口付近が

推定され，上記で推定した堆積環境は妥当といえる．

KZM-1では，古土壌の上にさらに厚さ 2 m程度の河川成

の砂層が覆い，この上を厚さ 1 mの土壌化した泥層が覆

う．なお，KZM-2は古土壌の上には人工地層が直接重な

っている．弾性波速度は，Pv = 1.5 km/sec，Sv = 0.11 

km/sec と緩いことを示している（第 10, 11 図）．年代

は 260～1,730年前を示すが，本層の S相の中・下部で

は 260と 360年前の値がみられ，ほとんどは江戸時代以

降の地層と考えられる． 

人工地層は，地表から深度 5.3 mにあり，深度 1.1 m

以深はサンドポンプによる埋立層である．中粒砂層を主

とし斜交ラミナが発達する．1.1～1.2 m は腐植物を多

く含み土壌化している．深度 0.55～1.1 mは水田の耕作

土壌層である有機質シルト層である．地表から 0.55 m

は細粒砂層を主とした盛土層である（第 10, 11図）． 
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第 11 図 神崎サイト（KZM-2）上部の地質層序・液状化－

流動化部分・地層物性．孔口標高はT.P. 1.47 m． 
Fig.11  Litho-stratigraphy, liquefaction-fluidization part 
and sounding data in upper part on the Kozaki site 
(KZM-2; Elevation; T.P. 1.47 m). 

 
第 12 図 神崎サイト（KZM-2）中部の地質層序・液状化－

流動化部分・地層物性 
Fig.12  Litho-stratigraphy, liquefaction-fluidization part 
and sounding data in middle part on the Kozaki site 
(KZM-2). 

 
第 13 図 神崎サイト（KZM-2）下部の地質層序・液状化－

流動化部分・地層物性 
Fig.13  Litho-stratigraphy, liquefaction-fluidization part 
and sounding data in lower part on the Kozaki site 
(KZM-2). 
 
液状化－流動化層準：オールコアボーリングの地層断

面観察より，ラミナの変形・消失の程度をもとに液状化

－流動化部分を検討した結果，対象となる層準は，人工

地層の砂層と佐原層上部の砂層である．第 10図より，

特に佐原層上部についてみると，液状化－流動化による

噴砂等がみられた部分である KZM-4～KZM-2 には，S 相

が厚く発達している．また，この部分では初生的な堆積

構造であるラミナが消失している部分が多数の層準に

みられる．一方，噴砂がみられなかった KZM-3・KZM-5

では S相はみられず，M相・Al相がみられた．このこと

は，液状化－流動化現象は旧河道（last channel）内の

埋立層のみに限らず，河道堆積物全体が液状化－流動化

に関与しているといえる．この河道堆積物の分布範囲を

仮にここでは，古河道（paleo-channel）内と呼ぶこと

にする．第 7, 8, 9図より，古河道の範囲は旧河道部分

と，旧河道の北側の堤外地に一致する．液状化－流動化

履歴がみられた佐原層上部の S 相内の年代値は，この

中・下部層準の植物片より 260年前と 360年前の値がえ

られた．260 年前は 1,703 年元禄地震の直前に当たり，

この地震により河道堆積物が液状化－流動化した可能

性が高い．なお，東北沖地震で噴出した砂は細粒砂～極

細粒砂であり，KZM-4, KZM-1, KZM-2の佐原層上部の液

状化－流動化が著しい層準が中粒砂を主体とし，人工地

層は細粒砂を主体とすることから，東北沖地震時での液
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状化－流動化部分は人工地層の細粒砂が主体であった

と推定される．一方，KZM-1においては，コア断面中に

噴砂脈がみられ，そこに詰まっている砂は深度 3 mの砂

である．KZM-4 では，深度 1～8 m に部分的に液状化－

流動化部分があり，深度 8.3 m の植物片の年代が 360

年前を示しており，元禄地震時にも液状化－流動化が発

生している可能性が高い．液状化－流動化の時相を検討

するには，トレンチ調査のような大断面調査が必要であ

り，今後大深度トレンチや地層抜き取り調査なども検討

する必要がある． 

古河道の外側の氾濫原である KZM-3 では，Al 相中に

はフレーザー状のごく薄いシルトのラミナは挟まれる

ものの，厚さ 2 mで N = 3の極緩い泥質分の少ない細粒

～極細粒砂層が分布するが，初生的な堆積構造の乱れは

みられない．すなわち，液状化－流動化現象は起こって

いない．貫入試験値や砂の粒度分布のみからの液状化判

定では液状化しやすいと判定されるはずであるが，実際

は液状化－流動化していない．液状化－流動化の判定は，

乱れの無いオールコアを採取し，その地層断面の観察が

必要不可欠である． 

以上のことから，東北沖地震時には人工地層が主体と

なって液状化－流動化が発生し，噴砂を生じ，さらに佐

原層上部の河道堆積物の一部までも液状化－流動化し

噴砂を生じたといえよう．一方，河道堆積物は元禄地震

など過去にも液状化－流動化している可能性があり，液

状化－流動化を起こしやすい条件を備えているところ

と捉えられる．これらから，過去の液状化－流動化の履

歴が将来の地震時の液状化－流動化予測となるという

ことができる． 

 

５．おわりに 

 
東北沖地震時に液状化－流動化の著しい現象がみら

れた利根川下流低地の埋立地を中心に，オールコアボー

リングを行い，乱れの無いコア試料の断面観察より，液

状化－流動化した地層とその層準および年代等を調べ

た．その結果，人工地層を中心に液状化－流動化が起こ

っただけでなく，佐原層上部層の河道堆積物の一部も液

状化－流動化したと考えられる．また，本層は元禄地震

時にも液状化－流動化した可能性が高いことから，過去

の地層の液状化－流動化履歴は，その場所の将来予測と

なると考えられる． 
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利根川左岸地域における沖積層ボーリングコア堆積物の解析結果 
Results of sediment core analysis of the post-LGM incised-valley fills in the left 

bank area of the Tone River 
 

田辺 晋 1*・宮田雄一郎 2・中島 礼 1・水野清秀 1 

Susumu Tanabe1*, Yuichiro Miyata2, Rei Nakashima1 and Kiyohide Mizuno1 
 
 
Abstract: In this report, we describe results of analysis of ten sediment cores obtained from the left bank area of 
the Tone River in the Tonegawa Lowland. Based on a comparison of the stratigraphy of the post-LGM 
incised-valley fills (Alluvium) and the occurrence of sand volcano and liquefaction in the lowland, we clarified 
that shallow ground water level, thin cap rock and open well-sorted sand are common features in the area where 
sand volcano prevailed. Furthermore, tidal channel sediments deposited after 500 years ago can be a source of 
sand volcano even it is a non-artificial marine soil.  
 
Keywords: Tonegawa Lowland, Alluvium, sedimentary facies, radiocarbon date, tidal channel, paleogeography, 
liquefaction, sand volcano 
 

１．はじめに 
 
 利根川低地は，北に稲敷台地と猿島台地，南に下

総台地に挟まれた沿岸河口低地であり，16 世紀末に

始まった東遷事業によって造成された現在の利根川

に沿って分布する．利根川の東遷以前は，この地方

には鬼怒川と小貝川，そして猿島台地と下総台地を

集水域とした常陸川が流れていた（久保，2007）． 

この利根川低地では，2011 年東北地方太平洋沖地

震のみならず，1987 年千葉県東方沖地震の際も液状

化に伴う被害が発生しており，その要因としては地

下水位が浅いことや間隙率の高い人工地盤の砂層が

広く分布することが要因として挙げられている（風

岡，2013）．しかし，この地域の沖積層の形成過程や

液状化被害との関連については，まだ解明されてい

ない点が多く，その基礎となる地質情報の整備は重

要である． 

本報告では，平成 24・25 年度に産総研運営費交付

金の「巨大地震・津波災害に伴う複合地質リスク評

価」の一環として，利根川低地の利根川左岸地域に

おいて掘削した 10本の沖積層ボーリングコア堆積物

の解析結果，そしてコア堆積物の解析結果から明ら

かとなった古地理や液状化との関連について述べる． 
 

２．コア地点の概要 
 
 利根川左岸地域では，平成 24 年度に東より

GS-ITK-1，GS-ITK-2，GS-KTR-4，GS-KTR-2，GS-INS-1，

GS-INS-2 を掘削した．また，平成 25 年度には東より

GS-KWA-1，GS-TRD-1，GS-ABK-1，GS-NDA-1 を掘削し

た（第 1 図）．これらのコアの採取率はほぼ 100%であ

り，その緯度経度と標高，掘削長を第 1 表に記す． 

 GS-ITK-1 と GS-ITK-2 は，茨城県潮来市において

2012 年 10 月に（株）ダイヤコンサルタントによって

掘削された．GS-ITK-1 は氾濫原，GS-ITK-2 は埋立地

において掘削された．GS-KTR-2 と GS-KTR-4 は，茨城

県香取市において，それぞれ 2012 年 7 月に（株）中

央開発によって，2013 年 1 月に（株）大洋地下調査

によって掘削された．GS-KTR-2 は霞ヶ浦の湖岸湿地，

GS-KTR-4 は氾濫原において採取された．GS-INS-1 と

GS-INS-2 は，茨城県稲敷市において，それぞれ 2012

年 9 月に（株）中央開発，2013 年 1 月に（株）大洋

地下調査によって掘削された．GS-INS-1 は氾濫原，

GS-INS-2 は埋立地に立地する．GS-KWA-1 は茨城県河

内町，GS-TRD-1 は茨城県取手市，GS-ABK-1 は千葉県

我孫子市，GS-NDA-1 は千葉県野田市において掘削さ

れた．これらの 4 本のコアは 2013 年 9 月に（株）ダ

イヤコンサルタントによって掘削された．これらの 4

本のコア地点は氾濫原に位置する． 
 

３．研究手法 
 
３．１ コア解析 
10 本のボーリングコア堆積物はスリーブ内蔵二重

管サンプラーを用いて採取し，その近隣において標

準貫入試験も行った．コア堆積物は半裁し，岩相（粒

度，堆積構造，粒子の支持様式，岩相境界の特徴）

と生物化石相（貝化石と生痕化石の産状と種類，植

物根の有無）に着目した記載を行った．ボーリング

コア堆積物の軟エックス線写真は，半裁面から採取

した長さが 25 cm，幅が 5 cm，厚さが 1 cm のスラブ

試料を用いて，40 kVp，3 mA，5 秒の照射条件で撮影

した．なお，軟エックス線画像の読み取りには（株）

アールエフのデジタルエックス線センサーNAOMI を

使用した．コア堆積物の 4 φ と 3 φ よりも粗い粒

子の含有率は，半裁面から 20 cm 間隔で採取した，

容積 7 cc のキューブ試料を用いて，63 µm と 125 µm

の篩によって測定した．含水率も泥分含有率と同じ

試料を用いて測定した．なお，本研究では堆積環境

の解釈を補佐するために，（株）パリノ・サーヴェイ
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に依頼し，GS-INS-1 の 3 層準から珪藻化石を抽出し，

200 個体以上になるまで同定・計数した．珪藻の同定

と種の生態性については，Hustedt (1927-1930, 1930, 

1931-1959, 1961-1966) や Krammer and 

Lange-Bertalot (1986, 1988, 1991a, b)，Yanagisawa 

and Akiba (1990)などを参考にした． 

10 本のコア堆積物から採取した 132 点の貝化石と

ウニ，フジツボ，植物片，木片，有機質泥は，（株）

加速器分析研究所に依頼して，放射性炭素年代値を

測定した．貝化石については放射性炭素年代測定の

前に属と種を同定した． 放射性炭素年代値は，

Reimer et al. (2013)のデータセットと CALIB 

ver.7.0.2 (Stuiver et al., 2014)を使用して，暦

年代に較正した．貝化石の暦年較正の際，ΔR（汎世

界的な海洋放射性炭素年代と地域的な海洋放射性炭

素年代の差）（Stuiver and Braziunas, 1993）は 0，

海洋炭素は 100%と仮定した．なお，本研究では“BP”

（同位体分別補正年代）と特筆しない限り，“cal BP”

（較正年代）を使用する． 

 
３．２ ファブリック解析 
10 本のコア堆積物のうち，GS-INS-1 については半

裁面からはぎ取り標本を作製し，15 m 以浅の層準に

ついて，砂粒子の長軸方位分布を計測し，粒子配列

（ファブリック）の観点から液状化の有無や程度を

判断する材料とした．ファブリック解析は，(1)画像

化，(2)計測，(3)補正，(4)集計の手順で行った． 

 
３．２．１ 画像化 

はぎ取り標本の表面をクリーニングした後に，白

色アクリル塗装を施した．これは主に，石英のよう

な透明な砂粒子の画像認識の精度を上げるためであ

る．塗装しない場合に比べて 2 倍以上の数の粒子を

無理なく抽出することができる． 

粒径 0.1 mm ほどの粒子を 10 ピクセル以上の画像

とするには，2000 dpi 程度の解像度が必要である．

剥ぎ取り表面には凹凸があり，鮮明な画像を得るに

は被写界深度の深い光学系が望ましい．スキャナー

の照明によって特定方位の陰影が強調されると，フ

ァブリックの評価に影響するため，照明のタイプも

考慮する必要がある．これらの条件を満たすスキャ

ナーとして，EPSON 社製 A4 型スキャナーGT-X820 を

使用した．1 m 長の試料は 25 cm ずつに分けて取り込

むことになる．画像ごとに画像の濃淡などの条件が

変わらないように，輝度分布ヒストグラム機能を用

いて入出力の上限・下限などを統一し，RGB それぞれ

のダイナミックレンジをできるだけ広くとってスキ

ャンした．得られた画像は，24 bit カラー画像で，

幅 5000・高さ 20000 ピクセルの大きさがある．画像

のクオリティーを損なわない程度に圧縮し，jpg 画像

として保存した．コアの長さ 15 m 分で 60 枚の画像

ファイルになる． 

 

３．２．２ 画像計測 
粒子長軸方位を計測するには，スキャン画像を粒

子と背景とに区分し，かつ隣接粒子を分離したモノ

クロ画像に変換する必要がある．したがって，次の

ような，前処理，粒子抽出，および粒子計測の３段

階に分けることができる．これらの処理には，アプ

リケーションソフトとして，ImageJ（アメリカ国立

衛生研究所 (NIH) で開発されたオープンソースで

パブリックドメインの画像処理ソフト；ウィンドウ

ズ版）を使用した．なお，処理には多くののメモリ

ーを要するので，使用するコンピュータは 64 bit の

ウィンドウズで 8 GB 以上のメモリーを搭載し，

ImageJ の使用メモリーを 4 GB 以上とした． 

前処理の目的は，計測処理において最も重要かつ

困難な粒子抽出の精度を上げることである．画像上

において，砂粒の大きさと比べて十分に大きな構造

（はぎ取り標本の欠落や損傷，照明ムラなど）と十

分に小さな構造（砂粒表面に付着した泥よごれなど）

を除去する．これにはバンドパスフィルター（ロー

パスおよびハイパスフィルター）が効果的である．

このほか，輝度分布の調整（正規化）や粒子輪郭の

強調（max filter）などを加える．このとき，対象

とする画像サイズが多きいと，メモリー不足が起こ

り時間もかかる．そこで，これらのフィルター処理

前に，画像を 2500ピクセル四方の大きさに分割した．

バンドパスフィルターには，3 ピクセル（ハイカット）

および 40 ピクセル（ローカット）相当を使用した．

粒子表面を平滑にするため，1 ピクセル分の maximum

フィルターをかけて高輝度にならし，粒子抽出後に 1

ピクセルだけ収縮(erode)を行った．この段階で粒子

が明るく背景が暗い画像を 8 ビットグレー画像に変

換した． 
粒子抽出は，輝度の閾値を（最大 255 のうち 200

程度の輝度に）設定してそれ以上に明るい画素に対

して輝度ピークを検出し，ピークをただ一つ含むよ

うにセグメント区分することで，分離した粒子の画

像を得た．このとき，ピーク間の距離を平均粒径程

度（20 ピクセル）に設定することで，１粒子あたり

のピークが 1 つになるようにした．はぎ取り標本表

面に見えるに粒子は，表面の粒子に部分的に隠され

た粒子も含まれている．しかし，輝度に閾値を設け

たことで，抽出領域は画像全領域の 15%以下となり，

表面より下位層にあって部分的にしか見えない粒子

は，ほとんど抽出対象とならない． そのため，計測

される粒子の形状はほとんど損なわれることがなく，

一部しか見えていない粒子を抽出する危険性はほと

んどないといえる． 

粒子抽出画像は，粒子（白）と背景（黒）の２値

画像にできる．各粒子の輪郭を楕円で近似すること

で，長軸の方位（右をゼロ度として反時計まわり）

だけでなく，粒子の位置座標（画像左上を原点とす

る），長軸と短軸の長さなども計測できる． 

ここまで一連の処理は，すべて ImageJ の機能を使



地盤液状化調査研究 

298 
 

に依頼し，GS-INS-1 の 3 層準から珪藻化石を抽出し，

200 個体以上になるまで同定・計数した．珪藻の同定
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（同位体分別補正年代）と特筆しない限り，“cal BP”

（較正年代）を使用する． 
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な透明な砂粒子の画像認識の精度を上げるためであ

る．塗装しない場合に比べて 2 倍以上の数の粒子を

無理なく抽出することができる． 
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とするには，2000 dpi 程度の解像度が必要である．

剥ぎ取り表面には凹凸があり，鮮明な画像を得るに

は被写界深度の深い光学系が望ましい．スキャナー

の照明によって特定方位の陰影が強調されると，フ

ァブリックの評価に影響するため，照明のタイプも

考慮する必要がある．これらの条件を満たすスキャ

ナーとして，EPSON 社製 A4 型スキャナーGT-X820 を
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のクオリティーを損なわない程度に圧縮し，jpg 画像

として保存した．コアの長さ 15 m 分で 60 枚の画像

ファイルになる． 
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表面より下位層にあって部分的にしか見えない粒子
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っており，全ての画像に対して同一の処理手順を施

すためにマクロプログラムとすることができる．１

画像あたり 2～3 秒で計測できるので，1 m コアあた

り数分しかかからない．計測結果は，表形式の数値

データとして画像ごとに保存した． 
 

３．２．３ 補正 
砂粒子長軸の方位を集計するには，補正が必要で

ある．はぎ取り試料を電子画像化する際に，スキャ

ナーの光によって粒子に反射と陰影が生じることで，

方位分布にも偏りが生じているためである．イメー

ジスキャナーの構造上，CCD カメラの光軸に対して照

明は斜めから当たるために照明方向に粒径が短く画

像化されることになる．長軸の方位分布にどれほど

の影響があるのかを，次の方法で求めた． 

まず，同一のはぎ取り試料を，試料台に対して 10

度ごとに異なった 18 方位にセットして，それぞれス

キャンする．それら各画像について，上記の計測方

法で方位分布を得る．一方，これらの画像を回転角 0

度に戻した画像に対して，同様の自動計測を行う．

ここで得られた方位分布は同一の試料であるから，

スキャナーの影響がなければ同一の分布を示すはず

である．しかし，各画像はスキャン時のバイアスの

ために，異なった方位分布を示している．それらの

方位分布度数を合計すると，バイアスは相殺され本

来の方位分布が求められる．この真の方位分布をス

キャン時の回転角度に応じて回転させて，スキャナ

ーの影響を受けた方位分布と比較する．両者の比を

求めることで，補正値を得ることができる．スキャ

ン幅 20 cm の中で，両端に近いほど補正値は大きく，

最大 15%に達した．また，同一機種でも 3台の GT-X820

で多少の違いがみられた．しかし，中央部 10 cm（４

インチ）に限れば，5%ほどの補正で修正できるので，

スキャンの際はその範囲で行っている．粒度別にみ

ても補正値に有意の違いは認められなかった． 

 

３．２．４ 集計と解析 
計測された全ての粒子を集計することが，必ずし

もその試料の粒子ファブリックを理解することには

ならない．例えば，球形（円形）に近い粒子の長軸

方位にはほとんど意味がない．含まれる砂粒子の中

で，細粒砂は粗粒砂の間隙を埋めるために方位の自

由度が限られることが多い．平均方位を求める場合

は，これらの点を考慮した．集計には表計算ソフト

（MS Excel）を用いてマクロプログラムを作成した．

そこでは，平均方位や集中率を求めるのに重み付き

平均を用いることができる．重み付き平均の方法を

次の４種類のプルダウンメニューから選択する．0. 

重みなし（個数のみ），1. 長さの重み付き，2. アス

ペクト比の重み付き，3. 長さとアスペクト比の両方

の重み付き,である． 1, 2, 3 の重みを付けると 0 の

重みなしに比べて集中率はそれぞれ 1%, 2%, 3％ほど

高くなる．集計の際に粒径でフィルターをかけるこ

とができる．「下限」と「上限」は，それぞれ集計す

る粒子の細粒限界と粗粒限界（φ）を指定する．「境

界」は全粒子のうち，指定された境界粒径より粗粒

な粒子が何％含まれるのかを出力する．さらに粒子

のアスペクト比（長軸／短軸比；インブリケーショ

ンでは Md=1.95；レンジは 1.2～3.5 ほど）の「下限」

と「上限」を指定してフィルターをかけることもで

きる． 粒径指定と同様に，指定範囲外の粒子はカウ

ントされない．タービダイト砂層のような混合粒径

砂では粗粒分 10%，1%を抽出すると，集中率はそれぞ

れ約 2 倍，5 倍も高くなる．また，アスペクト比 3 以

上の粒子(約 10%)に限ると，集中率は 2 倍ほど高く

なる． 

解析結果は，粒子方位マッピングあるいは方位分

布のローズダイアグラムで表した．ウィンドウサイ

ズを決めて，ウィンドウサイズの 1/2 ずつずらしな

がら平均方位などを求めて，方位分布をマッピング

した．ウィンドウごとに，位置座標（X,Y ピクセル），

粒子数(N)，平均方位(VM)，集中率(L%)，信頼度（Rej%: 

ランダム方位仮説を棄却できない確率で，この値が

20%を超えるほど大きい場合は，方位の信頼性が低

い），平均粒径(M_phi)，指定した粒径より粗粒な粒

子の割合(Cg%)，およびローズダイアグラム用の方位

分布（10 度との%）を求めて数値データを出力した． 

VM = tan-1 {(Σ wi sin (2Θi)) / (Σ wi cos (2Θi)) } /2 
---(1) 

L% = ((Σ wi sin (2Θi))2 + (Σ wi cos (2Θi))2 )0.5 / (Σ 
wi ) ---(2) 

Rej% = exp ( - L%2 N) ---(3) 
ここに，wi， Θiは，それぞれ重みと粒子方位角（0 

< wi < π）である．重み付き平均を求めない場合は

wi =1 なので，Σ wi =粒子数（N）である．重み関数

には上記のとおり，粒径やアスペクト比を線形に与

えることができる． 
粒子方位マッピング結果は，ベクトル（線分）表

示とカラー表示を組み合わせている．線分の向きは

平均方位（VM）を，線分の長さは集中率(L%)を表し

ている．ベクトル表示では分布パターンがわかりに

くいので，その場合はカラー表示した．ここでカラ

ーは HSB 表示を用い，色相（H）で平均方位を表し，

180 度で元に戻るようなグラデーションカラーを設

定してある．集中率は彩度（S）で示し，集中が高い

ほど鮮やかに（集中が低いと白っぽく）表示される．

さらに，明度（B）には信頼度を割り当てている（信

頼度よりも粒子数の方がわかりやすいので，ここで

は粒子数を B に割り当てた）． 
 

４．沖積層の基底 
 

 調査地域の沖積層は下総層群に不整合に累重し，

開析谷底には沖積層基底礫層，埋没段丘面上には埋

没段丘礫層が分布する（菊地，1968；遠藤ほか，1983；

早川，2000）．10 本のコア堆積物のうち，GS-ITK-1
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と GS-KTR-2，GS-INS-1 では，沖積層の基底を確認す

ることができた（第 2 図）．GS-ITK-1 では沖積層の基

底はコア深度の 33.9 m に位置し，その下位は N 値 30

前後の下総層群（堆積相 SH）の細粒砂層から構成さ

れる．33.9～34.0 m にかけては緑灰色のシルト層が

みられ，このシルト層は，最終氷期最盛期に至る海

水準低下に伴って離水し，緑灰色を呈したと考えら

れる．沖積層基底面直下における緑灰色の下総層群

は東京低地においても認められる（田辺ほか，2010）．

なお，沖積層基底直上の 33.8 m からは 10.4 cal kyr 

BP (ka)の放射性炭素年代値を示す植物片が得られて

いる．GS-KTR-2では沖積層の基底は 19.2 mに位置し，

その下位は埋没段丘礫層（堆積相 BT）と N 値 14 の茶

褐色の植物根のみられるシルト層から構成される．

沖積層基底直上の 19.8 m からは 8.8 ka の放射性炭

素年代値を示すマガキが得られている．GS-INS-1 で

は沖積層の基底は 59.3 m に位置し，その下位は N 値

30 前後の下総層群の緑灰色極細粒砂層から構成され

る．沖積層基底礫層からは放射性炭素年代値は得ら

れていないものの，蛇行河川堆積物（堆積層 MR）の

深度 55.0 m からは 12.7 ka の放射性炭素年代値を示

す植物片が得られている．なお，GS-ITK-1と GS-INS-1

は，新藤・前野（1982）による沖積層の開析谷の軸

部に位置する． 

 
５．堆積相 

 
 10 本のコアの沖積層は，岩相と生物化石相に基づ

き，10 の堆積相に区分できる（第 2 図）．そのうち，

堆積相 RS（reclaimed soil）と堆積相 AS（artificial 

soil）は，それぞれ埋立てに伴う浚渫土と人工土壌

である．堆積相 RS は，GS-ITK-2 と GS-INS-2 にみら

れ，湖沼をサンドポンプによって浚渫した際の堆積

構造がみられる．堆積相 AS は全てのコアにおいてみ

られ，GS-ITK-1 の水田土壌を除いて盛土の不淘汰な

礫質砂層から構成される．以下に堆積相 RS と堆積相

AS を除いた 8 の堆積相の記載と解釈を記述する．  

 
５．１ 堆積相 BR（網状河川堆積物：braided river 

sediments） 

 記載：本堆積相は GS-INS-1において認められる（第

2 図）．本堆積相は基質支持の礫層と中粒～極粗粒砂

層の互層から構成されている．礫層は中礫から構成

され，基質は中粒砂からなる． 

 解釈：本堆積相は中粒砂以上の粒径の砕屑物から

構成されることから掃流が卓越した環境において形

成されたと考えられる．また，基質支持礫層は網状

河川の主要な構成要素とされる（Miall, 1992）．本

堆積相は，遠藤ほか（1983）による沖積層基底礫層

と対比され，その層相の特徴から他の沖積低地と同

じように網状河川において形成されたと考えられる． 

 

５．２ 堆積相 MR（蛇行河川堆積物：meandering 

river sediments） 

 記載：本堆積相は GS-INS-1において認められる（第

2 図）．本堆積相はシルト層と砂層の互層から構成さ

れている．シルト層には植物片の他，植物根がみら

れ，逆グレーディング構造のみられる極細粒砂層を

挟在する．なお，この極細粒砂層にはカレント・リ

ップル層理もみられる．砂層は，極細粒砂もしくは

中粒砂から構成されており，カレント・リップル層

理の他，トラフ状斜交層理，平板状斜交層理がみら

れる．特に深度 56～57 m の砂層は，中粒砂から細粒

砂にかけて上方細粒化している．なお，47.1 m にお

いて珪藻分析を行なったところ，淡水生種が 90%，汽

水生種が 10%を占めた． 

 解釈：本堆積相は，逆グレーディング構造のみら

れるシルト層と上方細粒化する砂層の互層から構成

されることから，蛇行河川において形成されたと考

えられる．逆グレーディング構造は氾濫原の示相堆

積構造とされ（伊勢屋，1982），上方細粒化する砂層

は河川チャネルにおいて特徴的である（Miall, 1992）．

このような氾濫原シルト層と河川チャネル砂層の互

層は，蛇行河川の側方移動によって形成されたと考

えられる（Miall, 1992）． 

 

５．３ 堆積相 TF（干潟堆積物：tidal flat sediments） 

 記載：本堆積相は GS-INS-1 と GS-ABK-1，GS-NDA-1

において認められ，GS-INS-1 のものは海進期，

GS-ABK-1 と GS-NDA-1 のものは海退期の堆積年代を

示す（第 2 図）．GS-INS-1 の堆積相 TF は砂層とシル

ト層の互層から構成される．砂層は極細粒～細粒砂

からなりトラフ状斜交層理がみられる．なお，この

砂層とシルト層からはヤマトシジミ（Corbicula 
japonica Prime）が産出し，生痕化石がみられる．

45.8 m において珪藻分析を行なったところ，淡水生

種が 90%，汽水生種が 10%を占めた．GS-ABK-1 と

GS-NDA-1 の堆積相 TF は，下部が有機質シルト層，上

部が塊状シルト層から構成される．これらのシルト

層には生痕化石がみられ，下部の有機質シルト層に

は植物根が混在する．千葉ほか（2011）は，GS-NDA-1

と隣接した地点における Kn-5と呼ばれるコアの珪藻

分析を行なっており，堆積相 TF と対比される層準で

は，淡水生種が 90%，汽水生種が 10%を占める． 

 解釈：本堆積相の生物化石相は，汽水がわずかに

影響する淡水域を示しており，このような環境とし

ては河口やそれに隣接した干潟などが考えられる．

GS-ABK-1 と GS-NDA-1 では植物根が混在することか

ら，潮間帯上部の古水深を示すと考えられるが，

GS-INS-1 については干潟とする明確な証拠はない．

ただ，後述する放射性炭素年代値を用いた古水深の

計算によると，ほぼ潮間帯と対応するような古水深

において形成されたことが推察できる．千葉ほか

（2011）は本堆積相と対比される層準を塩水湿地堆

積物と解釈している． 
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と GS-KTR-2，GS-INS-1 では，沖積層の基底を確認す

ることができた（第 2 図）．GS-ITK-1 では沖積層の基

底はコア深度の 33.9 m に位置し，その下位は N 値 30

前後の下総層群（堆積相 SH）の細粒砂層から構成さ

れる．33.9～34.0 m にかけては緑灰色のシルト層が

みられ，このシルト層は，最終氷期最盛期に至る海

水準低下に伴って離水し，緑灰色を呈したと考えら

れる．沖積層基底面直下における緑灰色の下総層群

は東京低地においても認められる（田辺ほか，2010）．

なお，沖積層基底直上の 33.8 m からは 10.4 cal kyr 

BP (ka)の放射性炭素年代値を示す植物片が得られて

いる．GS-KTR-2では沖積層の基底は 19.2 mに位置し，

その下位は埋没段丘礫層（堆積相 BT）と N 値 14 の茶

褐色の植物根のみられるシルト層から構成される．

沖積層基底直上の 19.8 m からは 8.8 ka の放射性炭

素年代値を示すマガキが得られている．GS-INS-1 で

は沖積層の基底は 59.3 m に位置し，その下位は N 値

30 前後の下総層群の緑灰色極細粒砂層から構成され

る．沖積層基底礫層からは放射性炭素年代値は得ら

れていないものの，蛇行河川堆積物（堆積層 MR）の

深度 55.0 m からは 12.7 ka の放射性炭素年代値を示

す植物片が得られている．なお，GS-ITK-1と GS-INS-1

は，新藤・前野（1982）による沖積層の開析谷の軸

部に位置する． 

 
５．堆積相 

 
 10 本のコアの沖積層は，岩相と生物化石相に基づ

き，10 の堆積相に区分できる（第 2 図）．そのうち，

堆積相 RS（reclaimed soil）と堆積相 AS（artificial 

soil）は，それぞれ埋立てに伴う浚渫土と人工土壌

である．堆積相 RS は，GS-ITK-2 と GS-INS-2 にみら

れ，湖沼をサンドポンプによって浚渫した際の堆積

構造がみられる．堆積相 AS は全てのコアにおいてみ

られ，GS-ITK-1 の水田土壌を除いて盛土の不淘汰な

礫質砂層から構成される．以下に堆積相 RS と堆積相

AS を除いた 8 の堆積相の記載と解釈を記述する．  

 
５．１ 堆積相 BR（網状河川堆積物：braided river 

sediments） 

 記載：本堆積相は GS-INS-1において認められる（第

2 図）．本堆積相は基質支持の礫層と中粒～極粗粒砂

層の互層から構成されている．礫層は中礫から構成

され，基質は中粒砂からなる． 

 解釈：本堆積相は中粒砂以上の粒径の砕屑物から

構成されることから掃流が卓越した環境において形

成されたと考えられる．また，基質支持礫層は網状

河川の主要な構成要素とされる（Miall, 1992）．本

堆積相は，遠藤ほか（1983）による沖積層基底礫層

と対比され，その層相の特徴から他の沖積低地と同

じように網状河川において形成されたと考えられる． 

 

５．２ 堆積相 MR（蛇行河川堆積物：meandering 

river sediments） 

 記載：本堆積相は GS-INS-1において認められる（第

2 図）．本堆積相はシルト層と砂層の互層から構成さ

れている．シルト層には植物片の他，植物根がみら

れ，逆グレーディング構造のみられる極細粒砂層を

挟在する．なお，この極細粒砂層にはカレント・リ

ップル層理もみられる．砂層は，極細粒砂もしくは

中粒砂から構成されており，カレント・リップル層

理の他，トラフ状斜交層理，平板状斜交層理がみら

れる．特に深度 56～57 m の砂層は，中粒砂から細粒

砂にかけて上方細粒化している．なお，47.1 m にお

いて珪藻分析を行なったところ，淡水生種が 90%，汽

水生種が 10%を占めた． 

 解釈：本堆積相は，逆グレーディング構造のみら

れるシルト層と上方細粒化する砂層の互層から構成

されることから，蛇行河川において形成されたと考

えられる．逆グレーディング構造は氾濫原の示相堆

積構造とされ（伊勢屋，1982），上方細粒化する砂層

は河川チャネルにおいて特徴的である（Miall, 1992）．

このような氾濫原シルト層と河川チャネル砂層の互

層は，蛇行河川の側方移動によって形成されたと考

えられる（Miall, 1992）． 

 

５．３ 堆積相 TF（干潟堆積物：tidal flat sediments） 

 記載：本堆積相は GS-INS-1 と GS-ABK-1，GS-NDA-1

において認められ，GS-INS-1 のものは海進期，

GS-ABK-1 と GS-NDA-1 のものは海退期の堆積年代を

示す（第 2 図）．GS-INS-1 の堆積相 TF は砂層とシル

ト層の互層から構成される．砂層は極細粒～細粒砂

からなりトラフ状斜交層理がみられる．なお，この

砂層とシルト層からはヤマトシジミ（Corbicula 
japonica Prime）が産出し，生痕化石がみられる．

45.8 m において珪藻分析を行なったところ，淡水生

種が 90%，汽水生種が 10%を占めた．GS-ABK-1 と

GS-NDA-1 の堆積相 TF は，下部が有機質シルト層，上

部が塊状シルト層から構成される．これらのシルト

層には生痕化石がみられ，下部の有機質シルト層に

は植物根が混在する．千葉ほか（2011）は，GS-NDA-1

と隣接した地点における Kn-5と呼ばれるコアの珪藻

分析を行なっており，堆積相 TF と対比される層準で

は，淡水生種が 90%，汽水生種が 10%を占める． 

 解釈：本堆積相の生物化石相は，汽水がわずかに

影響する淡水域を示しており，このような環境とし

ては河口やそれに隣接した干潟などが考えられる．

GS-ABK-1 と GS-NDA-1 では植物根が混在することか

ら，潮間帯上部の古水深を示すと考えられるが，

GS-INS-1 については干潟とする明確な証拠はない．

ただ，後述する放射性炭素年代値を用いた古水深の

計算によると，ほぼ潮間帯と対応するような古水深

において形成されたことが推察できる．千葉ほか

（2011）は本堆積相と対比される層準を塩水湿地堆

積物と解釈している． 
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５．４ 堆積相 FD（上げ潮三角州堆積物：flood-tidal 

delta sediments） 

 記載：本堆積相は GS-KTR-2 と GS-KTR-4，GS-INS-1

において認められ，いずれも海進期の堆積年代を示

す（第 2 図）．GS-INS-1 では，本堆積相はシルトから

中粒砂へ上方粗粒化する層相から構成されている．

この上方粗粒化傾向は，特に 3 φ 以上の粒径をもつ

砕屑物の含有率として表れている（第 2 図）．上方粗

粒化相はシルトの葉理をまれに挟在しており，ダブ

ル・マッド・ドレイプがみられる．GS-KTR-2 と

GS-KTR-4 では，GS-INS-1 の本堆積相の最上部が分布

すると考えられ，その 4 φ 以上の粒径をもつ砕屑物

の含有率は，ほぼ 100%である（第 2 図）．本堆積相か

らは，チヨノハナガイ（ Raetellops pulchellus 
(Adams et Reeve)），バカガイ（Mactra chinensis 
Philippi），マガキ（Crassostea gigas (Thunberg)）
などが産出する．生痕化石は本堆積相を通してみら

れる． 
 解釈：利根川低地の湾口部には砂州が発達してお

り，その内陸には上げ潮三角州が形成されたことが

明らかにされている（菊地，1968；斎藤ほか，1990；

早川，2000）．本堆積相は，これと対比される砂層と

考えられ，その層相の特徴も上げ潮三角州のものと

類似している．例えば，ベトナムの紅河デルタにお

ける海進期の上げ潮三角州堆積物は，上方粗粒化す

る砂層から構成されており，ダブル・マッド・ドレ

イプなどの潮汐の影響による堆積構造がみられる

（Tanabe et al., 2003）．本堆積相から産出する貝

化石は，おおよそ潮下帯の古水深を示しており，マ

ガキなどの潮間帯の指標種は潮下帯に再堆積したと

考えられる（奥谷，2000）． 

 
５．５ 堆積相 TC（潮汐チャネル堆積物：tidal 

channel sediments） 

 記載：本堆積相は，GS-ITK-1と GS-ITK-2，GS-KTR-2，

GS-KTR-4，GS-INS-1，GS-INS-2 において認められ，

GS-ITK1-1 を除いて海退期の堆積年代を示す（第 2

図）．本堆積相は，中粒砂から極細粒砂にかけて上方

細粒化する層相から構成されており，その上方細粒

化傾向は，特に 3 φ 以上の粒径をもつ砕屑物の含有

率として表れている（第 2 図）．本堆積相には，カレ

ント・リップル層理のほか，平板状斜交層理，リズ

ミカルなシルトの葉理，ダブル・マッド・ドレイプ

がみられる．GS-ITK-2 と GS-INS-2 には本堆積相の最

下部が分布していると考えられ，その 4 φ 以上の粒

径をもつ砕屑物の含有率は，ほぼ 100%である（第 2

図）．本堆積相からは，バイ（Babylonia japonica 
(Reeve)），ヒメカノコアサリ（Veremolpa micra 
(Pilsbry)），ウニ，マガキ，マテガイ類（Solen sp.）
などが産出する．生痕化石は本堆積相を通してみら

れる． 
 解釈：完新世中期の海水準高頂期以降，利根川低

地には古鬼怒湾（江坂，1954）と呼ばれる狭長な内

湾が分布しており，本堆積相はその潮汐チャネルを

充填したものと考えられる．上方細粒化傾向は，こ

のような潮汐チャネルの埋積に伴う流速の減少を示

しており，リズミカルなシルトの葉理やダブル・マ

ッド・ドレイプは潮汐の影響を示唆する（Reineck and 

Singh, 1980）．バイやウニは潮下帯の指標種である

ことから，マガキやマテガイなどの潮間帯の貝化石

は，潮下帯に再堆積したと考えられる（奥谷，2000）． 

 
５．６ 堆積相 BA（内湾堆積物：bay sediments） 

 記載：本堆積相は GS-ITK-1 と GS-ITK-2，GS-INS-1，

GS-INS-2，GS-KWA-1，GS-TRD-1，GS-ABK-1，GS-NDA-1

において認められ，GS-ITK-1 と GS-INS-1 のものは海

進期，その他のものは海退期の堆積年代を示す（第 2

図）．GS-ITK-1 と GS-INS-1 の堆積相 BA は，塊状のシ

ルト層から構成されており，その 4 φ 以上の粒径を

もつ砕屑物の含有率は，0～20%である（第 2 図）．こ

のシルト層からはウニの他，ヌマコダキガイ類

（Potamocorbula sp.）などの貝化石が産出する．な

お，GS-INS-1 の 43.7 m から産出する珪藻の 80%は

Thalassionema nitzschioides などの海生種である．

海退期の堆積相 BAは海進期のそれと同じ特徴をもち，

シルト層からは，ウラカガミ（ Dosinella cf. 
angulosa (Philippi)），アカガイ類（Scapharca sp.），
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キガイ類（Potamocorbula sp.）などの貝化石が産出

する．生痕化石は本堆積相を通してみられる． 
 解釈：本堆積相は，塊状のシルト層から構成され

ることから，浮遊性の砕屑物が沈降する静水域にお

いて形成されたと考えられる．また，本堆積相から

産出する貝化石のほとんどは潮下帯の指標種である

（奥谷，2000）．さらに，Thalassionema nitzschioides
は外洋の指標種とされる．従って，本堆積相は内湾
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５．７ 堆積相 DT（デルタ成堆積物：deltaic 

sediments） 

 記載：本堆積相は GS-ITK-1 と GS-TRD-1 のみにお
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ラムシロは潮間帯の指標種であることから，貝化石

もこの浅海化を支持する（奥谷，2000）．従って，本



地盤液状化調査研究 

302 
 

堆積相はデルタ成堆積物と解釈できる． 

 
５．８ 堆積相 MF（現世河川堆積物：modern fluvial 

sediments） 

 記載：本堆積相は GS-KTR-4，GS-KWA-1，GS-TRD-1，

GS-ABK-1，GS-NDA-1 において認められる（第 2 図）．

GS-KTR-4 では，本堆積相は植物根のみられるシルト

層から構成され，GS-KWA-1 と GS-TRD-1，GS-ABK-1，

GS-NDA-1 では，本堆積相は下部の砂層と上部のシル

ト層から構成される．下部砂層は極細粒～中粒砂か

ら構成されており，カレント・リップル層理や平板

状斜交層理がみられる．上部シルト層には植物根が

多くみられ，逆グレーディングする極細粒砂層を挟

在する． 

 解釈：本堆積相には貝化石や生痕化石がみられず，

植物根が多く含まれることから淡水性の堆積環境に

おいて形成されたと考えられる．また，逆グレーデ

ィング構造は氾濫原の示相堆積構造である（伊勢屋，

1982）．本堆積相は下部の砂層から上部の氾濫原シル

ト層にかけて上方細粒化を示すことから，河道の埋

積に伴う堆積物と考えられる（Miall, 1992）．本堆

積相は，地表面の直下に分布することから，現世河

川堆積物と解釈できる． 

 
６．放射性炭素年代値 

 
 第 2 表に 132 点の貝化石とウニ，フジツボ，植物

片，木片，有機質泥から得られた放射性炭素年代値，

第 3図にこれらの年代値を利用した 10本のボーリン

グコア堆積物の堆積曲線を示す．GS-AMK-1 のコア深

度 3.5 m から得られた木片（5,2950 ± 850 yr BP）

を除いた，131 点の試料は 0～12.7 ka の年代値を示

しており，沖積層に相当する．第 3 図の堆積曲線に

よると，132 点の試料のうち，33 点が層序と逆転し

た再堆積した年代値を示した．再堆積した試料のう

ち，最も古いものは堆積年代よりも 3000 年古い年代

値を示す．なお，第 3 図には遠藤ほか（1989）と田

辺ほか（2012）による東京低地の海水準変動曲線も

示した．堆積曲線と海水準変動曲線のある時代にお

ける標高差は，その時代の海底面における古水深を

示す．この堆積曲線と海水準変動曲線の対比による

と，GS-ITK-1 のコア深度 32.6 m 以深と GS-INS-1 の

コア深度 43.9 m 付近は潮間帯付近の古水深にあった

（第 3 図）．これは最終氷期最盛期以降の海水準の上

昇に伴って，海岸線が両コア地点を通過した時期に

あたる．また，GS-KTR-4 のコア深度 9 m 付近と

GS-INS-1のコア深度 7 m付近には 5300～6200年のハ

イエイタスが認められる（第 2・3 図）．さらに，こ

れらの深度を境として 3 φ 以上の粒径をもつ砕屑物

の含有率が激減している．これらの要因については

後述する． 

 

 

７．古地理 
 
 第 4 図に，10 本のコアから認定した堆積相と堆積

曲線と海水準変動曲線の対比によって計算した古水

深をもとに，利根川低地の 7 ka 以降の古地理を示す． 

 7 ka 頃にかけて，利根川低地では東京低地と同様

に海水準が相対的な高頂に達したと考えられる（第 3

図）．この時期，GS-KTR-2 と GS-KTR-4，GS-INS-1 に

は潮流の影響によって上げ潮三角州が発達した．当

時の古水深は 18 m 前後にあったと考えられる．その

一方で，GS-TRD-1 や GS-NDA-1 にかけた内陸部には潮

流によって運搬された砂は到達しておらず，これら

の地域には鬼怒川と小貝川，常陸川から供給された

泥が堆積した．なお，GS-ITK-1 などの台地の縁には

デルタ成堆積物が局所的に堆積した．この時期，古

鬼怒湾の湾口部には砂州もしくはバリアーが形成さ

れていた（菊地，1968；斎藤ほか，1990）．しかし，

そのすぐ内陸には上げ潮三角州が広く発達すること

から，潮流口は現在の鹿島港付近にあったと考えら

れる（早川，2000）．なお，GS-KTR-2 の上げ潮三角州

堆積物には潮流口付近から運搬されたと考えられる

マガキなどの潮間帯の貝化石が再堆積しており，霞

ヶ浦の上げ潮三角州にかけて強い潮流が効いていた

ことを示唆する（斎藤ほか，1990）． 
 5 ka 頃にかけて，利根川低地では依然として海水

準が相対的な高頂に達していた（第 3図）．この時期，

利根川低地の東側では潮流の影響によって潮汐チャ

ネルの砂が堆積する．これらの砂は上げ潮三角州堆

積物とは異なり，上方細粒化を示しており，チャネ

ルの埋積に伴って潮流が減衰したことを示す．なお，

GS-KTR-2 と GS-KTR-4，GS-INS-1 では，7 ka 以降に 5

～12 m の層厚の砂が堆積していることから，潮流に

よる砂の分布は 7 ka と比べて内陸に拡大したと考え

られる．GS-ITK-2 や GS-KTR-2，GS-KTR-4 には潮流口

などから運搬されたマガキなどの潮間帯の貝化石が

堆積した．その一方で，利根川低地の西側の GS-TRD-1

と GS-ABK-1，GS-NDA-1 では河川から供給された泥が

7 ka 以降に 6～10 m の層厚で堆積した．通常，河川

からの供給土砂によって内湾の容積が減少すると，

潮流の影響は弱くなる．しかし，利根川低地では，

砂の分布によって示されるように 7 ka と比べて 5 ka

のほうが潮流の影響が強く，これは古鬼怒湾の潮流

口が拡大したことなどによると考えられる． 

 3 ka 頃にかけて，利根川低地では“弥生の小海退”

にかけて海水準が相対的に低下したと考えられる

（田辺・石原，2013）．利根川低地の東側では潮汐チ

ャネルの埋積と海水準の低下によって，台地の縁

（GS-ITK-1と GS-KTR-4）から離水した．その一方で，

古鬼怒湾の軸部の GS-KTR-2 や GS-INS-1 では，砂の

供給はないものの，依然として潮流が効いており，

ハイエイタスが形成された．利根川低地の西側では，

鬼怒川と小貝川の河口が GS-TRD-1付近まで前進して

おり，河川から供給された泥は GS-INS-2 まで到達し
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堆積相はデルタ成堆積物と解釈できる． 

 
５．８ 堆積相 MF（現世河川堆積物：modern fluvial 

sediments） 

 記載：本堆積相は GS-KTR-4，GS-KWA-1，GS-TRD-1，

GS-ABK-1，GS-NDA-1 において認められる（第 2 図）．

GS-KTR-4 では，本堆積相は植物根のみられるシルト

層から構成され，GS-KWA-1 と GS-TRD-1，GS-ABK-1，

GS-NDA-1 では，本堆積相は下部の砂層と上部のシル

ト層から構成される．下部砂層は極細粒～中粒砂か

ら構成されており，カレント・リップル層理や平板

状斜交層理がみられる．上部シルト層には植物根が

多くみられ，逆グレーディングする極細粒砂層を挟

在する． 

 解釈：本堆積相には貝化石や生痕化石がみられず，

植物根が多く含まれることから淡水性の堆積環境に

おいて形成されたと考えられる．また，逆グレーデ

ィング構造は氾濫原の示相堆積構造である（伊勢屋，

1982）．本堆積相は下部の砂層から上部の氾濫原シル

ト層にかけて上方細粒化を示すことから，河道の埋

積に伴う堆積物と考えられる（Miall, 1992）．本堆

積相は，地表面の直下に分布することから，現世河

川堆積物と解釈できる． 

 
６．放射性炭素年代値 

 
 第 2 表に 132 点の貝化石とウニ，フジツボ，植物

片，木片，有機質泥から得られた放射性炭素年代値，

第 3図にこれらの年代値を利用した 10本のボーリン

グコア堆積物の堆積曲線を示す．GS-AMK-1 のコア深

度 3.5 m から得られた木片（5,2950 ± 850 yr BP）

を除いた，131 点の試料は 0～12.7 ka の年代値を示

しており，沖積層に相当する．第 3 図の堆積曲線に

よると，132 点の試料のうち，33 点が層序と逆転し

た再堆積した年代値を示した．再堆積した試料のう

ち，最も古いものは堆積年代よりも 3000 年古い年代

値を示す．なお，第 3 図には遠藤ほか（1989）と田

辺ほか（2012）による東京低地の海水準変動曲線も

示した．堆積曲線と海水準変動曲線のある時代にお

ける標高差は，その時代の海底面における古水深を

示す．この堆積曲線と海水準変動曲線の対比による

と，GS-ITK-1 のコア深度 32.6 m 以深と GS-INS-1 の

コア深度 43.9 m 付近は潮間帯付近の古水深にあった

（第 3 図）．これは最終氷期最盛期以降の海水準の上

昇に伴って，海岸線が両コア地点を通過した時期に

あたる．また，GS-KTR-4 のコア深度 9 m 付近と

GS-INS-1のコア深度 7 m付近には 5300～6200年のハ

イエイタスが認められる（第 2・3 図）．さらに，こ

れらの深度を境として 3 φ 以上の粒径をもつ砕屑物

の含有率が激減している．これらの要因については

後述する． 
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 第 4 図に，10 本のコアから認定した堆積相と堆積

曲線と海水準変動曲線の対比によって計算した古水

深をもとに，利根川低地の 7 ka 以降の古地理を示す． 

 7 ka 頃にかけて，利根川低地では東京低地と同様

に海水準が相対的な高頂に達したと考えられる（第 3

図）．この時期，GS-KTR-2 と GS-KTR-4，GS-INS-1 に

は潮流の影響によって上げ潮三角州が発達した．当

時の古水深は 18 m 前後にあったと考えられる．その

一方で，GS-TRD-1 や GS-NDA-1 にかけた内陸部には潮

流によって運搬された砂は到達しておらず，これら

の地域には鬼怒川と小貝川，常陸川から供給された

泥が堆積した．なお，GS-ITK-1 などの台地の縁には

デルタ成堆積物が局所的に堆積した．この時期，古

鬼怒湾の湾口部には砂州もしくはバリアーが形成さ

れていた（菊地，1968；斎藤ほか，1990）．しかし，

そのすぐ内陸には上げ潮三角州が広く発達すること

から，潮流口は現在の鹿島港付近にあったと考えら

れる（早川，2000）．なお，GS-KTR-2 の上げ潮三角州

堆積物には潮流口付近から運搬されたと考えられる

マガキなどの潮間帯の貝化石が再堆積しており，霞

ヶ浦の上げ潮三角州にかけて強い潮流が効いていた

ことを示唆する（斎藤ほか，1990）． 
 5 ka 頃にかけて，利根川低地では依然として海水

準が相対的な高頂に達していた（第 3図）．この時期，

利根川低地の東側では潮流の影響によって潮汐チャ

ネルの砂が堆積する．これらの砂は上げ潮三角州堆

積物とは異なり，上方細粒化を示しており，チャネ

ルの埋積に伴って潮流が減衰したことを示す．なお，
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～12 m の層厚の砂が堆積していることから，潮流に

よる砂の分布は 7 ka と比べて内陸に拡大したと考え

られる．GS-ITK-2 や GS-KTR-2，GS-KTR-4 には潮流口

などから運搬されたマガキなどの潮間帯の貝化石が

堆積した．その一方で，利根川低地の西側の GS-TRD-1

と GS-ABK-1，GS-NDA-1 では河川から供給された泥が

7 ka 以降に 6～10 m の層厚で堆積した．通常，河川

からの供給土砂によって内湾の容積が減少すると，

潮流の影響は弱くなる．しかし，利根川低地では，

砂の分布によって示されるように 7 ka と比べて 5 ka

のほうが潮流の影響が強く，これは古鬼怒湾の潮流

口が拡大したことなどによると考えられる． 

 3 ka 頃にかけて，利根川低地では“弥生の小海退”

にかけて海水準が相対的に低下したと考えられる

（田辺・石原，2013）．利根川低地の東側では潮汐チ

ャネルの埋積と海水準の低下によって，台地の縁

（GS-ITK-1と GS-KTR-4）から離水した．その一方で，

古鬼怒湾の軸部の GS-KTR-2 や GS-INS-1 では，砂の

供給はないものの，依然として潮流が効いており，

ハイエイタスが形成された．利根川低地の西側では，

鬼怒川と小貝川の河口が GS-TRD-1付近まで前進して

おり，河川から供給された泥は GS-INS-2 まで到達し
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た．3 ka は 5 ka と比べると，潮汐チャネル砂層の分

布にみられるように，潮流の影響は減衰している．

これは，河川の供給土砂による内湾の埋積も要因と

して考えられるが，内湾の埋積は 5～3 ka と同じよ

うに 7～5 ka にかけても進行しており，古鬼怒湾の

潮流口が現在の鹿島港付近から現在の利根川河口付

近に移動した可能性も要因として考えられる．

GS-KTR-2 と GS-INS-1 におけるハイエイタスの形成

は，潮流口の移動による砂の供給の遮断と関係する

のかも知れない． 
 利根川東遷直前の 0.5 ka 頃にかけて，鬼怒川と小

貝川の河口は GS-KWA-1 付近まで到達し，GS-KTR-2

から GS-NDA-1 にかけて狭長な湾（香取海）（久保，

2007）が形成された．GS-KTR-2 と GS-INS-1 では，3 ka

よりもさらに潮流が減衰することで，極細粒砂や泥

が香取海の縁から側方付加したと考えられる． 

 
８．沖積層の層序と液状化 

 
 第 3 表に 10 本のコア地点における 2011 年東北地

方太平洋沖地震の際の噴砂の有無と地下水位，地表

面から最も浅い砂層までの深度，最も浅い砂層の最

上部の 4 φ 以上の粒径をもつ砕屑物の含有率，含水

率，堆積年代をまとめた．なお，これらの地点にお

ける地震加速度は震度 6弱でほぼ同じとみなせる（地

震予知総合研究振興会，2014）． 

 2011 年東北地方太平洋沖地震の際に噴砂が確認で

きたのは，GS-ITK-2 と GS-KTR-2，GS-INS-1 地点であ

る．GS-ITK-2 では人工土壌（礫質砂層）の直下の浚

渫砂（中粒砂層）が液状化しており，この砂層が噴

砂の起源と考えられる（第 2 図）．GS-KTR-2 では湖岸

湿地のシルト層の直下の潮汐チャネル堆積物（細粒

砂層）に液状化した痕跡がみられ，この砂層が噴砂

の起源と考えられる．なお，このコア地点における

人工土壌の礫質砂層には被覆泥層がないため，噴砂

の起源とは考えにくい．さらに，地表面における噴

砂は細粒砂から構成されることから，この潮汐チャ

ネル堆積物が噴砂の起源と考えられる（小松原ほか，

本報告書）．GS-INS-1 では人工土壌（中粒砂層）の直

下の潮汐チャネル堆積物（砂泥互層）に液状化した

痕跡がみられ，この砂層が噴砂の起源と考えられる．

砂泥互層の砂層は細粒砂からなる． 

 第 3 表から噴砂のみられた地点の条件を読み取る

と，地下水位が 0.6～1.1 m と浅く，いずれの地点に

おいても液状化した砂層が地下水位の下位にあるこ

と，そして液状化した砂層を被覆する人工土壌もし

くは泥層の層厚が 0.6～1.2 m と薄いこと，液状化し

た砂層の 4 φ 以上の粒径をもつ砕屑物の含有率が

100%，含水率が 20～30 %であることが分かる．また，

GS-ITK-2 については，浚渫による人工地盤（埋立層）

が液状化しているが， GS-KTR-2 と GS-INS-1 につい

ては 0.5 ka までに堆積した自然地盤（潮汐チャネル

堆積物）が液状化している． 

 第 3 表に基づいて，これらの条件と合うコア地点

を調べると，例えば GS-TRD-1 については，地下水位

と 4 φ 以上の粒径をもつ砕屑物の含有率，含水率は，

噴砂のみられた地点の条件と合うが，噴砂のみられ

た地点と比べ，被覆層の厚さが 2.1 m と厚いこと，

砂層の堆積年代が 2.4 ka と古いことが分かる．なお，

GS-INS-1 のファブリック解析の結果から得られたよ

うに，初生的な堆積構造の残る層準についても粒子

配列が垂直方向に変化（液状化）した可能性はある

が，ここでは噴砂の有無を基準とした（第 5 図）． 

 
９．おわりに 

 
 噴砂のみられた地点における沖積層の層序と液状

化の対比に基づくと，これまでの研究で明らかにさ

れてきたように，浅い地下水位と淘汰の良い粒子間

隙のある砂の存在，液状化砂層を被覆する泥層の層

厚が噴砂の有無を規定する要因であるといえる．し

かし本報告では，海成の自然地盤であっても 0.5 ka

までの地層ならば，条件が合えば液状化し噴砂が発

生することが分かった．このような自然地盤は，利

根川低地のみならず，全国の沿岸河口低地に分布し

ており，埋立地のみが一概に液状化するという概念

を是正する必要があると考えられる． 
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第 1 図 ボーリングコア堆積物の採取位置図．基図の衛星画像は Landsat TM image を使用した． 
Fig.1  Location of sediment cores obtained for this study.Landsat TM image was used for the basal map. 
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第 2 図 柱状図． 
柱状図と 4φ（●）と 3φ（○）よりも粗い砕屑物の含有率，含水率はオールコアボーリング堆積物から得た．N 値は

オールコアボーリングと隣接した地点における標準貫入試験から得た．堆積相コードについては本文を参照のこと． 
Fig.2  Sedimentary columns. 
Sedimentary columns, clastic contents of coarser than 4φ (filled circle) and 3φ (open circle), and water contents 
are based on 100% recovered sediment cores. N values are based on standard penetration tests performed 
adjacent to the sites of the 100% recovered sediment cores. See text for facies code. 
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第 2 図 つづき 
Fig.2  Continued. 

 
  



地盤液状化調査研究 

308 
 

 
 

第 2 図 つづき 
Fig.2  Continued. 
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Fig.2  Continued. 
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Fig.2  Continued. 
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Fig.2  Continued. 
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Fig.2  Continued. 
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第 2 図 つづき 
Fig.2  Continued. 
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第 3 図 堆積曲線．(a) GS-ITK-1, GS-ITK-2, GS-KTR-2, GS-KTR-4, GS-INS-1, GS-INS-2. (b) GS-KWA-1, 
GS-TRD-1, GS-ABK-1, GS-NDA-1． 
Fig.3  Sediment accumulation curves. (a) GS-ITK-1, GS-ITK-2, GS-KTR-2, GS-KTR-4, GS-INS-1, GS-INS-2. (b) 
GS-KWA-1, GS-TRD-1, GS-ABK-1, GS-NDA-1. 
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第 4 図 ７千年前以降の利根川低地の古地理． 
コア地点の括弧内は堆積相と古水深を示す．GS は地表面（ground surface）を意味する．北浦付近の古地理は省略

した． 
Fig.4  Paleogeography of the Tonegawa Lowland after 7 ka. 
Sedimentary facies and paleo-water depths are shown in the parenthesis of core sites. GS: ground surface. 
Paleogeography adjacent to the Kitaura Lake, which is located in the north of core GS-ITK-1, is ignored. 
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第 5 図 GS-INS-1 のファブリック解析結果． 
(a) コア深度 6.25-6.50 m．中粒砂．重鉱物のラミナがみられる．軟エックス線写真（陰画）．(b) (a)のファブリック

解析結果．多くのファブリックが垂直方向を示す．(c) コア深度 8.50-8.75 m．中粒砂．軽石のラミナがみられる．

軟エックス線写真（陰画）．(d) (c)のファブリック解析結果．多くのファブリックが水平方向を示す．スケールは 5 cm． 
Fig.5  Results of fabric analysis of core GS-INS-1. 
(a) Depth in core: 6.25-6.50 m. Medium sand bed with lamina consisted of heavy minerals. Radiograph 
(negative). (b) Fabric analysis of (a). Most of fabrics show vertical directions. (c) Depth in core: 8.50-8.75 m. 
Medium sand bed with lamina consisted of pumice. Radiograph (negative). (d) Fabric analysis of (c). Most of 
fabrics show horizontal directions. Scale bar, 5 cm. 
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第 1 表 ボーリングコア堆積物の位置情報 
Table 1  Locations, elevations, and lengths of the sediment cores used in this study. 
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第 2 表 放射性炭素年代値 
Table 2  Radiocarbon dates obtained for this study. 
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第 2 表 つづき 
Table 2  Continued. 

 

  



地盤液状化調査研究 

318 
 

 

 

第
3
表
 
コ
ア

地
点
に
お
け
る
噴
砂
の
有
無
と
地
下
水
位
，
地
表
面
か
ら
最
も
浅
い
砂
層
ま
で
の
深
度
，
砂
層
の

4 
φ
以
上
の

粒
径
を
も
つ
砕
屑
物
の
含
有
率
，
含
水
率
，
堆
積
年
代
．

 
Ta

bl
e 

3 
 S

an
d 

vo
lc

an
o,

 g
ro

un
d 

w
at

er
 le

ve
l, 

th
ic

kn
es

s 
of

 ca
p 

ro
ck

, c
la

st
ic

 c
on

te
nt

s 
co

ar
se

r 
th

an
 4

 φ
, w

at
er

 c
on

te
nt

 a
nd

 d
ep

os
iti

on
al

 a
ge

 o
f c

or
e 

si
te

s.
 

 



地盤液状化調査研究 

318 
 

 

 

第
3
表
 
コ
ア

地
点
に
お
け
る
噴
砂
の
有
無
と
地
下
水
位
，
地
表
面
か
ら
最
も
浅
い
砂
層
ま
で
の
深
度
，
砂
層
の

4 
φ
以
上
の

粒
径
を
も
つ
砕
屑
物
の
含
有
率
，
含
水
率
，
堆
積
年
代
．

 
Ta

bl
e 

3 
 S

an
d 

vo
lc

an
o,

 g
ro

un
d 

w
at

er
 le

ve
l, 

th
ic

kn
es

s 
of

 ca
p 

ro
ck

, c
la

st
ic

 c
on

te
nt

s 
co

ar
se

r 
th

an
 4

 φ
, w

at
er

 c
on

te
nt

 a
nd

 d
ep

os
iti

on
al

 a
ge

 o
f c

or
e 

si
te

s.
 

 

巨大地震による複合的地質災害に関する調査・研究報告書 
 

 
本報告は「巨大地震による複合的地質災害に関する調査・研究 中間報告」に平成 25 年度以降の調査・研究実施内容を追記したものである 
*Corresponding author 
1. 地圏資源環境研究部門 (Institute for Geo-Resources and Environment, AIST) 
 
 

319 

利根川下流域液状化エリアにおける各種液状化ポテンシャル調査とその評価 
The liquefaction positional investigations and those estimations  

along lower reaches of Tone River 
 

神宮司元治１*・中島善人１ 
Motoharu Jinguuji1* and Yoshito Nakashima1 

 

 
Abstract:  The 2011 off the Pacific coast of Tohoku Earthquake caused tremendous liquefaction damages in the 
easterly part of Japan. Particularly, the damage caused in Kanto region was to be the one of the greatest historical 
liquefaction damage in Japan. Many of the liquefaction damages were confirmed in around Tokyo bay area and Tone 
River. Afterward on the earthquake, municipalities affected by disaster and some research institutes include 
universities carried out many damage investigations and liquefaction analysis in the field. The results reveal the many 
of the liquefaction damage were occurred in the artificial filled land, such in the bay area and filled river place in the 
past. On the other hand, the difference effected by aging of artificial ground and filled method were confirmed in the 
inquiry. The 2011 off the Pacific coast of Tohoku Earthquake impacts to the world because of the scale of the disaster 
that the world wide map service information company has taken satellite pictures in the disaster region in the early 
time after the disaster. We can confirm the manifestation of liquefaction such as boiling sand on the surface from the 
past satellite images. National Institute of Advanced Industrial Science and Technology (AIST) carried out liquefaction 
research and investigation in the disaster area to illuminate the relationship between liquefaction and geological 
structure and develop the new technique for investigation so that contribute to reconstruction of disaster place and 
prevention of disaster in the future. 
 
Keywords: liquefaction, Tone River, CPT, VPT, X ray CT 
   

１．はじめに 
 

 2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災によって，

東日本全域で広範囲の液状化被害が発生し，特に震源か

ら離れた関東地区においても多大な被害が発生した．液

状化被害は，関東を中心に広範囲に及び，その規模や深

刻さから，我が国最大級の液状化被害となった．液状化

被害は，特に東京湾の沿岸や利根川下流域などの埋め立

て地や低地において顕著に発生した．震災後は，各自治

体や大学・各種研究機関による被災状況の実態調査や液

状化被害の分析調査が行われ，今回の震災被害が主に，

旧河川や湖沼跡，埋め立て造成地などの人工改変地域で

多く発生していることが判明した．その一方で，埋め立

て年代や地盤の造成法に由来するとみられる液状化被

害の差異も散見された．東日本大震災の地震被害は，被

害の大きさから世界中の関心を集めたため，世界大手の

地図情報サービス企業が被災直後から集中的に高分解

能の衛星画像を収集しており，今現在も，被災時の地表

噴砂の状況等をインターネット上で確認することがで

きる．また，明治初期から中期にかけて関東地方で作成

された「迅速測図」なども，インターネット上で公開さ

れており（農業環境技術研究所，歴史的農業環境閲覧シ

ステム(2014)），実際の被災の状況と過去の地形との関

係なども比較することができる．さらに，多くの自治体

によって，液状化被害の詳細なデータが得られており，

建物被害などの液状化被害の詳細を知ることも可能で

ある． 

（独）産業技術総合研究所（以下，産総研）では，今後

の被災地の復興と次の震災に向けた防災技術の向上に

役立てるため，被災地における液状化調査を行い，地質

構造と液状化被害の関連性を調べると共に，新しい液状

化調査技術を開発し，被災地における実地試験を行った．

特に液状化被害が顕著であった利根川下流域において，

ボーリング調査やコーン貫入試験・各種物理探査などの

調査を集中的に行い，地形や地質が液状化に対してどの

ような影響を与えるかについて総合的な検討を行った．

また，これまで産総研が開発を行ってきた Vibration 

Cone Penetration Test（VPT）, (Jinguuji et al. , 2006）

や，電気探査技術を応用した簡易液状化調査法を評価す

るため，液状化被災地を含む利根川下流域の各地で調査

実験を実施した． 

 
２．潮来市日の出地区における集中調査 
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 茨城県潮来市日の出地区は，東日本大震災によって，

多大な液状化被害が発生した住宅地である．産総研では，

著しい被害が生じた日の出地区を対象地域として，コー

ン貫入試験と物理探査の手法を用いた集中調査を行っ

た．ここで，日の出地区で実施した調査項目を第1表に

示す． 

 
第 1 表 日の出地区で実施した調査項目 

Table 1  Items of investigation carried out in 
Hinode area. 

 
調査項目 数量 目的 

三成分コーン貫

入試験 

143点 

（延べ1319.40ｍ） 

地盤構造・液状化ポテンシ

ャル導出のため 

バイブロコーン

貫入試験 

20点 

（延べ273.96ｍ） 

液状化地盤の特定のため 

オートマチック

ラムサウンド試

験 

34点 

（延べ356.00ｍ） 

地盤構造の把握のため 

ピエゾドライブ

コーン貫入試験 

10地点 

（延べ405.6ｍ） 

液状化ポテンシャル評価

のため 

弾性波探査（表面

波・S波反射法） 

3測線 

（全長4,000m） 

埋土分布および沖積層基

底構造の把握のため 

電気探査・地下水

位調査 

6地点 

 

簡易液状化評価のため 

 

地下レーダ調査 22測線 

（延べ60，701ｍ） 

液状化に伴う路面下の地

盤のゆるみと規模の把握

のため 

ボーリング調査 1地点 

（掘削長20ｍ） 

N値・電気伝導度・地盤構

造の把握のため 

 
 第1表に示すように，茨城県日の出地区における調査

内容は多岐にわたり，特に三成分コーン貫入試験は，非

常に多点の密度の高い計測を行っている．液状化調査の

目的でこれほど多点の三成分コーン貫入試験を行った

例は，我が国においては少ないと思われる．また，三成

分コーン貫入試験以外にも，弾性波探査や電気探査など

の各種物理探査や貫入試験などが同時に行われ，S波反

射法など，貫入試験では得られない深度までの地質構造

の検討も行われている．  

 日の出地区は茨城県潮来市の東部に位置する．この日

の出地区は，利根川と霞ヶ浦の合流する位置にあり，か

つては内浪逆浦(うちなさかうら)と呼ばれる，外浪逆浦

(そとなさかうら)と繋がる湖の一部であった．地形的に

は沖積低地面に位置している（第1図）（農業環境技術

研究所, 2014）． 

 現在の日の出地区は，内浪逆浦(うちなさかうら)を浚

渫し干拓地として整備され，宅地として利用されている． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第 1 図 日の出地区の古地図（農業環境技術研究所，歴史

的農業環境閲覧システム(2014)） 
Fig.1  An old map of Hinode area (National Institute 
for Agro-Environmental Science, 2014). 
 
 
干拓された日の出地区の周辺には，湖岸および河岸の低

湿地，自然堤防および三角州，砂州が分布し，日の出地

区周辺の地形を形成している． 

干拓地には浚渫した緩い砂が，低湿地には軟らかい粘

土やシルト，自然堤防および三角州，砂州には主に緩い

砂が分布し，日の出地区周辺の地層を構成している．液

状化被害は，日の出地区内の浚渫地で発生し，日の出地

区の外側の田園では，顕著な被害は見られない．そのた

め，主に浚渫した砂が液状化を起こしたと考えるのが自

然である． 

三成分コーン貫入試験は，第2図に示されるような先

端抵抗・間隙水圧・周面摩擦を計測するセンサーを先端

に配置した貫入プローブを，油圧ジャッキを備えた貫入

試験機により， 2cm/s のスピードで地盤中に押し込ん

でいく地盤調査法である（高田ほか, 2008）．三成分コ

ーン貫入試験では，これらの計測値から，地盤の力学的

パラメータや地盤の種別（砂・シルト・粘土等）を深度

分解能2cmという細かさで評価することが可能である． 

 日の出地区においては，この三成分コーン貫入試験を

143点行い，日の出地区全域の詳細な地盤パラメータ及

び地質構造の把握を行った．ここで，第3図に日の出地

区における三成分コーン貫入試験の調査地点を示す．  

第3図に示すように，三成分コーン貫入試験の測点は，

日の出地区の全域に渡り，本地区における詳細な地質構

造マップおよび地質断面図を推定することができる．こ

こで，三成分コーン貫入試験から推定した日の出地区の

地質断面図を第4図に示す．地質断面図から分かるよう

に日の出地区の全域に渡って埋め土（Fｓ）が地表部分

に分布している．これは，日の出地区を造成する際に埋

め土にされた浚渫砂であると判断できる． 
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砂が分布し，日の出地区周辺の地層を構成している．液

状化被害は，日の出地区内の浚渫地で発生し，日の出地

区の外側の田園では，顕著な被害は見られない．そのた

め，主に浚渫した砂が液状化を起こしたと考えるのが自

然である． 

三成分コーン貫入試験は，第2図に示されるような先

端抵抗・間隙水圧・周面摩擦を計測するセンサーを先端

に配置した貫入プローブを，油圧ジャッキを備えた貫入

試験機により， 2cm/s のスピードで地盤中に押し込ん

でいく地盤調査法である（高田ほか, 2008）．三成分コ

ーン貫入試験では，これらの計測値から，地盤の力学的

パラメータや地盤の種別（砂・シルト・粘土等）を深度

分解能2cmという細かさで評価することが可能である． 

 日の出地区においては，この三成分コーン貫入試験を

143点行い，日の出地区全域の詳細な地盤パラメータ及

び地質構造の把握を行った．ここで，第3図に日の出地

区における三成分コーン貫入試験の調査地点を示す．  

第3図に示すように，三成分コーン貫入試験の測点は，

日の出地区の全域に渡り，本地区における詳細な地質構

造マップおよび地質断面図を推定することができる．こ

こで，三成分コーン貫入試験から推定した日の出地区の

地質断面図を第4図に示す．地質断面図から分かるよう

に日の出地区の全域に渡って埋め土（Fｓ）が地表部分

に分布している．これは，日の出地区を造成する際に埋

め土にされた浚渫砂であると判断できる． 
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第 2 図 三成分コーンの概要 

Fig.2  Schematic view of cone penetration probe. 
 

第 3 図 三成分コーンの調査地点 

Fig.3  Location map of investigation points of cone 
penetration test (CPT). 
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測線A-A’の地質断面図 
Geological profile at line A-A’ 

測線B-B’の地質断面図 

Geological profile at line B-B’

第 4 図 潮来市日の出地区の地質断面図 
Fig.4  Geological profiles at Hinode area. 

測線E-E’の地質断面図 
Geological profile at line E-E’

測線C-C’の地質断面図 

Geological profile at line C-C’ 

測線D-D’の地質断面図 
Geological profile at line D-D’
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Geological profile at line D-D’
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 埋め土（Fｓ）の下には，シルト層（Ac）が広く堆積

しており，特に北部で厚く堆積している．ここで，第5

図に日の出地区の埋め土層マップ，第6図にシルト層マ

ップ，第7図に地下水位マップを示す． 

 

 
第 5 図 日の出地区の埋め土(Fs)層厚マップ 

Fig.5  A map of thickness of filling sand (Fs). 
 

 
第 6 図 日の出地区のシルト層(Ac)層厚マップ 

Fig.6  A map of thickness of silt. 
 

 
第 7 図 日の出地区の地下水位マップ 

Fig.7  A map of ground water level (GL). 

第5図から第7図を見て分かるように，埋め土は，日

の出地区の南部および北部の一部中央部で厚くなって

いる．また，シルト層が厚く堆積している場所では，地

下水位が比較的浅いことが分かる． 

 三成分コーン貫入試験は，国際的にも広く用いられて

いる地盤調査法の一つである．本手法は，わが国で一般

的に用いられている標準貫入試験やボーリング調査を

応用したFL/PL法と同様の液状化評価が可能である．FL

法(日本建築学会, 1988)とは，液状化抵抗比Rと地盤内

のせん断応力比Lの比である液状化抵抗率FLを指標と

する液状化の発生を判定する方法である．FL が 1.0 以

下となる地層は液状化すると考えられている． 

液状化抵抗比Rおよびせん断応力比Lの算定には，不

攪乱試料を用いた非排水三軸圧縮試験などの方法があ

るが，通常は，地盤調査結果に基づくN値などを利用し

た方法が一般的に用いられている．地盤調査結果に基づ

く判定を行うためには，想定される地表面加速度，標準

貫入試験や土質サンプリングから推定されるＮ値，細粒

分含有率（75μm 以下の土粒子の含有率），地下水位，

土被り厚さなどを考慮する必要がある．液状化判定の地

表面最大加速度の大きさは，中地震で 200gal，大地震

では 350gal を想定することが多い．350gal は，1995

年兵庫県南部地震の際に，液状化した地盤上で観測され

た最大値にほぼ対応している．また、FＬ法は深度毎に

FL 値を求めて液状化判定を行うが，その調査地点にお

ける液状化評価を行うため，地表から深さ20mあるいは

10ｍまで，深度の重みを考慮した液状化指標PL値がそ

の調査地点の液状化を示す値として用いられている．PL

値は，F=1-FL（F<0 では，F=0）で示される F 値に深度

重み係数を付加し，深度 20ｍまでの積分値をとったも

のである．PL値は，第2表に示すように，5以下では液

状化の危険性は低いと判断し，5より大きな場合で液状

化の危険性が高いとし，15 以上では，液状化の発生の

可能性がかなり高いとされている(岩崎ほか, 1980)． 

本調査では，日の出地区で得られた三成分コーン貫入

第 2 表  PL 値による液状化区分の関係 

（中地震を想定） 

Table 2  Classification of liquefaction by PL value. 
(Supposed Middle class earthquake). 

 
PL=0 液状化の危険度はかなり低

い 

0＜PL≦5 液状化危険度は低い 

5＜PL≦15 液状化危険度は高い 

15＜PL 液状化危険度はかなり高い
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試験の調査結果に基づき，調査地点における深度毎の

FL値を求め，その結果から調査地点のPL値を算定した．

FL 値を求めるために使用した地表面最大加速度は，

200gal, 地震のマグニチュードは9.0とした．これは，

東日本大震災の本震のマグニチュードと，潮来市近辺で

観測された地震波の地表面最大加速度に相当する値で

ある． 

 三成分コーン貫入試験の測定結果から算定した日の

出地区におけるPL値マップを第８図に示す．なお，FL

値の算定は，「建築基礎構造設計指針（日本建築学会, 

1988）に準拠した． 

 
第 8 図 日の出地区のPL 値マップ 

Fig.8  A map of PL values in the Hinode area. 
 
 日の出地区全域において，PL値は，5を超えており第

2表から日の出地区全体で「液状化危険度は高い」もし

くは，「液状化危険度はかなり高い」に分類される．特

に，第8図では，日の出地区の南部および北部・北東部

で著しくPL値が高く，大きな液状化被害が生じる可能

性を示している．そこで，実際の液状化被害との比較を

行ってみる．日の出地区の液状化被害については，大学

などの研究機関や潮来市によって，震災後に詳細な調査

が行われており，その調査結果の一部は，インターネッ

ト上のホームページで公開されている．ここで，第 9

図および第10図にこれらのホームページから引用した

被災状況図を示す． 

 第9図および第10図から液状化被害が主に南部を中

心に発生していることが分かる．しかしながら，第 8

図のPL値マップと比較した場合，日の出地区の中央部

では，実際に大きな液状化被害が認められているのに，

PL値は周辺と比較して低い値を示している．  

 

 
第 9 図 潮来市日の出地区の被災状況（卜部，日本地質学

会ホームページ, 2014） 
Fig.9  A map of disaster distribution in a Hinode area 
(Homepage of the Geological Society of Japan, 2014). 
 

 
第 10 図 潮来市日の出地区における液状化に伴う噴砂の

分布状況（潮来市日の出地区液状化対策委員会報告書, 潮
来市ホームページ, 2014） 
Fig.10  A map of distribution of boiling sand. 
(Homepage from Itako city, 2014). 
 
 
このように，PL 値が液状化を起こす可能性のある 5

を上回っているものの，実際の被害状況の分布との差異

が認められる． 

ここで，第9図と第10図の被害状況を示した図と第

5図から第7図の埋め土（Fs）層厚・シルト（Ac）層厚・

地下水分布の三つの図を比較してみる．実際の被害分布

と近い分布をしているものとして，埋め土（Fs）層厚と

地下水分布が挙げられる．一般的に，緩い砂層が厚く堆

積し，さらに地下水位が浅い地形・構造が液状化しやす

いとされている．このような，液状化層厚や地下水位に

注目した液状化評価法として，液状化層の層厚と非液状

化層の層厚から判定を行う簡易液状化判定法がある（日

本建築学会, 2008）． 
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 本手法は，第11図のように，地盤構造と地下水位か

ら非液状化層と液状化層の層厚を求め，第12図から液

状化が地表面に影響を及ぼすかを判定する方法である． 

 

 
 
第 11 図 非液状化層厚（H1）と液状化層厚（H2）の関係

（日本建築学会, (2008）を参考に作成) 
Fig.11  Relationship between the thickness of 
non-liquefiable layer and the liquefiable layer. 
 
 

 
 
第 12 図 簡易液状化判定法における地下の液状化の影響

が，地表面に及ぶかを判定する基準(中地震は地表面最大加

速度 200gal,大地震は地表面最大加速度 350gal).(人
見,(2002))を参考に作成). 

Fig.12  Criterion of the damage from underground 
liquefaction layer to the ground surface. 
 
 
 ここで，第12図から，本研究では，特に非液状化層

の層厚（H1）と液状化層の層厚（H2）比として H2/H1

で表し，中地震（地表面加速度 200gal）で，非液状化

層の層厚が3ｍ以下の場合に1を超えた時に液状化の影

響が地表に出る可能性が高いと判定する．また，大地震

（地表面加速度350gal）の場合は，1.25*H2/H1とし，

非液状化層の層厚が5ｍ以下の場合で，1を超えた時に

液状化の影響が地表に出る可能性が高いと判定する．こ

のような判定法は，地質構造がおよそ既知であり，広範

囲の液状化調査を行う場合に有効であると考えられる．

特に地盤の細流分含有率などの土質パラメータを直接

得る事はできないが，広域の地質構造を把握することが

できる物理探査手法は有効であると考えられる.物理探

査手法の中でも，地表から簡易に地下 10ｍ程度の浅層

構造を調査できる手法として，電気探査法がある．電気

探査法は，地下の比抵抗構造を地表に電極を打設するこ

とで調査が可能であり，地下 10ｍ程度の探査深度が必

要な場合，30ｍ程度の測線を設けることで調査が可能で

ある． 

 日の出地区の場合，地盤構造は地質断面図等から分か

るように，シルト層（Ac）の上に埋め土層（Fs）がある

ため，第11図の(a)に相当すると考えられ，非液状化層

の層厚（H1）を地下水位とした場合，液状化層の層厚（H2）

を，「埋め土層−地下水位」として求めることができる．

地下水位に関しては，電気探査等の物理探査手法では，

直接求めることが困難であるため，小口径のサンプラー

ロッド等を用いた直接的な地下水位測定が必要である．

実際の測定では，サンプラーロッドは，応用地質（株）

製の土質サンプラーをバイブロハンマーにて地盤中に

貫入させ，その後，一定時間（一晩）放置して，地下水

位を計測した．地下水位は，先端に電極がついたテスタ

ーを用いた手製の簡易水位測定器と In-situ Inc.製の

アクアウオッチャーによる水圧測定により行った． 

ここで，第13図に，茨城県潮来市日の出地区で行っ

た143点のCPTデータから簡易液状化判定を行った例と

電気探査によって簡易液状化判定を行った例を示す． 

 第13図と第9図および第10図を見て分かるように，

被害分布と被害予測は，よく一致しており，被害が見ら

れなかった地域では，被害予測が1を下回っている．ま

た，第13図中の地点A〜地点Fは，電気探査による調

査を行った場所である．図中の右上の表に電気探査から

判定を行った結果示すが，三成分コーン貫入試験の結果

とよく一致している．  

 

３． 利根川下流域における液状化調査 
 

 産総研では，利根川下流域の液状化被害が発生した地

域や地質的に特徴のある地点において，ボーリング調査

を行ったが，それに合わせて三成分コーン貫入試験なら

びにバイブレーションコーン貫入試験（Vibration Cone 

Penetration Test: VPT）調査を実施した． 
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三成分コーン貫入試験は，潮来市日の出地区での調査

と同様に，先端抵抗や周面摩擦・間隙水圧などのデータ

から換算N値・地下水位・細粒分含有率などの地盤パラ

メータを深度分解能2cmで取得可能である．また，その

地盤パラメータからFL/PL評価によって，地盤の液状化

評価が可能である．ここで，第14図に本調査を行った

地点の位置図を示す．また，神崎地区での拡大図を第

15 図に示す．調査地点は，別途，産総研によるボーリ

ング調査が実施されている地点でもあり，潮来市・香取

市・稲敷市・神崎町にわたる液状化が著しく認められた

地点を含む14地点である.ここで，第3表に調査地点毎

に得られた貫入終了深度・孔内水位・PL値を示す． 

 地下水位は，全て深さ2ｍ以内であり比較的浅い．ま

た，PL値は，INS-2地点を除き，全て5を上回っている．

これらの調査地点は，Google Earth の衛星画像や地表

調査で，噴砂や地表面のゆがみなど，目視確認によって

液状化痕の確認を行っているが，この中で，衛星画像で

噴砂現象を確認できなかったものは，KZM-3, KZM-5, 

KTR-4, INS-2, ITK-1の5カ所である．上記の5カ所は，

全て自然地盤である． 
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また，ITK-1など，PL値が15を超えているにも関わ

らず，噴砂痕や地表での変形などの液状化が確認できな

い地点もある．その一方で，KTR-1 やトレンチ○2 など，

他の地点と比べて比較的PL値が低いにもかかわらず，

地表面での激しい噴砂痕が確認できている所も存在す

る．第15図は，神崎地区における調査地点KZM-1から
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Fig.13  A map of liquefiable risk of Hinode area estimated by thickness analysis of layer structure. 
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メータを深度分解能2cmで取得可能である．また，その

地盤パラメータからFL/PL評価によって，地盤の液状化

評価が可能である．ここで，第14図に本調査を行った

地点の位置図を示す．また，神崎地区での拡大図を第
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KZM-5 までの位置を示しているが，その地点における

Google earthによる被災後の衛星画像を第16図に示す．

画像の取得日は，2011 年 3 月 29 日である．明らかに，

画像中に帯状の噴砂痕が見られるが，ここは利根川の旧

河川跡と一致する．KZM-1およびKZM-2は，この旧河川

跡に位置しており，地表で激しい噴砂痕が見られている

事からも，地盤が液状化したのは明らかである．KZM-4

およびKZM-5については，衛星では噴砂痕を確認するの

は困難であるが，地表踏査した限りにおいては，液状化

の痕跡を確認する事ができた地点である．KZM-3につい

ては，衛星画像ならびに地表踏査した限りにおいては，

液状化の痕跡を見つける事はできなかった．第3表を見

る限りにおいて，全ての地点でPL値が5を上回ってお

り，液状化の危険があることを示しているが，特に

KZM-3については，地表において明確な液状化の痕跡が

見られないにも関わらずPL値は，非常に高い値となっ

ている．ここで，第17図および第18図にKZM-1の三成

分コーン試験結果およびそのデータから求めた地盤パ

ラメータ及び液状化抵抗率を示す．また，同様にKZM-2

からKZM-3までのデータを第19図から第26図まで，そ

れぞれ示す．三成分コーン貫入試験の結果から分かるよ

うに，神崎地区の調査地点は，KZM-5を除き，砂質土が

卓越している所がほとんどであり，この砂層で液状化が

発生したことが予測される．FL値を見ると，KZM-1およ

びKZM-2 の 2 点は，深度10ｍまでFL値が低く，KZM-3

およびKZM-4では，10ｍを超える深度でも比較的FL値

は低い．また，KZM-3 は，深度 2ｍから 6ｍにかけて，

細粒分含有率の高いシルト層が存在している．ただし，

これらの地点のいずれについても同様にPL値は高く，

第17図に見られるような噴砂帯の液状化性状の違いを，

これらのデータから認識するのは困難である．また，地

下水位についても，ほぼ同様の水位であり，これらの地

点における明確な差異は見つからない．このように，三

成分コーン貫入試験によるFL/PL評価を行った結果，実

際の被害と相違が生じた例があった． 三成分コーン貫

入試験の結果，噴砂帯内の地点とそれ以外の点での

FL/PL評価の結果で，大きな差異がないのに，実際の液

状化被害に相違が生じていることは，それ以外の原因に

ついても考慮すべきである．特に，液状化の発生が，河

川の埋め立て地などの人工地盤で多く発生したことも

あり，地盤の生成年代などの影響を強く受けている可能

性がある． 
 
  

第 14 図 調査地点の位置図 (Google map を使用) 
Fig.14  Location of investigation points of whole area.（Google map） 
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第 16 図 神崎地区における噴砂状況（Google earth を使用) 
Fig.16  Manifestation of boiling sand of Kozaki area. (Google earth） 

第 15 図 千葉県神崎地区の位置図，第 14 図の赤枠で囲まれたエリアを拡大

したもの（Google map を使用)． 
Fig.15  Location of investigation points of Kozaki area. (Google map) 
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第 16 図 神崎地区における噴砂状況（Google earth を使用) 
Fig.16  Manifestation of boiling sand of Kozaki area. (Google earth） 

第 15 図 千葉県神崎地区の位置図，第 14 図の赤枠で囲まれたエリアを拡大

したもの（Google map を使用)． 
Fig.15  Location of investigation points of Kozaki area. (Google map) 

噴砂痕

利根川下流域液状化エリアにおける各種液状化ポテンシャル調査とその評価 

329 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

第 17 図 KZM-1 の三成分コーン試験結果 
Fig.17  The result of CPT at point of KZM-1. 
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図-2.7 三成分コーン貫入試験結果２（調査地点①：KZM-1)
第 18 図 KZM-1 の予測地盤パラメータ 

Fig.18  The result of FL analysis at point of KZM-1. 
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図-2.9 三成分コーン貫入試験結果２（調査地点②：KZM-2)

第 19 図 KZM-2 の三成分コーン試験結果 
Fig.19  The result of CPT at point of KZM-2. 

第 20 図 KZM-2 の予測地盤パラメータ 
Fig.20  The result of FL analysis at point of KZM-2.
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図-2.9 三成分コーン貫入試験結果２（調査地点②：KZM-2)

第 19 図 KZM-2 の三成分コーン試験結果 
Fig.19  The result of CPT at point of KZM-2. 

第 20 図 KZM-2 の予測地盤パラメータ 
Fig.20  The result of FL analysis at point of KZM-2.

利根川下流域液状化エリアにおける各種液状化ポテンシャル調査とその評価 

331 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
  

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1 1.2

地
盤

深
度

G
L 

-(
m

)

液状化安全率 FL

液状化

安全率

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

地
盤
深
度

G
L 

-(
m

)

繰返しせん断応力比L
液状化強度比R

L
R

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

20 25 30 35 40 45

地
盤
深
度

G
L 

-(
m

)

内部摩擦角
φ (°)

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

0 50 100 150 200 250

地
盤
深
度

G
L 

-(
m

)

粘着力
c (kPa)

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

0 20 40 60 80 100

地
盤

深
度

G
.L

.-
(m

)

細粒分含有率
Fc (%)

Fc＝35%
PL = 24.71 表面最大加速度 200(gal)

マグニチュード 9.0

20.0
1

101

201

301

401

501

601

701

801

901

0.00 50.00 100.00 150.00 200.00 250.00
1

101

201

301

401

501

601

701

801

901

図-2.13 三成分コーン貫入試験結果２（調査地点③：KZM-3)

第 21 図 KZM-3 の三成分コーン試験結果 
Fig.21  The result of CPT at point of KZM-3. 

第 22 図 KZM-3 の予測地盤パラメータ 
Fig.22  The result of FL analysis at point of KZM-3. 
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図-2.15 三成分コーン貫入試験結果２（調査地点④：KZM-4)

第 23 図 KZM-4 の三成分コーン試験結果 
Fig.23  The result of CPT at point of KZM-4. 

第 24 図 KZM-4 の予測地盤パラメータ 
Fig.24  The result of FL analysis at point of KZM-4. 
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図-2.15 三成分コーン貫入試験結果２（調査地点④：KZM-4)

第 23 図 KZM-4 の三成分コーン試験結果 
Fig.23  The result of CPT at point of KZM-4. 

第 24 図 KZM-4 の予測地盤パラメータ 
Fig.24  The result of FL analysis at point of KZM-4. 
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図-2.17 三成分コーン貫入試験結果２（調査地点⑤：KZM-5)

第 25 図 KZM-5 の三成分コーン試験結果 
Fig.25  The result of CPT at point of KZM-5. 

第 26 図 KZM-5 の予測地盤パラメータ 
Fig.26  The result of FL analysis at point of KZM-5. 



地盤液状化調査研究 

334 
 

 三成分コーン貫入試験や標準貫入試験などの方法は，

地盤の強度や細粒分の含有率などの地盤パラメータか

ら液状化の発生を予測する静的な方法である．これに対

して，土槽を用いた振動台試験（Jinguuji et al., 2007）

や，爆薬を用いた人工地震による試験方法（辻野ほか, 

2007）は，地盤に人工的に振動や衝撃を加えることによ

って液状化の発生を確かめる動的な試験方法である．こ

れらの方法に属する一つの方法として，産総研がこれま

で研究開発を行ってきた VPT (Vibration Penetration 

Test: VPT) ， (Jinguuji et al., 2006)がある．VPT

は，加速度センサー・比抵抗電極・間隙水圧計を内蔵し

た先端プローブを，プローブ内部の振動機構によって強

制的に振動させることにより，プローブの外部で液状化

を発生させ，液状化に伴う様々な地盤の応答を各種セン

サーで計測する試験方法である．これまで，本貫入試験

は加速度センサー・比抵抗電極・間隙水圧計の三つのセ

ンサーを用いて，特定深度における地盤変化の計測を段

階的に行ってきたが，今回の調査では，応答の早い加速

度センサーに絞り，連続測定が可能なように工夫したプ

ローブを用いて液状化調査を行った． 
 ここで，第27図に今回の調査に使用したプローブの

模式図を示す．コーン内部の偏心ロッドで発生した振動

力は，地盤の剛性が高い場合は，プローブの振動が小さ

いため，加速度は小さくなる．その一方で，地盤の液状

化が発生した場合は，地盤の剛性が失われ，液体のよう

な状態になるためプローブの振動加速度が大幅に増加

する． 

今回実施した利根川下流域における液状化調査では，

ボーリングおよび三成分貫入試験を実施した地点にお

いて，同時にVPTも実施した．VPTは，今回の調査のた

めに製作した，内部に加速度センサー（水平1次元・最

大検出加速度 3G）を持つ連続的な深度別の計測が可能

なシステムである．本測定装置の写真を第28図に示す． 

 VPT プローブは，VPT コントローラから 6V から 12V

までの電圧をプローブのモーターに給電し，偏心ロッド

を回転させることによって，プローブに振動を発生させ

る．プローブに発生した振動は，プローブ内にある加速

度センサーで検出される．発生する加速度は，12Vを給

第 27 図 VPT プローブの概略図 
Fig.27  Schematic view of VPT probe. 
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電した場合，空気中で約 2G であり，周波数は 80Hｚで

ある． 

ここで，三成分コーン貫入試験の結果，PL 値が高い

にも関わらず，地表での液状化被害に違いがあった

KZM-2 およびKZM-3 の VPT 測定結果を第29 図および第

30図に示す．地表に多数の噴砂が存在したKZM-2では，

VPT の加速度が空中で計測した値と同じほぼ 2G に達し

ており，プローブ周囲の剛性が消失していることが分か

る． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 これは，プローブの周囲が液状化によって，地盤の剛

性がなくなり，空気中や水中のようにプローブが自由に

振動していることを示している．また，第20図におい

て，この深度のFL値が低く液状化しやすいことを示し

ている． 

 これに対して，KZM-3では，深度1ｍのところで，加

速度が 2G に達しているが，KZM-2 で確認されたような

明確な加速度の上昇は存在しない．VPTの加速度の上昇

とFL値および液状化の程度については，今後の詳しい

検討が必要であるが，三成分コーン貫入試験によって明

確な差を出す事ができなかった地点において，VPTで明

瞭な違いを検出できたことは意義深い結果と言える． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

VPT プローブ 

第 28 図 VPT プローブおよびコントローラの写真 
Fig.28  Photos of VPT probe and controller. 

 

VPT コントローラ 
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図-2.38 バイブロコーン貫入試験結果図（調査地点③：KZM-3)
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第 29 図 KZM-2 におけるVPT 試験結果 
Fig.29  The result of VPT at KZM-2. 

図-2.37 バイブロコーン貫入試験結果図（調査地点②：KZM-2)

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

土質分類

Qt-Fr判定

Qt-Bq判定

0 100 200 300 400 500

間隙水圧
u(kPa)

0 5 10 15 20 25 30 35

換算N値

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

0 1 2 3 4 5

地
盤
深

度
G

.L
.-

(m
)

加速度
(G)

第 30 図 KZM-3 におけるVPT 試験結果 
Fig.30  The result of VPT at KZM-3. 
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４． VPT データのコア分析による解釈 
 

VPT プローブを用いた貫入試験は，「その地点のその

深度の堆積層が液状化を起こしやすいかどうか」という

防災上の重要な問いに対して，原位置で小規模な液状化

が起きるかどうかを実際に試すというダイレクトな形

で回答を与えてくれる非常に有益なツールである．たと

えば，GS-INS-1地点で得られたデータを第31図に示す．

液状化の起こしやすさの指標となるコーン先端の加速

度センサーの値は，深度によってかなり変動しているの

がわかる．GS-INS-1地点では，VPT地点から約10m離れ

た地点でボーリングを実施し，コアを採取した．この節

では，第31図での変動の原因をコアの分析を通して，

物理的・地盤工学的に考察してみた．なお，VPTデータ

は深度約19mまで取得してあるが，対応するボーリング

コアの深度が10mまでなので，この節での考察深度区間

も地表から深度10mまでに限定する． 
一般に液状化が起きやすい物理的条件の主なものは 

a. 地下水位が高い 

b. 堆積層が砂質である（粒子の粒径が大きい．つま

り泥質ではない） 

c. 砂の粒度分布が狭い（均等係数が１に近い） 

d. 砂がゆる詰め状態である（空隙率が高い．完全飽

和を想定すれば体積含水率が高い） 

e. 強い地震動が長時間続く 

である．ここでは，同一地点（GS-INS-1）の地下水位以

深の異なる深度の VPT データを比較するので，上記の

a, eは排除できる． bとcは、ボーリングコアから採

取した試料の粒度分析を行えば，考察可能である．また，

d はボーリングコアの X 線 CT 画像解析で考察できる可

能性がある (Nakashima et al., 2011; 中島・中野, 

2013)． 

 ボーリングコアを開封する前に，非破壊分析という形

で全長約10m直径約6.4cmのコアを地質調査総合センタ

ーの医療用 X 線 CT (池原, 1997) で 3 次元スキャンし

た (中島ほか，2013; 中島, 2014)．なお，この地点は

地盤が軟弱なのでコアの回収率が非常に悪い区間（深度

1-5m）があった．その深度区間については，北東方向に

1.5m 離れた地点で別孔を掘ってコアを取り直した．得

られた直径約 6.4cm のコア断面画像から Nakashima et 

al. (2011) の要領で， 100×100画素 (3.1cm×3.1cm) 

の正方形領域を抽出し，画素値 (Hounsfield unit)の算

術平均と標準偏差を深度 2mm ごとに計算した．CT 数す

なわちCT画素値は，バルク試料の密度と相関があるの

で，体積含水率や空隙率の情報すなわち砂がゆる詰め状

態か否かがわかる可能性がある． 

 CT撮影の後にコアを開封し，5cm間隔で半裁コアから

試料を採取し，レーザー回折/散乱式粒子径分布測定装

置（堀場製作所 LA-950V2）で粒度分析を湿式で行った．

粒度分析には鉱物粒子の屈折率値が必須なので，まず鉱

物同定を行った．GS-INS-1 コアの深度 4.60-4.63m, 

4.20-4.23m からそれぞれ砂がち泥がちの 2 試料を取り

出し，RIGAKU製 RINT-UltimaⅢで粉末X線回折を行っ

た結果，2試料ともquartzとalbiteが主成分であるこ

とが判明した．幸いにも両鉱物は屈折率はほぼ等しいの

で，屈折率として1.550を採用した(水の屈折率は1.333

なので相対屈折率は1.550/1.333=1.16）．この研究目的

は，液状化を起こす砂層の粒径分布計測なので，長時間

の超音波振盪を実施したり過酸化水素水を加えたりし

てまで（公文・立石, 1998），凝集した粒子を強制的に

引きはがす操作は必要ない．しかし，試料によっては半

乾燥してダマになった粒子をLA-950V2の水槽中に効率

よく分散させるために，以下の簡単な処置をした．計測

の十数時間あるいは数時間まえに水道水を試料に適量

加え湿潤させた．さらに，LA-950V2 の水槽に試料を投

入したあと，装置に備え付けの 超音波（40kHz, 30W）

を1-2分程度かけて分散を促した（実際には，超音波時

間はわずか30秒程度でダマは解消され，粒径分布ヒス

トグラムはおおむね定常に落ち着いたことを確認して

いる）．  

第31図 GS-INS-1地点でのVPTと75ミクロン以下

の細粒成分含有率の計測結果 
Fig.31  Results of the VPT field measurement and 
grain diameter distribution analysis (fraction of the 
fine component) for the GS-INS-1 site. 
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  レーザー回折/散乱式粒子径分布測定装置の計測結果

を第 32 図に示す．粒径 0.011 ミクロンから 3000 ミク

ロンまでを対数的に等分した93個のbinのヒストグラ

ムを3次元的に深さ方向に並べたものである．第32図

を頻度軸の方向から見た図を，第33図に示す．このヒ

ストグラムから，メジアン粒径，均等係数（粒度加積曲

線において，全試料の60％が通過する砂の粒径と10％

が通過する粒径の比），75ミクロン以下の細粒成分含有

率，の3つの量を計算して第33図に書き込んだ．CT画

像解析結果（100×100 画素の正方形領域の算術平均）

も第33図に書き込んである．標準偏差は，緑色のエラ

ーバーの半幅として表現した．長さ１mのコアの両端は

コア回収時・運搬時の振動で崩れているので，空隙率が

異常に高くなっており，その結果として画素値の平均も

不自然に小さくなっているので以下の考察からは排除

する． 

 第 33 図をもとに，VPT データをコア分析データで解

釈することを試みるが，その前に次の3点をことわって

おく．(i) 深度約1m以浅の盛り土の区間（CT数とメジ

アン粒径が際立って高い区間）は，地下水位より上にあ

るので，考察から除外する（地下水位は天候で上下する

が，3成分コーン実施時には深度1.15mの位置にあった）．

(ii) CT数（画素値）の平均値のプロファイルは泥層と

砂層の識別には使える（例えば第 33 図で，深度 2-4m

の泥がち層と深度 7-10m の砂がち層は，CT プロファイ

ルで見ても有意に前者の数値が低い）．しかし，今回の

データに限れば，砂が液状化を起こしやすいゆる詰め状

態か起こしにくい締め固め状態かを識別することは困

難であった（CT 画像上で，液状化がおきた砂層と起き

なかった砂層とでCT数の平均値には有意な差が認めら

れなかった）．これは，画素値はバルク密度のみならず

原子番号にも依存するので，平均値の深度分布は，密度

分布だけでなく化学組成の分布（たとえば砂鉄の深度分

布）も反映していることが原因と思われる．化学組成（鉱

物組成）の不均一分布による影響が，液状化による影響

（CT数に換算して20%弱の変動，中島・中野, 2013）を

飲み込んでしまったことになる．結果として，視点 d

による VPT データ解釈は困難になったので，以降は b

とcの視点による解釈に限定する．(iii) VPT地点とボ

ーリング地点は約10m離れているが，このことが細かい

スケールでの解釈を困難にさせている．第31図には，

VPT とほぼ同じ位置（数 10cm しか離れていない地点）

で実施した3成分コーン貫入試験による75ミクロン以

下の細粒成分含有率と，VPT地点から約10m離れた地点 

第 32 図 レーザー回折/散乱式粒子径分布測定装置で

分析したGS-INS-1 コア試料の粒径分布 
Fig.32  Grain diameter distribution of the 
GS-INS-1 core samples measured by a laser 
diffraction particle size analyzer. 
 

第 33 図 GS-INS-1 地点のVPT 計測結果とコア分析

結果 
Fig.33  Results of the VPT field measurement and 
core analysis in a laboratory for the GS-INS-1 site. 
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でボーリングしたコアの分析結果（レーザー回折/散乱

式粒子径分布測定結果）による75ミクロン以下の細粒

成分含有率がプロットしてある．両者を比較すれば明ら

かであるが（たとえば深度1-2m，5-6m），砂と泥が短い

間隔で交替している地層では，両者があまり一致してい

ない深度区間がある．これは，GS-INS-1 地点の水平方

向の地層の不均一性によるものと解釈される．この解釈

を支持するデータとして，第34図に同じ深度のCT画像

を２つ並べた．両画像は互いに1.5mしか離れていない

にもかかわらず，葉理の微細構造がかなり異なることが

見て取れる．たとえば，A の矢印では，泥層（暗い層）

の枚数が異なる（本孔は2枚に対して別孔は1枚）．ま

た，Bの矢印に対応する泥層は，厚さが異なっている． 

 以上の考察をもとに，深度約1m以深で，且つなるべ

く第31図の2つの細粒成分含有率プロファイルの相関

が高い深度区間として，深度9-10, 4-5, 2-3mの3区間

を選定し，bとcの視点からVPTとコアデータを比較す

ることにした．  

深度9-10m区間について 

 この区間は，第31図の3成分コーン貫入試験による

75 ミクロン以下の細粒成分含有率プロファイル，およ

び第35図のメジアン粒径および75ミクロン以下の細粒

成分（レーザー回折/散乱式粒子径分布測定結果）のプ

ロファイルが示すとおり，砂がちである．この砂がち区

間では粒度分布も狭い範囲におさまっており，結果とし

て均等係数も低い傾向がある．これらの結果は，前述の

b, c の視点から見て，液状化が起きやすい区間である

ことを示唆している．実際，第31図のVPTのプロファ

イルも，9-10mでは，地表（プローブの動きを拘束する

堆積物がない）での加速度値（2000 gal 前後）に近い

高い値を出しており，VPTの実施によって液状化が起き

第 35 図 第 33 図の拡大図．コアのCT 画像を追加．

CT 画像は，組織を見やすくするため，コアの直径を

コアの軸方向長さに比べて2 倍に増加させて表示（つ

まりコアの直径を12.8cmと想定したアフィン変換表

示）． 
Fig.35  Magnification of Fig. 33. An X-ray CT cross 
section is added. The transverse dimension (core 
diameter) of the CT image was elongated to be 
12.8cm. 

第34図 GS-INS-1地点の深度3-4mから採取した2
つのコアのCT 画像．本孔のコア画像長は75.6cm，

別孔（本孔から1.5m 離れている）のコア画像長は

93.4cm．CT 画像は，組織を見やすくするため，コア

の直径をコアの軸方向長さに比べて2 倍に増加させ

て表示（つまりコアの直径を12.8cm と想定したアフ

ィン変換表示）．対応する層同士を緑色の矢印で連結

した． 
Fig.34  CT images of two core samples from the 
depth 3-4m. The longitudinal dimensions of the 
images are 75.6 and 93.4 cm. The distance between 
the two boring points was 1.5 m. The transverse 
dimensions (core diameters) of the CT images were 
elongated to be 12.8cm. 
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たことを示唆している．また，第35図に示したように

液状化による地層の変形がCT画像上でも明瞭に確認さ

れた．このように，この深度区間は，VPT, CT, 粒度分

析の3者の結果が調和的である． 

深度4-5m区間について 

 深度 4.0-4.5m の区間については，2 種類の手法で得

た75ミクロン以下の細粒成分含有率プロファイルは高

い相関がある（第 31 図）．メジアン粒径，75 ミクロン

以下の細粒成分含有率，均等係数，という3つの量は，

深度約4.3mで泥がちから砂がちに急激に変化している

ことを示している（第 36 図）．同様に，CT 数のプロフ

ァイルもCT画像も，4.3m付近で含水量が異なる（泥と

砂では含水量が異なるので，バルク密度も異なる）こと

を示している．VPT加速度値は，深度8-10mの区間にく

らべて小さいので，この深度区間ではVPT作業時に液状

化があまり起きなかったようである．ただし，いくつか

の小さい加速度のスパイクは確認できる（たとえば深度

4.5m 付近）．深度約 4.2m の泥がちの層では，小規模な

砂脈が確認できるが（第 36 図），CT 画像上でこの砂脈

を深度4.3m以深にある砂がちの層まで3次元的に追跡

できた．したがって，この細い砂脈は，VPTのスパイク

の一つである深度4.5m付近の砂層で発生して上方に伝

播したものと解釈できる．このように，深度 4.0-4.5m

の区間については，VPT, CT, 粒度分析の3者の結果が

調和的である． 

 深度4.8m付近のコアのCT画像（第36図）をみると，

液状化による地層の変形が明瞭に確認できる．一方，VPT

プロファイルでは，激しい液状化が起きた他の深度（た

とえば8-10mの区間）にくらべて，この深度ではあまり

液状化が起きていない（第33, 36図）．この不一致は，

前述のごとく，GS-INS-1 地点の水平方向の地層の不均

一性によるものと解釈される．すなわち， VPT 地点に

ごく近い場所（数10cmしか離れていない地点）で実施

した3成分コーン貫入試験による75ミクロン以下の細

粒成分含有率プロファイルでは（第 31 図），深度 4.8m

付近は泥がちである（したがって液状化が起きにくく，

VPT加速度値も8-10mの砂がちの区間に比べて低い値に

なった）．一方，VPT 地点から約 10m 離れた地点で採取

したボーリングコアの細粒成分含有率プロファイルで

は（第31, 36図），深度4.8m付近は砂がちである（し

たがって液状化が起きやすく，実際に深度4.8m付近の

CT 画像上で液状化による地層の変形が確認できてい

る）． 

深度2-3m区間について 

 この区間は，純粋な砂層ではなく，細粒成分含有率お

よびメジアン粒径のプロファイルが示すとおり，液状化

に対しての安定化要因である泥がちな層が介在してい

る（第 37 図）．また，CT 数のプロファイルも，泥の高

い含水率によるバルク密度の低下によって，他の深度区

間（たとえば8-10mの区間）に比べて比較的低い値を示

している．これら泥の存在のせいで均等係数も比較的高

い値を示す区間があり，したがってコア分析結果（CT

と粒度分析のプロファイル）は，この区間は液状化に対

して比較的安定であることを示唆している．一方，VPT

の加速度プロファイルも，おおむね（数個の小さい加速

度スパイクを除けば）この示唆を支持する値を示してい

る．このように，この深度区間は，VPTとコア分析の結

果は概して調和的である． 

 なお，CT画像は深度2.7m付近に明瞭な砂脈の存在を

とらえており（第37図），深度2.8m以深に液状化した

ゾーン（砂脈の供給源）があることを示唆している．し

かし，コアの3次元CT画像解析によれば，この砂脈は

直下の泥層（深度2.9m付近）を貫通していない．した

がって，この砂脈は水平方向から伝播してきたと言える

が，直径わずか6.4cmという視野の狭いコアのせいで，

砂脈の供給源の深度を特定することは困難であった（ト

レンチ調査による砂脈の追跡が必要である）． 

第 36 図 第 35 図と同じ（ただし深度区間が異なる）

Fig.36  Same as Fig.35 but for a different depth 
interval. 
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 VPT データを，コアの粒度分布データと CT 画像デー

タから解釈を試みた．三者間が調和的な深度区間もある

が，そうでない区間も見つかった．今後のより踏み込ん

だ考察のために，以下の視点が必要になる．(i) CT は

締め固め度（体積含水率）の計測精度が必ずしも高くな

いので，泥層と砂層の識別はできたが，液状化を起こし

やすいゆる詰めの砂と起こしにくい締め固まった砂の

区別が予想外に困難であった．前述のdの視点を追求す

るには別の方法（たとえばNMRスキャナー, Nakashima 

et al., 2011）による体積含水率の高精度計測が必要で

ある．(ii) 砂脈の供給源の深度を特定するためにトレ

ンチ調査を実施して，コア直径よりもより広い視野で砂

脈を3次元的に追跡することが必要である．(iii)水平

方向の地層の不均一性を十分考慮して VPT 作業とコア

ボーリング作業を実施する必要がある．  

 
５．まとめ 

 
 東日本大震災は，極めて甚大な津波被害をもたらし多

くの人命を奪った．また，原子力発電所に多大な被害を

もたらし，現在も収束の見通しができていない状況にあ

る．また，今回の地震被害では，直接的な家屋の損壊よ

りも液状化による被害が拡大した．液状化被害は，人的

な被害は小さい一方，社会基盤となるライフラインや個

人の住宅資産などに多大な被害を与えることが今回の

地震で改めて認識された．液状化被害は，きちんとした

液状化対策を行うことにより防止することのできる災

害である．ただし，液状化被害はどこでも発生するわけ

ではなく，それなりの対策費用が発生することからも，

液状化の発生する場所や被害規模を把握しておく必要

がある．東日本大震災は，非常に甚大な液状化被害をも

たらした一方で，様々な液状化発生地点の地域的特徴や

地質的特徴と実際の被害との関係を検討する機会を与

えた．産総研では，これらの被災地において，物理探査・

原位置試験調査技術を用いた調査手法を適用し，実際の

被害との比較検討を行った．その結果，三成分コーン貫

入試験といった最新の既存調査手法の適用においても，

実際の被害との比較において，問題点が残ることが明ら

かになった．また，同時に，これまで研究開発を行って

きたVPTなどの新しい調査手法を適用することで，さら

に高度な液状化調査の方向性についても示すことがで

きた．今回の液状化研究の成果によって得られた最新の

知見と技術は，今後の被災地の復興と全国的な液状化被

害の防止に大きく貢献すると期待される． 
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利根川下流域液状化エリアにおける弾性波探査による 

地盤構造調査と液状化 
Seismic subsurface structure surveys of the liquefaction occurred areas in the 

downstream region of the Tone River 
 

横田俊之 1* 
Toshiyuki Yokota1* 

 
 
Abstract: The Great East Earthquake occurred on March 11, 2011 caused serious damage to people's lives not 
only by the direct damage of an earthquake but also by the tsunami, subsidence, and liquefaction. In particular, 
in Tokyo Bay area and the Tone River downstream region, liquefaction damage occurred in the wide range.  
Conventionally, drilling surveys and analysis of the extracted soil sampling extracted have been conducted to 
research and predict liquefaction damage. However, that a damage domain reaches far and wide this time and 
since the area has been highly developed with dense population and buildings, it is difficult to carry out drilling 
surveys and soil samplings in the whole region with sufficient density. Therefore, we conduct researches to 
interpolate drilling survey results spatially by applying the geophysical survey technique which can image 
subsurface structure nondestructively from the ground surface. By this research, it is expected that subsurface 
imaging and liquefaction prediction will be attained by a limited number of drill holes. As a part of the research, 
we carried out the S wave seismic reflection survey and the surface wave survey for imaging subsurface structure 
down to the depth of about 50 m in Itako, Ibaraki which suffered widespread liquefaction damage. The surface 
layer with comparatively high velocity can be interpreted as the sandy dredged soil, the low velocity layer as the 
Hinode Mud Formation, and the high velocity layer as sandy part of the Sawara Alternating Layers of sand and 
mud.  
 
Keywords: S-wave reflection survey, surface wave survey, land streamer 
 
 

１．はじめに 
 
 2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災は，地

震の直接的な被害だけではなく，それに引き続く津

波，地盤沈降，液状化により，人々の生命や生活に甚

大な被害を与えた．特に，東京湾岸や利根川下流域に

おいては広い範囲で液状化被害が発生した．従来液

状化被害を予測するために，ボーリング調査やその

際に採取される土壌サンプリングの分析が行われて

きた．しかしながら，今回は被害領域が広範囲にわた

ること，比較的都市域であるため，人口が密集してお

り建設物も密集している領域であることなどのため，

全域で高密度にボーリング調査や土壌サンプリング

が困難である．そのために我々は地表から非破壊で

地下の状況を把握することができる物理探査手法を

適用し，ボーリング調査結果を空間的に補間する研

究を実施している．この研究により，少ない本数のボ

ーリングにより地下構造把握や液状化予測が可能と

なることが期待される． 

その研究の一環として，比較的広範囲に液状化被

害を受けた茨城県潮来市において，深度約 50m 程度

までの地下構造把握を目的として，S 波反射法地震探

査および表面波探査を実施した．その結果，日の出地

区およびその周辺の地下構造が明らかになった．表

面波探査の S 波分布より調査地域は，比較的高速度

な表層，その下位の低速度層および最下位の高速度

層で特徴付けられることがわかった．比較的高速度

な表層は砂質の浚渫土，低速度層は日の出泥層，高速

度層は，佐原砂泥互層の砂質部分と解釈することが

できる． 

 

２．調査領域 

 

 弾性波探査を実施した地域は，茨城県潮来市の日

の出地区およびその周辺地区である．日の出地区は，

かつて内浪逆浦と呼ばれる潟湖であったが，1940 年

代に食糧増産のために干拓され，しばらくは水田と

して利用された．1970 年代に入ると，干拓地は再度

埋め立てられ今度は宅地として利用されるようにな

った．最初の干拓時には，囲み土手を作成した上で内

部の水を排出し乾陸化させ，続いての埋め立て時に

は浚渫船からパイプにより外浪逆浦など周辺の潟か

らの浚渫土を流し込むという方法（サンドポンプ工

法）をとった（潮来市，2014a）． 

日の出地区を中心にコの字状に三本の探査測線を

設定した（第 1 図）．日の出地区の中心を東西に横断

する道路を測線 GS13-ITK1，南北側線の 2 本を測線

GS13-ITK2 および測線 GS13-ITK3 とし，それぞれの測

線で S 波反射法地震探査および表面波探査を実施し

た．本研究の一環として実施されたボーリング（小松
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原ほか，2014）およびダイレクトプッシュ調査（神宮

司・中島，2014）位置のうち，測線近傍のものも第 1

図に記入した．それぞれの測線長は，測線 GS13-ITK1

が 1236m，測線 GS13-ITK2 が 1395m， 測線 GS13-ITK3

が 1634m である． 

 

３．データ取得 

 

 通常の陸域の反射法探査ではスパイク付き地震計

のスパイクを地面に突き刺すことにより地面と固着

させたものを受振器として用いるが，今回はランド

ストリーマー（稲崎，1992）を受振器として用いた．

ランドストリーマーはスパイク付き地震計に比較し

て，データ品質は若干落ちるが，展開移動が容易であ

りデータ取得に要する時間を大幅に短縮することが

可能である． 

 

３．１ S 波反射法のデータ取得 

S 波反射法探査では，探鉱機として OYO-Geospace

社製の DAS-1 システムを用いた．発震はかけやを用

いた人力の打撃（板たたき法）を行った．発震点間隔

は 1m を基本としたが，測線 GS13-ITK2 の 0m～1,000m

区間および測線GS13-ITK3の 0m～1,030m区間では発

震間隔を 2ｍとした．一地点での発震回数（垂直重合

数）は 4 回を基本とした．ランドストリーマーには

水平動受振用の固有周波数 14Hz の地震計を 0.5m 間

隔で 122 個取り付けた．サンプリング時間間隔は

0.5ms とし，総記録長は 2.010s とした．データ取得

の仕様を第 1 表にまとめる． 

 

３．２ 表面波探査データ取得 

表面波探査では，探鉱機としてサンコーコンサル

タント社製の DSS12 システムを用いた．発震は

GeoSurvey Systems 社製の AWD-1 を用いた．発震点間

隔は 2ｍとした．一地点での発震回数（垂直重合数）

は 2 回を基本とした．ランドストリーマーには鉛直

動受振用の固有周波数4.5Hzの地震計を1m間隔で96

個取り付けた．サンプリング時間間隔は 1ms とし，

総記録長は 4.010s とした．データ取得の仕様を第 2

表にまとめる． 

 

４．データ処理 

 

４．１ S 波反射法のデータ処理 

 CMP 重合を基本とする通常の S 波反射法解析を実

施し，S 波反射断面を作成した．速度解析に基づくマ

イグレーション処理および深度変換までを実施した． 

データ処理・解析には反射法地震探査データ処理シ

ステム SPW（Seismic Processing Wrokshop）を用い

た．以下に，主なデータ処理の手順を示す． 

(1) 前処理 

・データ変換および編集 

探鉱器に記録された測定波形データをパソコンに

転送し，不要なショット記録およびトレースを取り

除く． 

・ジオメトリー割り当て 

測量によって得られた発震点・受振点の座標を各

トレース記録に割り当てる．これを基に CMP（Common 

Mid Point）の位置を計算し，ショット記録から共通

反射点記録（CMP アンサンブル）を編集する． 

今回の測線のように，屈曲した測線においては，

CMP の位置は直線からずれ二次元的に分布するため，

分布する反射点の平均的な位置に仮想の測線（=CMP

重合測線）を設定し，ばらついた反射点をあたかもそ

の測線上で反射しているかのように編集する． 

・観測記録の初動による表層解析 

屈折法解析により，表層部の S 波速度分布を求め，

反射記録では得られない表層部の地質構造を求める

とともに後述の表層補正に用いる． 

(2) 重合前フィルター 

 重合処理の前に，反射波を出来るだけ強振幅かつ

インパルスに近い波形（低周波から高周波を含む波

形）に変換するための各種フィルターを適用する． 

・バンドパスフィルター 

任意の周波数範囲にある信号成分のみを抽出する． 

・デコンボリューションフィルター 

受振波形をパルス状の波に近づけ，分解能を高め

る． 

・F-K フィルター 

表面波などの線形ノイズは，周波数-波数（F-K）領

域で原点から見かけ速度に対応した傾きを持った直

線上に分布し，反射波とは見かけ速度が大きく異な

ることを利用する．F-K 領域内でノイズ成分に相当す

る部分のスペクトル振幅を扇形にゼロにして時間-

空間領域に戻すことでノイズを除去する． 

(3) 静補正 

 発震点および受振点の標高差，表層付近での弾性

波速度の差ならびに表層の厚さの変化による反射波

のバラツキなどを補正する．前者を地形補正，後者を

表層補正という． 

・地形補正 

各発震点・受振点の標高の違いによる反射波の到

達時間差を，ある同一の基準面で発震・受振したかの

ように時間を補正する． 

・表層補正 

表層（風化部）の厚さならびに弾性波速度の差によ

り生じた反射波の到達時間の差を，ショット記録の

初動による屈折法解析に基づいて，表層の厚さに応

じた時間を補正する．ショット記録上で明瞭な S 波

初動が確認される範囲のショット記録を用いる．な

お，今回の調査では，道路上での測定を実施しており

道路路面直下の S 波速度は地盤の S 波速度よりも早

く極浅部の屈折波が認識しがたいことにより，表層

層の影響による静補正の効果が期待できないため，
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原ほか，2014）およびダイレクトプッシュ調査（神宮

司・中島，2014）位置のうち，測線近傍のものも第 1

図に記入した．それぞれの測線長は，測線 GS13-ITK1

が 1236m，測線 GS13-ITK2 が 1395m， 測線 GS13-ITK3

が 1634m である． 

 

３．データ取得 

 

 通常の陸域の反射法探査ではスパイク付き地震計

のスパイクを地面に突き刺すことにより地面と固着

させたものを受振器として用いるが，今回はランド

ストリーマー（稲崎，1992）を受振器として用いた．

ランドストリーマーはスパイク付き地震計に比較し

て，データ品質は若干落ちるが，展開移動が容易であ

りデータ取得に要する時間を大幅に短縮することが

可能である． 

 

３．１ S 波反射法のデータ取得 

S 波反射法探査では，探鉱機として OYO-Geospace

社製の DAS-1 システムを用いた．発震はかけやを用

いた人力の打撃（板たたき法）を行った．発震点間隔

は 1m を基本としたが，測線 GS13-ITK2 の 0m～1,000m

区間および測線GS13-ITK3の 0m～1,030m区間では発

震間隔を 2ｍとした．一地点での発震回数（垂直重合

数）は 4 回を基本とした．ランドストリーマーには

水平動受振用の固有周波数 14Hz の地震計を 0.5m 間

隔で 122 個取り付けた．サンプリング時間間隔は

0.5ms とし，総記録長は 2.010s とした．データ取得

の仕様を第 1 表にまとめる． 

 

３．２ 表面波探査データ取得 

表面波探査では，探鉱機としてサンコーコンサル

タント社製の DSS12 システムを用いた．発震は

GeoSurvey Systems 社製の AWD-1 を用いた．発震点間

隔は 2ｍとした．一地点での発震回数（垂直重合数）

は 2 回を基本とした．ランドストリーマーには鉛直

動受振用の固有周波数4.5Hzの地震計を1m間隔で96

個取り付けた．サンプリング時間間隔は 1ms とし，

総記録長は 4.010s とした．データ取得の仕様を第 2

表にまとめる． 

 

４．データ処理 

 

４．１ S 波反射法のデータ処理 

 CMP 重合を基本とする通常の S 波反射法解析を実

施し，S 波反射断面を作成した．速度解析に基づくマ

イグレーション処理および深度変換までを実施した． 

データ処理・解析には反射法地震探査データ処理シ

ステム SPW（Seismic Processing Wrokshop）を用い

た．以下に，主なデータ処理の手順を示す． 

(1) 前処理 

・データ変換および編集 

探鉱器に記録された測定波形データをパソコンに

転送し，不要なショット記録およびトレースを取り

除く． 

・ジオメトリー割り当て 

測量によって得られた発震点・受振点の座標を各

トレース記録に割り当てる．これを基に CMP（Common 

Mid Point）の位置を計算し，ショット記録から共通

反射点記録（CMP アンサンブル）を編集する． 

今回の測線のように，屈曲した測線においては，

CMP の位置は直線からずれ二次元的に分布するため，

分布する反射点の平均的な位置に仮想の測線（=CMP

重合測線）を設定し，ばらついた反射点をあたかもそ

の測線上で反射しているかのように編集する． 

・観測記録の初動による表層解析 

屈折法解析により，表層部の S 波速度分布を求め，

反射記録では得られない表層部の地質構造を求める

とともに後述の表層補正に用いる． 

(2) 重合前フィルター 

 重合処理の前に，反射波を出来るだけ強振幅かつ

インパルスに近い波形（低周波から高周波を含む波

形）に変換するための各種フィルターを適用する． 

・バンドパスフィルター 

任意の周波数範囲にある信号成分のみを抽出する． 

・デコンボリューションフィルター 

受振波形をパルス状の波に近づけ，分解能を高め

る． 

・F-K フィルター 

表面波などの線形ノイズは，周波数-波数（F-K）領

域で原点から見かけ速度に対応した傾きを持った直

線上に分布し，反射波とは見かけ速度が大きく異な

ることを利用する．F-K 領域内でノイズ成分に相当す

る部分のスペクトル振幅を扇形にゼロにして時間-

空間領域に戻すことでノイズを除去する． 

(3) 静補正 

 発震点および受振点の標高差，表層付近での弾性

波速度の差ならびに表層の厚さの変化による反射波

のバラツキなどを補正する．前者を地形補正，後者を

表層補正という． 

・地形補正 

各発震点・受振点の標高の違いによる反射波の到

達時間差を，ある同一の基準面で発震・受振したかの

ように時間を補正する． 

・表層補正 

表層（風化部）の厚さならびに弾性波速度の差によ

り生じた反射波の到達時間の差を，ショット記録の

初動による屈折法解析に基づいて，表層の厚さに応

じた時間を補正する．ショット記録上で明瞭な S 波

初動が確認される範囲のショット記録を用いる．な

お，今回の調査では，道路上での測定を実施しており

道路路面直下の S 波速度は地盤の S 波速度よりも早

く極浅部の屈折波が認識しがたいことにより，表層

層の影響による静補正の効果が期待できないため，
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実施しなかった． 

(4) 速度解析 

 CMP アンサンブルから NMO 補正および CMP 重合の

ための速度分布を求める．速度解析は，定速度重合法，

センブランス法により行った． 

・定速度重合法 

様々な重合速度で NMO 補正，水平重合を施し，反

射波の振幅強度が最大となった時の速度を採用し，

時間方向に重合速度を選んでゆく．本処理では，測線

全体を一定の速度で重合したものと，ある CMP 間隔

で重合したものとを比較しながら行った． 

(5) NMO 補正および CMP 重合 

・NMO 補正 

CMP アンサンブルで双曲線上にならぶ反射波を，速

度解析によって求めた速度により直線上に位相の揃

った反射波に補正する．この時，NMO 補正によってオ

フセット距離に応じたゆがみが波形に生じる．この

ゆがみの大きい波形をそのまま重合すると反射波を

弱めてしまうため，ゆがみの大きい部分は重合前に

ミュートにより削除した． 

・CMP 重合 

 NMO 補正によって同一の走時に並べられたトレー

スを重合する．これにより反射波は強調され，ランダ

ムのノイズは弱められる． 

(6) 残差静補正 

 静補正を施した後でも，表層部の局所的な速度の

変化や反射波の経路に違いなどの不規則性に起因す

るものは完全には補正されない．このため NMO 補正

後の CMP アンサンブルで，反射波は一定でないのが

普通である．これを補正するために，統計的処理によ

り各発震点・受振点における二次補正値を求めた． 

(7) 重合後フィルター 

 重合断面をより地下構造を反映したものとするた

めに，各種フィルターなどを適用した． 

(8) マイグレーション 

 CMP 重合されたままの反射断面は，傾斜した地層か

らの反射波が各トレースの直下に表示されるため，

反射断面上の反射面の傾斜や位置は，実際の地下の

反射面とは異なる．この見かけの傾斜や位置を真の

位置に復元することをマイグレーション処理という．

今回は F-K 法（stolt 法）マイグレーションを採用し

た． 

(9) 深度変換 

 ここまでの処理によって得られる反射断面図は，

縦軸を時間とするものである．地下の速度分布構造

を速度解析の結果などから仮定して，縦軸を深度軸

に変換し深度断面図を作成した． 

 

４．２ 表面波探査解析 

表面波探査のデータ処理には分散曲線を用い，地

盤が水平多層構造であると仮定した1次元逆解析（林

ほか，2001）を行なった．その 1 次元解析結果を水平

方向に連結して 2 次元表示した．使用した解析ソフ

トは，応用地質（株）製の SeisImager/SW である． 

 

４．２．１ 解析方法の概要 

表面波探査解析は以下の手順で行った． 

(1) 位相速度計算の準備 

地盤構造の変化が著しい場合にも対処できるよう

に，得られた記録に対して 2 つの受振点の中点が同

じ地点の記録を集めて相互相関処理を行った． 

相互相関処理を実施する際には，事前にバンドパス

フィルター（2～50Hz，18dB）を適用するとともに，

表面波以外の波群である P 波初動などをミュートに

より削除した． 

(2) 分散曲線の作成 

分散曲線を作成するために，まず，測定波形記録あ

るいは相互相関処理を行なった波形記録（時間―距

離領域）から周波数－位相速度領域へ変換した．これ

により，多数の波形から位相速度を求めることがで

きる．計算方法は以下のとおりである． 

x 軸（振源距離もしくはクロスコリレーションの間隔）

上の多数のトレースを f(x,t)とし，フーリエ変換によ

り周波数―距離領域 F(x,ω)へ変換する． 

    （1） 
ここで，t は時間，ωは角周波数である． 
次に，周波数―距離領域のデータに対して，任意の

位相速度 c を与えられたとき，振源距離もしくはク

ロスコリレーションの間隔に応じて時間をシフトさ

せながら，トレース数分スタックする操作により，周

波数－位相速度の領域 G(c,ω)に変換する． 

    （2） 
速度を変えてスタックを繰り返し，その絶対値の

分布 p(c,ω)を求める． 

     （3） 
 
このようにして得られた周波数－位相速度の 2 次

元空間内での振幅分布から，各周波数で振幅が最大

となる位相速度を読み取り，分散曲線を作成した． 

(3) 見掛けの S 波速度構造を用いた初期モデルの作

成 

得られた分散曲線を用い，周波数ごとの位相速度

から波長を求めた．つぎに，波長の 1/3 の深さにそ

の位相速度に等しい S 波速度を与えて，見掛けの S

波速度構造と呼び，これを初期モデルとした．初期モ

デルは，解析深度を 35m とし，層数は 15 層とした． 

(4) 逆解析によるモデルの修正 

モデルから求まる理論分散曲線と，(2)で得られた

実測の分散曲線の差（残差）が小さくなるよう，非線
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形最小二乗法等によりモデルを修正する．残差が小

さくなるまで繰り返し，1 次元 S 波速度構造を求め

る．理論的な分散曲線の計算にはハスケルのマトリ

ックス法（Haskell, 1953）を用いた． 

(5) 2 次元 S 波速度構造の作成 

求められた 1 次元 S 波速度構造を連結して，擬似

的に 2 次元 S 波速度断面として表示した． 

 

４．２．２ 分散曲線の求め方 

測線を約 300m 毎分割してデータ処理を行った．分

割した測線は CMP クロスコリレーション解析を実施

するにあたり，十分な重複区間となるようにした．

CMP ギャザーは，4m 間隔で作成した． 

分散曲線はこれらの CMP ギャザーの周波数領域の

見掛け速度分布図にから読み取って作成するが，解

析ソフトの自動読み取りでは低周波数側においてバ

ラツキが生じるため，マニュアルによる読み取りを

行った．  

また，読み取った位相速度曲線に対して，読み取り

のバラツキによる急激な速度変化を避けるために，

隣り合う位相速度曲線に対する2Dメディアンフィル

ターおよび個々の位相速度曲線に対するスムージン

グを適用した． 

 

４．２．３ 初期モデルの作成および使用した初期モ

デル 

初期モデルは，読み取った位相速度曲線（周波数－

位相速度）から波長の 1/3 を深度として，解析深度

を 35m，層数は 15 層とし，深度－S 波速度に変換し

て作成した．逆解析の際には，分割した測線の両端の

解析精度が低下しないように，CMP 重合数の少ない測

線両端部分は，隣り合う測線の十分な重合数による

位相速度曲線から読取った位相速度曲線に置き換え

た． 

 

４．２．４ 最小二乗インバージョン手法 

非線形最小二乗法を用いた逆解析は，林ほか

(2001)の方法を用いた．S 波構造モデルは層厚を固定

した 10～15 層構造とし，各層の S 波速度だけを未知

数とした．本来は，P 波速度および密度も未知数であ

るが，それらの値は既存の資料（物理探査学会，1990；

狐崎ほか，1990）などの経験的な関係を参考にして S

波速度に連動させることにより未知数を減らした． 

 

５．データ処理結果 

 

５．１ S 波反射法データ処理結果 

 S 波反射法データに対して，４．１節に示したデー

タ処理をおこなった．その結果得られた S 波反射法

結果の深度断面を第 2 図～第 4 図に示す．なお、S 波

反射法の深度断面で使用される深度は標高ゼロを深

度ゼロとした絶対深度である。第 2 図は測線 GS13-

ITK1 での，第 3 図は測線 GS13-ITK2 での，第 4 図は

測線 GS13-ITK3 での S 波反射法結果の深度断面をそ

れぞれ示す．お互いの測線との交点も図中に示した． 

測線 GS13-ITK1（第 2 図）では，CMP 番号 1～750 ま

で連続する深度約 10～15m の比較的水平な反射面と

深度約 15～30m に存在するやや西下がりの反射面が

顕著である．CMP 番号 1～500 の深度約 20～40m には

向斜構造（もしくは 2 つの背斜構造）のような構造

が見られる．測線 GS13-ITK2（第 3 図）では，CMP 番

号 1400 以上（距離 700m）の部分が日の出地区である．

CMP 番号 1～1600（距離 800m）の区間で見られる深度

約 10～15m の比較的水平な反射面が測線南側の日の

出地区に入ったあたりから急激に深度を増し

CMP2400 以上においては深度約 50m となっている．測

線 GS13-ITK3（第 4 図）では測線北側の CMP 番号 1～

800 の部分に顕著な向斜構造（谷状の構造）が見られ

る．向斜構造の中心は CMP 番号 450 付近にあり，最

深部の深度は約 42m である．CMP 番号 1000～2000 で

は深度 5～15m の間で変化する反射面が，CMP 番号

2000 以上の日の出地区に入ると，急激に深度を増し

測線の南端では深度 25m にまで達する． 

 

５．２ 表面波探査データ解析結果 

 第 5 図～第 7 図に表面波探査解析結果を示す．な

お、表面波探査結果の深度および標高は標高ゼロを

深度ゼロとした絶対深度および絶対標高である。第 5

図は測線 GS13-ITK1 での，第 6 は測線 GS13-ITK2 で

の，第 7 図は測線 GS13-ITK3 での表面波探査解析結

果の S 波速度断面をそれぞれ示す． 

すべての測線とも，極浅部に S 波速度約 200m/s の

層があり，それ以深に S 波速度 150m/s 以下の低速度

層が広がっている． 

測線 GS13-ITK1（第 5 図）では，測線西端から距離

700m 程度まではその低速度層が深度約 15m まで続い

ており，それより東で急激に層厚が薄くなる．測線東

側で低速度層が薄くなった部分には，東に向かって

層厚を増す，S 波速度 200m/s 以上の高速度層が見ら

れる． 

測線 GS13-ITK2（第 6 図）では，日の出地区以北（距

離 0-700m）では極浅部の S 波速度約 200m/s の層，深

度1-5mに存在するS波速度150m/s以下の低速度層，

深度5m以深のS波速度250m/s以上の層に区分され，

水平成層に近い速度分布となっている．日の出地区

に入ると，低速度層が北から南へと徐々に層厚を増

していき，距離 1100m 程度から低速度層が急激に厚

くなる． 
測線 GS13-ITK3（第 7 図）では測線西端の距離 0～

270m までの区間の浅部（深度 0～10m）に逆三角形状

の低速度（S 波速度 150m/s 以下）領域が見られる．

この領域は同じ測線の反射断面（第 4 図）で顕著な

向斜構造が見られた領域に相当すると思われる．そ

の逆三角形状低速度層の南側は測線 GS13-ITK2（第 6
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形最小二乗法等によりモデルを修正する．残差が小

さくなるまで繰り返し，1 次元 S 波速度構造を求め

る．理論的な分散曲線の計算にはハスケルのマトリ

ックス法（Haskell, 1953）を用いた． 

(5) 2 次元 S 波速度構造の作成 

求められた 1 次元 S 波速度構造を連結して，擬似

的に 2 次元 S 波速度断面として表示した． 

 

４．２．２ 分散曲線の求め方 

測線を約 300m 毎分割してデータ処理を行った．分

割した測線は CMP クロスコリレーション解析を実施

するにあたり，十分な重複区間となるようにした．
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析ソフトの自動読み取りでは低周波数側においてバ

ラツキが生じるため，マニュアルによる読み取りを

行った．  

また，読み取った位相速度曲線に対して，読み取り

のバラツキによる急激な速度変化を避けるために，

隣り合う位相速度曲線に対する2Dメディアンフィル

ターおよび個々の位相速度曲線に対するスムージン
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４．２．３ 初期モデルの作成および使用した初期モ

デル 
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４．２．４ 最小二乗インバージョン手法 
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５．データ処理結果 

 

５．１ S 波反射法データ処理結果 
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タ処理をおこなった．その結果得られた S 波反射法

結果の深度断面を第 2 図～第 4 図に示す．なお、S 波
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深度5m以深のS波速度250m/s以上の層に区分され，

水平成層に近い速度分布となっている．日の出地区

に入ると，低速度層が北から南へと徐々に層厚を増

していき，距離 1100m 程度から低速度層が急激に厚

くなる． 
測線 GS13-ITK3（第 7 図）では測線西端の距離 0～

270m までの区間の浅部（深度 0～10m）に逆三角形状

の低速度（S 波速度 150m/s 以下）領域が見られる．

この領域は同じ測線の反射断面（第 4 図）で顕著な

向斜構造が見られた領域に相当すると思われる．そ

の逆三角形状低速度層の南側は測線 GS13-ITK2（第 6
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図）とほぼ同様の傾向を示し，日の出地区以北は極浅

部の S 波速度約 200m/s の層，低速度層，S 波速度

250m/s 以上の層の水平成層に近い速度分布を示す． 

日の出地区でも低速度層が北から南へと徐々に層

厚を増していき，距離約 1500m から低速度層が急激

に厚くなるという同様の傾向を示す． 

 

６．考察および結論 

 

 前述したように，弾性波探査を行った領域では，当

該研究によりボーリングおよびダイレクトプッシュ

による調査が行われている．弾性波探査測線の近傍

で実施されたものについて，土質および N 値を取り

出して示す．ただし，測線の極近傍でそれらの調査が

行われているわけではないので，測線から約 100m 離

れた調査結果も含まれていることに注意が必要であ

る．測線およびボーリング坑およびダイレクトプッ

シュ調査の位置関係は第 1 図に示す．N 値は地層の硬

さを示す指標であり，浅部においては N 値が大きな

部分は主として砂層であり，N 値が小さな部分は粘土

層であると考えることが一般的である．また，N 値と

S 波速度は正の相関関係を持っており，S 波速度は N

値の平方根もしくは 3/5 乗に概ね比例するとされて

いる（酒井，1968）．したがって，堆積した年代がほ

ぼ同じであれば，砂層は S 波速度がやや早く粘土層

では S 波速度がやや遅いことになる．なお，ダイレ

クトプッシュ調査により求められた N 値は通常の N

値ではなく，Jefferies and Davies (1993)に示され

た N60 である． 

第 8 図にボーリング調査（小松原ほか，2014）によ

り得られた土質とN値を示す．第8図(a)は測線GS13-

ITK3 の北端に位置する GS-ITK-1 の結果であり，第 8

図(b)は測線 GS13-ITK2 の北端に位置する GS-ITK-2

の結果である． 

第 9 図に測線 GS13-ITK1 近傍で実施されたダイレ

クトプッシュ調査（神宮司・中島，2014）により得ら

れた土質と N 値を示す．第 10 図に測線 GS13-ITK2 お

よび GS13-ITK3 近傍で実施されたダイレクトプッシ

ュ調査（神宮司・中島，2014）により得られた土質と

N 値を示す．第 11 図に測線 GS13-ITK1 での表面波探

査結果にダイレクトプッシュ調査（神宮司・中島，

2014）により得られた N 値を重ねたものを示す． 

上述したように，浅部に S 波速度が約 150m/s 以上

のやや高速度の層があり，その下に S 波速度 150m/s

以下の低速度層があり，一番下に高速度層があると

いう構造をしている．浅部に見られるやや高速度の

層（第 11 図中緑の破線で囲んだ）は N 値 10 以上を

示し，日の出地区の歴史を考慮に入れるとサンドポ

ンプ工法での埋め立ての際に砂を多く含む浚渫土で

埋められた箇所に相当すると思われる．その下位の

低速度層（第 11 図中青の破線より浅部）は N 値が 5

以下の軟らかい地層であり，ボーリングやダイレク

トプッシュ調査の土質区分ではシルトを多く含む層

であるとされることを考慮すれば，潮来市（2014b）

で日の出泥層とされている層（弥生海退時に堆積）に

相当すると考えられる．測線東側に見られる，低速度

層の下位にある高速度層は潮来市（2014b）で佐原砂

泥互層（縄文海進時に堆積）の砂質部分とされている

層に相当すると考えられる．CPT7-13 のダイレクトプ

ッシュ調査結果ではこのシルト層の基底深度は 8m

（絶対深度では 6.78m）となっており，近傍での表面

波探査結果から解釈される深度約 15m とは大きく乖

離しているように思われる．その要因の一つとして

あげられるのが，CPT7-13 の調査位置が側線より約

6.5m 北に位置している点である．このシルト層の基

底深度は北から南へ急激に深くなっているため，測

線付近では CPT7-13 地点の基底深度より深くなって

いる可能性が考えられる． 

第 12 図および第 13 図に測線 GS13-ITK2 およびで

測線 GS13-ITK3 の表面波探査結果にボーリング調査

（小松原ほか，2014）およびダイレクトプッシュ調査

（神宮司・中島，2014）により得られた N 値を重ねた

ものを示す．測線 GS13-ITK3 の北端の逆三角形状の

低速度領域を除くと，両者とも測線北側では浅部に

低速度の薄層があり，その下に高速度層があること，

低速度層は測線南側ほど層厚を増すことなど似た傾

向を示す．第 12 図および第 13 図中に低速度層の基

底を青の破線で示す。これらの層は，測線 GS13-ITK1

のところで述べたように，低速度部分が日の出泥層，

高速度層は佐原砂泥互層の砂質部分に相当すると考

えられる．日の出地区の表層部の人工地盤部分は両

者で若干の差異があり，測線 GS13-ITK2 では比較的

高速度な層（第 12 図中緑の破線で囲んだ）が多く見

られるが，測線 GS13-ITK3 は下位の日の出泥層と区

別がつかない部分が多い．測線 GS13-ITK2 はサンド

ポンプ工法での埋め立ての際に砂を多く含む浚渫土

で埋められ，測線 GS13-ITK3 の浚渫土には比較的泥

質や粘土質の土壌が多く含まれていたと考えること

ができる． 

測線 GS13-ITK3 の S 波反射法断面（第 4 図）にみら

れた測線北側の CMP 番号 1～800 の顕著な向斜構造

は，形状などを考慮すると沖積の谷が埋設された構

造であると解釈することができる．測線GS13-ITK3の

表面波探査結果（第 7 図）を見ると，沖積の谷に相当

する部分の浅部に逆三角形状の低速度層が見られる．

この低速度層も日の出泥層相当層と考えるのが自然

であるので，日の出泥層が堆積し始めた弥生海退時

にはまだ谷は完全に埋設されていなかったと考えら

れる．またその時の谷の軸は，沖積の谷より少し北に

ずれていたと考えられる． 

S 波反射法地震探査および表面波探査の結果より，

日の出地区およびその周辺の地下構造および S 波速

度分布が明らかになった．これらの結果からだけで

液状化層についての議論を行うことは困難であった
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が，ボーリング調査およびダイレクトプッシュ調査

結果との比較により土質および N 値分布に関する検

討を行うことが可能となった．今後地下水位分布を

効率良く調査する手法と組み合わせることにより，

今後の液状化予測に関して大いに資するものと考え

られる．現状，地下水位分布を効率よく調査する手法

として，地下の比抵抗を求める探査手法や地中レー

ダー探査などが候補として挙げられる． 
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ダー探査などが候補として挙げられる． 
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第 1 表 S 波反射法データ取得作業の使用機器一覧 
Table 1  The equipment list used for the S-wave reflection survey data acquisition. 

 
機 器 名 仕  様 型 式 製作所 数量

S 波探査 

探鉱器 

チャンネル数：144ch 
A/D 変換    ：24Bit シグマデルタ方式 
メモリー長  ：80,000 words/ch 
サンプリング間隔：32.5μs～4ms 
プリアンプ： 24, 48dB 
スタッキング機能 

DAS-1 OYO-Geospace 1 台

S 波震源 
 
かけや（板たたき法）   1 台

S 波受振器 

固有周波数：14Hz 
動コイル型地震計 
土研式ランドストリーマーに搭載 
受振器間隔：0.5m 

 土木研究所 120 個

 
 

 

第 2 表 表面波探査データ取得作業の使用機器一覧 
Table 2  The equipment list used for the surface survey data acquisition. 

 
機 器 名 仕  様 型 式 製作所 数量

表面波探査 

探鉱器 

チャンネル数：96ch 
A/D 変換    ：24Bit デルタシグマ方式 
メモリー長  ：16,384 words/ch 
サンプリング間隔：4, 2, 1, 0.5, 0.25, 0.125 
ms 
プリアンプ：12, 24, 36, 48dB 
バンドパスフィルター 
ノッチフィルター 
スタッキング機能 

DSS-12 サンコー 

コンサルタント 8 台

P 波震源 電動モーター・油圧ポンプ搭載 
重錘荷重：50kg AWD-1 GeoSurvey 

Systems 1 台

表面波受振器 

固有周波数：4.5Hz 
動コイル型地震計 
土研式ランドストリーマーに搭載 
受振器間隔：1m 

GS-11D OYO-Geospace 96 個
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第 1 図 S 波反射法および表面波探査の測線配置．背景地図は地理院地図を用いた． 
Fig.1  Survey lines of the S-wave reflection and surface wave surveys. GSI map was used as the background 
map. 
 
 

 
 

第 2 図 測線 GS13-ITK1 での S 波反射法結果の深度断面 
Fig.2  Depth section of the S-wave reflection survey result along GS13-ITK1. 
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Fig.2  Depth section of the S-wave reflection survey result along GS13-ITK1. 
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第 3 図 測線 GS13-ITK2 での S 波反射法結果の深度断面 
Fig.3  Depth section of the S-wave reflection survey result along GS13-ITK2. 

 
 
 

 
 

第 4 図 測線 GS13-ITK3 での S 波反射法結果の深度断面 
Fig.4  Depth section of the S-wave reflection survey result along GS13-ITK3. 
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第 5 図 測線 GS13-ITK1 での表面波探査解析結果の S 波速度断面 

Fig.5  S-wave velocity section of the surface wave survey result along GS13-ITK1. 
 
 

 
第 6 図 測線 GS13-ITK2 での表面波探査解析結果の S 波速度断面 

Fig.6  S-wave velocity section of the surface wave survey result along GS13-ITK2. 
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第 5 図 測線 GS13-ITK1 での表面波探査解析結果の S 波速度断面 

Fig.5  S-wave velocity section of the surface wave survey result along GS13-ITK1. 
 
 

 
第 6 図 測線 GS13-ITK2 での表面波探査解析結果の S 波速度断面 

Fig.6  S-wave velocity section of the surface wave survey result along GS13-ITK2. 
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第 7 図 測線 GS13-ITK3 での表面波探査解析結果の S 波速度断面 

Fig.7  S-wave velocity section of the surface wave survey result along GS13-ITK3. 
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(a) 

 
(b) 

 
第 8 図 ボーリング調査（小松原ほか、2014）により得られた土質と N 値． 
(a) GS-ITK-1 の結果，(b) GS-ITK-2 の結果． 
Fig.8  Soil classification and N value distributions obtained by the drilling surveys (Komatsubara et al., 2014). 
(a) Result of GS-ITK-1, (b) Result of GS-ITK-2. 
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第 8 図 ボーリング調査（小松原ほか、2014）により得られた土質と N 値． 
(a) GS-ITK-1 の結果，(b) GS-ITK-2 の結果． 
Fig.8  Soil classification and N value distributions obtained by the drilling surveys (Komatsubara et al., 2014). 
(a) Result of GS-ITK-1, (b) Result of GS-ITK-2. 
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第 9 図 測線 GS13-ITK1 近傍で実施されたダイレクトプッシュ調査（神宮司・中島，2014）により得られた土質

と N 値． 
(a) CPT8-7，(b) CPT7-13，(c) CPT7-11，(d) CPT6-9，(e) CPT3-6，(f) CPT3-3，(g) CPT2-26，(h) CPT2-16． 
Fig.9  The soil classification and N value distributions obtained by the direct-push type surveys (Jinguuji and 
Nakashima, 2014) conducted near GS13-ITK1. 
Results of (a) CPT8-7, (b) CPT7-13, (c) CPT7-11, (d) CPT6-9, (e) CPT3-6, (f) CPT3-3, (g) CPT2-26, and (h) CPT2-
16, respectively. 
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第 10 図 測線 GS13-ITK2 および GS13-ITK3 近傍で実施されたダイレクトプッシュ調査（神宮司・中島，2014）
により得られた土質と N 値． 
(a) CPT3-18，(b) CPT3-16，(c) CPT3-13，(d) CPT3-11，(e) CPT2-26，(f) CPT2-27，(g) CPT4-1，(h) CPT8-2． 
Fig.10.  The soil classification and N value distributions obtained by the direct-push type surveys (Jinguuji et 
al., 2014) conducted near GS13-ITK2 and GS13-ITK3. 
Results of (a) CPT3-18, (b) CPT3-16, (c) CPT3-13, (d) CPT3-11, (e) CPT2-26, (f) CPT2-27, (g) CPT4-1, and (h) 
CPT8-2, respectively. 
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Results of (a) CPT3-18, (b) CPT3-16, (c) CPT3-13, (d) CPT3-11, (e) CPT2-26, (f) CPT2-27, (g) CPT4-1, and (h) 
CPT8-2, respectively. 
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第 11 図 測線 GS13-ITK1 での表面波探査結果にダイレクトプッシュ調査（神宮司・中島，2014）により得られた

N 値を重ねたもの． 
浅部の緑の破線で囲んだ領域には砂質の浚渫土層が存在すると思われる領域，青の破線は低速度のシルト層の下限

をそれぞれ示す． 
Fig.11  The figure which overlaid N value distributions obtained by the direct-push type surveys (Jinguuji and 
Nakashima, 2014) to the surface wave survey result of GS13-ITK1. The domain enclosed with the green broken 
line of the shallow portion shows the domain considered as sandy dredged-soil layer. The blue broken line 
indicates the lower limit of the silt layer which shows low velocity. 
 

 
第 12 図 測線 GS13-ITK2 での表面波探査結果にボーリング調査（小松原ほか、2014）により得られた N 値を重

ねたもの．青の破線は低速度のシルト層の下限を示す． 
Fig.12  The figure which overlaid N value distribution obtained by the drilling surveys (Komatsubara et al., 
2014) to the surface wave survey result of GS13-ITK2. The blue broken line indicates the lower limit of the silt 
layer which shows low velocity. 
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第 13 図 測線 GS13-ITK3 での表面波探査結果にボーリング調査（小松原ほか、2014）およびダイレクトプッシュ

調査（神宮司・中島，2014）により得られた N 値を重ねたもの．浅部の緑の破線で囲んだ領域には砂質の浚渫土層

が存在すると思われる領域，青の破線は低速度のシルト層の下限をそれぞれ示す． 
Fig.13  The figure which overlaid N value distributions obtained by the drilling surveys (Komatsubara et al., 
2014) and the direct-push type surveys (Jinguuji and Nakashima, 2014) to the surface wave survey result of 
GS13-ITK2. The domain enclosed with the green broken line of the shallow portion shows the domain 
considered as sandy dredged-soil layer. The blue broken line indicates the lower limit of the silt layer which 
shows low velocity. 
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利根川下流域液状化エリアにおける車載型 GPR による路面下調査 
Geophysical surveys under paved road by an in-vehicle GPR system at the 

liquefaction occurred areas in the downstream region of the Tone River 
 

横田俊之 1*・神宮司元治 1・光畑裕司 1 

Toshiyuki Yokota1*, Motoharu Jinguuji1 and Yuji Mitsuhata1 
 
 
Abstract: The 2011 Great East Japan Earthquake inflicted serious damages to people's lives. The damages were 
caused not only by the earthquake motion but also by the subsequent tsunami, subsidence, liquefaction and so 
on. Moreover, we are anxious about soil contamination by the radioactive material after the Fukushima No. 1 
nuclear power plant accident, salt damage to the soil and groundwater resulting from a tsunami deposit, and 
some more geological risks. Then, we are conducting various geological risk assessments concerning this 
earthquake.  This paper describes the liquefaction risk assessment as a part of the geological risks assessment 
project. We carry out a geophysical research using an in-vehicle GPR system as a part of liquefaction risk 
investigation in Itako, Ibaraki which has suffered from liquefaction damage. With the in-vehicle GPR system, 
we try to image under paved roads three-dimensionally at high speed. We finally find the system has a 
capability to carry out surveys along the survey line length of 60,701 m in three days. The additional detailed 
survey using handy GPR identified 15 cavities in all the survey lines. 
 
Keywords: liquefaction, in-vehicle GPR system, geological risk assessment, three-dimensional GPR survey, 
cavities under paved roads 
 
 

１．はじめに 

 

 東北地方太平洋沖地震は，わが国に大きな被害を

与えた．その被害は地震の揺れのみより発生したわ

けではなく，それに引き続く津波，地盤沈降，液状

化も大きな要因であった．さらには，福島第一原発

事故後の放射性物質による土壌汚染，津波堆積物に

起因した土壌・地下水への塩害，ヒ素，重金属など

による汚染等が懸念されている．そのため，産業技

術総合研究所では，複合地質リスク評価プロジェク

トをたちあげ，液状化，誘発地震，津波，土壌汚染，

地下水汚染に関するリスク評価を実施している（産

総研地質分野研究企画室，2012）．本研究はこのプロ

ジェクト中の，液状化リスク調査の一環として実施

するものである． 

本研究では，液状化被害を受けた茨城県潮来市に

おいて，車載型地中レーダ（GPR）装置を用いた路面

下探査を実施した．技術的課題として，高速に面的

に液状化被害の影響を調査することを目的とし，3

日間で 60,701 m 長の測線での調査を実施することが

可能であった．そして，液状化に伴う路面下緩み域

の分布やその規模について把握した．その後ハンデ

ィ型 GPR を用いた詳細追加調査を実施し、全測線中

15 箇所で路面下の緩みの度合いが顕著である箇所を

同定した。 

 
２．実験エリア 

 

 潮来市は，茨城県の南東に位置する人口約 3 万人

の都市であり，霞ヶ浦，北浦，常陸利根川などの水

域に面し，水郷地域として有名である． 

 今回調査ターゲットとしたエリアは，日の出地区

と呼ばれる地区およびその周辺部である．日の出地

区は，かつて内浪逆浦（うちなさかうら）と呼ばれ

た潟湖を干拓農地化した後，北浦などの周辺の潟か

らの浚渫土砂により埋め立てた土地である（第 1 図

参照）．卜部（2012）によると，東日本大震災に際し

ては，日の出地区周辺の自然地盤にある水田では液

状化は発生しておらず，浚渫盛土された宅地のみで

液状化が発生したこと，その一方で，浚渫盛土によ

る造成地のすべてにおいて液状化が発生したわけで

はないことなどが指摘されている． 

 車載型 GPR を用いたデータ取得は，第１図に示す

22 測線道路で実施した．それぞれの道路を往復して

GPR データの取得を行った．片側二車線の道路ではそ

れぞれの車線を走行して二往復することにより，車

線幅全体で面的なデータ取得を行った．全測線長は

60,701 m である． 
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第 1 図 車載型 GPR データ取得測線．茨城県潮来市日の出地区の全域を面的にカバーするように測線を配置した．

背景地図は国土地理院の電子国土ポータルを用いた． 
Fig.1  Survey lines of the in-vehicle GPR data acquisition. The survey line is arranged to cover whole region of 
Hinode area, Itako, Ibaraki. Cyber Japan portal by GSI was used as the background map. 
 
  



地盤液状化調査研究 

360 
 

 
 

 
 
第 1 図 車載型 GPR データ取得測線．茨城県潮来市日の出地区の全域を面的にカバーするように測線を配置した．

背景地図は国土地理院の電子国土ポータルを用いた． 
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３．データ取得 

 

３．１ 車載型 GPR 探査 

車載型 GPR 調査にあたっては，5～6 対の 400MHz

アンテナを用いて，1 回の走行で約 1.8～2.5m 幅を探

査できる車載型 GPR システムを使用した．探査車両

は計測・収録機器を搭載した計測部と送・受信アン

テナを搭載した送受信部から構成される． 

探査車両の写真を第 2 図に，搭載機器のレイアウ

トの概念図を第 3 図に示す．また，主な仕様・性能

を第 1 表に示す． 
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画像，RTK－GPS の位置情報を，GPR 記録上に現れた

異常信号箇所がどのような場所に相当するのかリア

ルタイムで知ることができる． 
この車載型 GPR システムを用いた路面下調査を実

施した測線道路は 22 本であり，それぞれの道路を往

復するたびにデータを取得することを基本とした．

従って．通常の 2 車線道路では 2 測線，幹線道路な

どの道路幅が広い 4 車線道路では，それぞれの車線

でデータを取得することとしたので，4 測線でデータ

を取得することとなる．さらに，各データ取得では 6

対の GPR アンテナペアでの同時測定を行うため，各
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す．このようにして取得された，全測線長は 60,701 m
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３．２ ハンディ式 GPR を用いた詳細追加調査 

車載型 GPR 調査により異常信号が検出され，比較

的危険度が大きいと判断された箇所については，現

地の路面変状の有無および周辺の構造物の有無など

を把握することを目的とし，詳細追加調査を実施し

た．詳細追加調査では，まずハンディ RTK-GPS にて

車載型 GPR で検地された異常信号箇所の地点出し測

量を行い，車載型 GPR データ上で見られた異常個所

の現場位置を特定する．続いてハンディ式 GPR

（400MHz）により異常個所の概略位置を把握する。

さらに異常個所の概略位置を中心に路面上にグリッ

ドを作成し，そのグリッド内をハンディ式 GPR

（400MHz および 2GHz）によって面的に精査すること

により，路面下の緩み域の深度や広がりを面的に特

定した（第 5 図）．詳細追加調査を実施したのは 43

地点であり，データ取得は平成 24 年 7 月 20 日から 7

月 24 日の 4 日間で実施された． 

 
４．調査結果 

 

 今回の調査の大前提として，舗装道路下の液状化

発生箇所では，流動化した砂が路面下から移動した

結果，路面下に空洞や緩み域が生じると考えた．そ

のため，まず GPR 記録から空洞や緩み域に特徴的な

反射イベントに相当すると考えられる異常信号の抽

出を行った．その際には，反射波の 1. 極性，2. 強

度，3. 独立性，4. 形状の四点に着目した． 

 それぞれの着目理由は以下の通りである． 

1. 極性: 空洞や緩み域上面からの反射波が地表面

からの反射波の位相と逆位相となる． 

2. 強度: 反射強度が周囲よりも大きくなる． 

3. 独立性: 反射面が周囲に比べて孤立して現れる．

路盤層底面反射を切断するような例もしばしば見ら

れる． 

4. 形状: 多重反射を伴うこともある． 

 これら 4 つの着目点を満たすものが多いほど，危

険度が増すと考え，抽出された異常信号を危険度が

大きい方から A～C とランク付けした．上に示した 4

つの着目点を全て満たした地点を（B ランク）として，

現地の目視およびハンディ型 GPR 装置による詳細追

加調査の対象地域とした．C ランクは上で述べた着目

点を 3 つ満たした地点である．なお，B ランクのうち

でも，詳細追加調査に路面下の緩みの度合いが顕著

であることがわかった地点を A ランクとした． 
 車載型 GPR による取得記録及び異常信号抽出の例

を第 6 図に示す．GPR データ取得時に，車の前方及び

左右に取り付けられたビデオカメラで撮影した画像，

カーナビの画像を受振記録と同時にモニター上に表

示できるため，GPR データとそのデータが取得された

位置をリアルタイムにモニターすることが容易であ

り，GPR 中に現れた異常信号を即時に解釈することが

可能である．第 6 図右側に示すように，同時取得さ

れた 6ch（この例では 5ch 分しかデータを取得してい

ない）を同時に表示することにより，反射波形の形

状や独立性を確認すると共に，それらから着目箇所

の 1 トレースをとりだすことにより，反射波の強度

や位相を詳細に確認することが可能である． 
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第 1 表 使用機器の主な使用性能 
Table 1  Locations, elevations, and lengths of the sediment cores used in this study. 

 
機器名 数量 仕   様 製作所 

GPR 測定器 
SIR-30 2 台 

2 台の接続方式：  イーサネット接続 
アンテナ最大接続 ch 数： 8 
サンプリングレート： 256～8192/scan 
スキャンレート： 選択可能、最大 1449scan/s
最大送信レート： 800KHz 
A/D 量子化ビット数： 32 ビット 
時間レンジ： 最大 20,000ns 
増幅率：     -42～126dB 
測定モード： 距離計同期、時間送り 
電源：       DC10～28V、AC100V 

米国 GSSI 社 

400MHz アンテナ 6 台 中心周波数： 400MHz 
パルス幅：   2.5ns 米国 GSSI 社 

光学距離計 1 台 

有効速度範囲： 0.3km/h～100km/h 
距離パルス：   1cm 毎 
距離精度：     ±0.5%以内 
電源：         10～15VDC 

小野測器 

RTK-GPS 1 台 

方式：            VRS-RTK 方式 
受信チャンネル：  GPS L1/L2 28 
サンプリング速度： 20Hz 
RTK 測位精度： 水平±10mm+1ppm×基線長

垂直±20mm+1ppm×基線長

電源：          DC10～15V 

日立造船 

ビデオカメラ 3 台 

前方用 1 台：   焦点距離 9mm 
           画角 水平 32.8°垂直 18.9°
側方用 2 台：   焦点距離 25mm 
           画角 水平 12.1°垂直 6.9° 
カメラヘッド： 出力画素数 水平 1920 
                   垂直 1080 
        映像信号 DVI-I 

東芝 

画像分割装置 1 台 

入力信号：   最大 16ch のコンポジット信号 
入力解像度： 1280×1024 等 
最大フレームレート：60fps×2 
分割画面：    4～16 

朋栄 

PC 1 台 

型番：   Dell Precision T350 
OS：    Windows7 
CPU：インテル(R)Xeon プロセッサー W3580
メモリ： 4GB 
HD：    1.5TBSATA3.0Gb/s NCQ HDD 
ビデオコントローラ： NVIDIA Quadron 

デル 
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第 2 図 車載型 GPR データ取得の様子 
Fig.2  In-vehicle GPR data acquisition system. 
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第 3 図 車載型 GPR システム機器レイアウト概念図 
Fig.3  Schematic diagram of in-vehicle GPR system device layout. 
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第 4 図 測線道路，測線および GPR 測線の関係に関する概念図．(a) 2 車線道路の場合，(b) 4 車線道路の場合． 
Fig.4  Schematic diagram Relation between a survey-line road, a survey line, and a GPR survey line. (a) In the 
case of two-lane road. (b) In the case of four-lane road. 

 
 

 

 
 
第 5 図 詳細追加調査風景．(a) ハンディ RTK-GPS による測量，(b) 400MHz アンテナ，(c) 2GHz アンテナ． 
Fig.5  Scenery of detailed additional survey. (a) The measurement by handy RTK-GPS. (b) 400 MHz antenna.  
(c) 2 GMHz antenna. 
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第 6 図 車載型 GPR による取得記録及び異常信号抽出の例 
Fig.6  The examples of anomalous signals extracted from GPR sections acquired with the in-vehicle GPR 
system. 
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この調査では，埋設管やコンクリートカルバートの

ような人工物からの反射波強度も強いため，それら

の人工物の存在も注意深く解釈した方がより良い地

下断面の解釈につながる． 

 以上の手順により，B ランクと判断された箇所は約

40 箇所（車線にまたがり，複数測線で重複カウント

されている場合がある）であった．それらの分布の

特徴としては，埋設管などの人工物の近傍に比較的

多く見られたものの，特に異常が集中した箇所は見

られなかった． 

 B ランクと判断された箇所について，ハンディ式

GPR による詳細追加調査を行った．地下空洞や緩み域

は地表に近いほど，広がりやその規模が大きいほど

危険であることを考慮して，より危険度が大きいと

判断された箇所については，A ランクと判定するとと

もに，地面にマーキングを行った（第 7 図，第 8 図）． 

 なお，現地では，日々復旧工事が行われており，

かつて異常が見られた箇所が既に復旧されている可

能性もあることを十分注意する必要がある．実際に，

測線道路 7の異常信号 7_NS-2 は車載型 GPRデータ上

では B ランクの異常と判断されていたが，詳細追加

調査の当日に道路補修が行われていた（第 9 図）．現

地でのヒヤリングによると，道路に陥没沈下が発生

したため補修を実施したことがわかった．補修後に

念のためハンディ式 GPR で調査を行ったが，周囲も

含めて特に異常は発見されなかった． 

精密追加調査の結果，緊急工事を要する箇所は見

つからなかったが，安全側に考えた判断をした場合，

15 箇所の A ランク箇所（路面下の緩みの度合いが顕

著であり，小規模ではあるが，路面下空洞が存在す

る可能性がある箇所）が解釈された（第 10 図）．A

ランクに分類された箇所については，潮来市役所に

その危険性を伝えるとともにその位置を連絡した． 

一般的に，路面下の緩み域が浅部にあればあるほ

ど危険度は大きくなり，緩みの進行とともに検知さ

れる深度が浅くなる．そのため，浅部で見つかった

異常は，今後の経過を観察し注意する必要がある．

その他の異常も繰り返し調査を実施し，検知深度が

浅くなるようであれば緩みの度合い進行や緩み領域

の規模拡大が懸念されるため，早期に対策すること

が望ましい． 

 

５．おわりに 

 

本研究では，東北地方太平洋沖地震により液状化

被害を受けた茨城県潮来市において，車載型 GPR 装

置を用いた路面下探査を実施し，深度 2m 以浅（道路

下の極浅部）を対象とし，路面下の地盤状況を把握

することを目的として，車載型GPR探査を実施した． 

 その結果，3 日間で 60,701 m 長の測線での調査を

実施することが可能であった．また，車載型 GPR シ

ステムは，データ取得時に探査車両内のモニターに

全チャンネルの波形，注目トレースの波形，ビデオ

カメラ画像，カーナビ画像などを同時に表示可能で

あり，リアルタイムにデータの概略を把握するのが

容易である． 

 車載型GPR調査により異常が検出された43地点に

ついて，ハンディ式 GPR による詳細追加調査を行っ

た．その結果全探査測線において，至急工事が必要

な箇所は見つからなかったが，安全側に考えた判断

基準では，60,701 m の測線中 15 箇所で路面下の緩み

の度合いが顕著であり，小規模ではあるが，路面下

空洞が存在する可能性がある箇所と解釈される A ラ

ンクの異常が解釈された． 
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第 7 図 詳細追加調査による取得記録及び異常信号抽出の例．(a) 5_WE1-1，5_WE2-1 での結果．  
Fig.7  The examples of anomalous signals extracted from GPR sections acquired by detailed additional survey. 

(a) Results at locations 5_WE1-1 and 5_WE2-1.    
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利根川下流域液状化エリアにおける車載型 GPR による路面下調査 

 
 

 
 
第 7 図 詳細追加調査による取得記録及び異常信号抽出の例（続き）．(b) 7_NS-1 での結果．  
Fig.7  The examples of anomalous signals extracted from GPR sections acquired by detailed additional survey 

(Continued). (b) Results at location 7_NS-1.  
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第 7 図 詳細追加調査による取得記録及び異常信号抽出の例（続き）．(c) 12_EW-1 での結果． 
Fig.7  The examples of anomalous signals extracted from GPR sections acquired by detailed additional survey 

(Continued). (c) Results at location 12_EW-1.   
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利根川下流域液状化エリアにおける車載型 GPR による路面下調査 

 
 

 
 
第 7 図 詳細追加調査による取得記録及び異常信号抽出の例（続き）．(d) 16_NS-2 での結果． 
Fig.7  The examples of anomalous signals extracted from GPR sections acquired by detailed additional survey 

(Continued). (d) Results at location 16_NS-2.  
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第 8 図 路面下のゆるみ領域が顕著と判定された箇所

で施された路面へのマーキング 
Fig.8  Marking to the road surface in the part where 

the cavity under the road is remarkable. 
 
 
 

 
 
第 9 図 詳細追加調査の当日に道路補修が行われた地

点．この地点は車載型 GPR により異常信号が

抽出されていた． 
Fig.9  The location where the road was repaired at 
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微地形区分に基づく液状化危険度の広域推定と 

危険度マップ即時推定システムの構築 
Wide range liquefaction assessment based on geomorphologic 

classification unit and quick estimation system for liquefaction potential 
 

松岡昌志1*・山本直孝2・若松加寿江3 
Masashi Matsuoka1*, Naotaka Yamamoto2 and Kazue Wakamatsu3 

 
 

Abstract: Liquefaction can cause enormous damage to buildings, bridges, and essential infrastructure. Therefore, an 
important issue in terms of post-earthquake inspection is assessing where the earthquake may cause liquefaction to 
occur. The quick estimation system for liquefaction potential map is the system to evaluate liquefaction probabilities 
within the strongly shaking area. The map of liquefaction potential is calculated to indicate liquefaction probability by 
overlaying the post-earthquake seismic intensity map and the Japan Engineering Geomorphologic Classification Map, 
with a spatial resolution is 7.5 arc-seconds in latitude and 11.25 arc-seconds in longitude (approximately 250 m square) 
based on liquefaction susceptibility for each geomorphologic unit. The seismic intensity map is produced by QuiQuake 
(the Quick estimation system for earthQuake maps triggered by observation records), using a combination of 
amplification capability (Vs30) and observed seismic records at strong ground motion observation stations operated by 
the National Research Institute for Earth Science and Disaster Prevention (NIED). 
 
Keywords: liquefaction probability, geomorphologic classification, seismic intensity, old edition topographic map, 
liquefaction archive, regression analysis 
 

１．はじめに 

 

地盤の液状化は一般の建物や橋梁，ライフライン施設

に甚大な被害を与えることから，地震防災対策を効果的

に進める上で，将来起こりうる地震に対して液状化の発

生を予測することは重要な課題のひとつである．また，

自治体や企業の地震直後の応急対応やサプライチェー

ンを考慮したBCP（事業継続計画）策定や運用のために

は，発生した地震に対して広域的な液状化発生の危険性

を提示することは重要である．一般に，対象地点の液状

化危険度は，ボーリング資料，N値，細粒分含有率，地

下水位データ等の地盤調査データによって判定するこ

とが多い（例えば，岩崎ほか．1980）．しかし，地盤調

査データを広域かつ均一に収集することは困難なこと

から，2011 年東北地方太平洋沖地震における東北地方

から関東地方にいたる液状化被害のように，広域での液

状化評価のためには実用的な方法ではない．そこで，広

域情報である微地形区分による液状化予測手法が提案

され（Midorikawa and Wakamatsu, 1988），地盤表層の

液状化しやすさを分類した液状化ゾーニングマップや，

詳細な液状化の検討を要する地域の選定などに利用さ

れてきた（例えば，国土庁，1999）．微地形区分とは，

地盤の成因，形態，構成する物質，形成時代がそれぞれ

の基準の中において等質となるものをまとめた単位で

あり，地盤の構成と密接な関係がある（大矢，1983）．

過去の地震の液状化発生の難易と相関があることが，微

地形区分を液状化評価に用いる根拠である（若松，1991）．

しかし，従来の手法は液状化の可能性の程度を定性的に

判定するものであり，「液状化発生の可能性が大きい」，

「小さい」としか表現できなかった．すなわち，「液状

化発生の可能性が大きい」と判定された微地形区分の全

域が液状化するわけではないことは容易に想像がつく

ものの，液状化発生の度合いを定量的に推定することが

出来なかった． 

 この問題点を克服するために，松岡ほか（2011）は過

去の地震での液状化発生地点の地震動強さを微地形区

分ごとに検討し，地形・地盤分類250mメッシュマップ

（若松・松岡，2013）の微地形区分から液状化発生率を

推定する簡便手法を提案している．そこで，本研究では，

地震直後の被害把握や復旧戦略の立案に資する情報を

提供するため，この手法を用いて，地震後に液状化発生

の可能性を即座に推定するシステムを構築した．また，

東北地方太平洋沖地震は，利根川沿いなどの以前に河川

あるいは池沼だった地域において多くの液状化被害を

もたらした．そこで，明治時期の旧版地形図に印刷され

ている水域に基づき，地形・地盤分類250mメッシュマ

ップの微地形区分のうち，とくに旧河道や旧池沼の位置

や範囲について高精度化を行い，上述のシステムに実装
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した． 

 

２．地形・地盤分類250mメッシュマップと高精度化 

 

地形・地盤分類メッシュマップとは，工学的な地形分

類基準に基づいて日本全国の地形･地盤を統一的に分類

したGISデータである（若松ほか，2005）．従来の地形

分類図は，県単位や5万分の1地形図幅単位で紙地図と

して整備され，分類基準が地域によって異なるために広

域の液状化危険度を統一的に評価することはできなか

ったが，このメッシュマップの微地形区分はシームレス

である点が特長のひとつであり，液状化の広域評価に適

している．さらに，分解能を1kmから250mメッシュに

高分解能化した地形・地盤分類250mメッシュマップ（若

松・松岡，2013）は，国が公表している地震動予測地図

（地震調査研究推進本部，2012）や自治体の地震被害想

定調査の表層地盤特性データとして利用されている（例

えば，東京都，2012）． 

 なお，このメッシュマップは2001年6月の測量法改

正前に作成を開始していたため，旧測地系（日本測地系）

の基準地域メッシュ（国の統計で用いられるメッシュ枠

の規格）に対応していたが，新測地系（世界測地系）へ

の移行に伴い，このメッシュ枠の位置も約 400〜450m

南東に移動となった．このため，変更後のメッシュ枠に

ついて全ての微地形区分の見直しを行い，世界測地系に

対応させた（若松・松岡，2011）．見直しに際しては既

往論文やKuni Jibanのボーリングデータなどを参照し

て，地域の地形発達（地形が形成された過程）を詳細に

検討した成果を反映させている．第1図に世界測地系に

対応した地形・地盤分類250mメッシュマップの微地形

区分を，第1表に微地形区分の分類基準を示す． 

東北地方太平洋沖地震では，液状化の多くが旧河道や

旧池沼で発生した．その多くの地点は地形・地盤分類

250mメッシュマップの「旧河道」に対応するものの，「旧

河道」をより高精度に判読し，さらに，「旧池沼」とい

う属性を加える必要性が明らかになった．そこで，本研

究では旧版地形図を用いて，明治期に水域であった地域

を抽出し，これまでに構築したメッシュマップと統合す

ることによりデータの高精度化を試みた． 

 明治・大正期の旧版地形図は位置精度が悪く歪みがあ

るため，このままではメッシュマップとの比較が容易で

はない．そこで，5万分の1旧版地形図「明治大正日本

5万分の1地図集成」に収録されている地域（樺太を除

く）および未収録の地域などを加えた1,337枚について，

正確な位置情報を付加して正規化を行った．具体的には，

現在の基準点成果にある三角点について 1 図幅に対し

て5点以上を選定し，また，図幅の4隅の経緯度を使用

して三角分割による方法で図幅の歪みを除去した． 

 水域の抽出の作業手順は以下の通りである． 

1) 地形・地盤分類250mメッシュマップデータの中から，

現在の水域である「河道」と「湖沼」を抽出する． 

2) 何も入力していない空の全国のメッシュデータを用

意し，GIS上で上記1)と重ね合わせる．さらに正規化し

た旧版地形図を重ね合わせる（第2図）． 

3) 旧版地形図にある水域のうち，1)で抽出したメッシ

ュ以外の部分を抽出する（第3図の旧版地形図の水面）． 

 以上の手順で全国の旧版地形図の水面を抽出した（全

20,161 メッシュ）．この水面データを地形・地盤分類

250mメッシュマップデータと統合し，「旧河道・旧池沼」

という属性を与えると共に「干拓地」の追加と修正を行

うことでデータベースの高精度化を図った．第4図には

以前（日本測地系）のメッシュマップと世界測地系への

対応および微地形区分を高精度化したメッシュマップ

の比較を関東地方について示す．低地において旧河道・

旧池沼のメッシュが増えており，利根川最下流沿岸や九

十九里平野などにおいては，最新の知見に基づき，微地

形区分がより正確になっている．液状化推定に際しては，

既往研究（国土庁，1999）を参考にして，谷底低地，扇

状地，河原については数値地図250mメッシュ（標高）

から傾斜度を求め，傾斜度が1/100を境に細分化し，砂

丘については低地に接するものを砂丘末端緩斜面とし

て細分化したものを用いている． 

 
３．液状化発生率の推定手法 

 

 微地形区分からの液状化発生率の推定は，松岡ほか

（2011）で提案されている回帰式を用いる．これは，多

くの強震観測データが得られている最近の地震のうち，

液状化が発生した9地震（2000年鳥取県西部地震，2003

年宮城県沖地震，2003年宮城県北部地震，2003年十勝

沖地震，2004年新潟県中越地震，2005年福岡県西方沖

地震，2007年能登半島地震，2007年新潟県中越沖地震，

2008 年岩手・宮城内陸地震）について計測震度分布を

計算し，液状化発生履歴データ（若松，2011）との比較

から微地形区分ごとに液状化が発生しうる震度や液状

化発生率を調べ，計測震度の値から液状化発生率を推定

するものである． 

 液状化特性が類似する微地形区分を 4 つのグループ

に分け，計測震度と液状化発生率の関係を検討した結果

が以下である．液状化発生率とは，計測震度を0.25ピ

ッチで分割し，さらに，微地形区分ごとに等震度におけ

る液状化メッシュ数を全メッシュ数で除したものであ

る． 

 グループ①：計測震度5.0付近で液状化が発生し始め

る．【自然堤防(NTL)，旧河道(ARC)，砂丘末端緩斜面(LSD)，

砂丘間低地(LDB)，干拓地(REC)，埋立地(FLL)】 

 グループ②：計測震度5.0程度では液状化が発生しな

いが，震度が大きくなるについてれ発生確率が急激に大
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ッチで分割し，さらに，微地形区分ごとに等震度におけ

る液状化メッシュ数を全メッシュ数で除したものであ

る． 

 グループ①：計測震度5.0付近で液状化が発生し始め

る．【自然堤防(NTL)，旧河道(ARC)，砂丘末端緩斜面(LSD)，
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 グループ②：計測震度5.0程度では液状化が発生しな

いが，震度が大きくなるについてれ発生確率が急激に大
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きくなる．【扇状地(ALF)，扇状地（傾斜<1/100）(AFS)，

砂州・砂礫州(BAR)】 

 グループ③：計測震度5.4付近で液状化するが，震度
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湿地(BKM)，三角州・海岸低地(DEL)，砂丘(DUN)】 
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ている． 
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      Pliq (I )   (I  ) /   (1) 

ここで，Pliq(I)は 250m メッシュの計測震度 I における
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４．液状化危険度マップ即時推定システムの開発 

 

提案した回帰式は想定地震に対する液状化危険度を

評価するのに有用であるが，手法が簡便なことから発生

した地震に対しても即時的に利用できる．産業技術総合

研究所は，自治体や企業のBCP（事業継続計画）および

災害対応のための基礎情報として，地震後に地震記録が
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triggered by observation records-）を公開している
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公開する地震観測記録と地盤のゆれやすさデータ（産業

技術総合研究所，2008）とを統合処理することで得られ

る250mメッシュ分解能のシームレスな地震動マップで

ある．この地震動マップには計測震度の分布が含まれる

ことから，この震度分布を地形・地盤分類メッシュマッ

プに重畳し，上述した回帰式を用いることで，対象メッ

シュにおける液状化発生確率を地震発生後速やかに計

算することができる． 

 液状化危険度マップ即時推定システムの概略を第 6

図に示す．まず，地震後にQuiQuakeにて推定した地震

動マップの速報値（QuickMap）の計測震度の値を WCS

（Web Coverage Service）あるいはGeoTIFFにて取得す

る．WCSとは地理空間情報をインターネットで流通させ

るための規格を策定している OGC（Open Geospatial 

Consortium）が定めた国際標準規格のひとつであり，

QuiQuake の計算結果が国際標準規格に準じているため，

このようなデータ活用が実現できる．そして，計測震度

で5.0（震度5強）以上の地域が推定された場合に，微

地形区分との比較から液状化発生確率を算出し，液状化

危険度マップとしてWebsiteにて公開する．さらに，こ

のマップを WCS に加えて，同様に OGC 規格である WMS

（Web Map Service）やKMLにて配信することで，ユー

ザが容易にデータを利活用できるよう工夫している．公

開までの時間は地震の規模（計算範囲）に依存するが，

QuiQuake から QuickMap を取得した後，約 10 分以内を

目標にしている． 

 第7図にはシステムのポータルサイトを示す．第８図

（左）には2011年3月11日の東北地方太平洋沖地震に

本システムの適用した結果を示す．東北地方から関東地

方にかけて広域にわたり液状化発生確率が高いことが

わかる．同図（右）には2014年2月28日時点までに確

認されている液状化発生地点を示す（若松・先名，2014）．

ここにプロットした液状化地点は，噴砂・噴泥・噴水・

湧水が確認されたものに限定しており，マンホールや下

水等の管渠の埋戻し土の液状化のみと思われる場合は

除外している． 

 両図を比較すると，大局的な視点に立てば，右図の液

状化発生の限界地点（震源から遠方において発生した地

点）は，左図における液状化発生の危険性が表れる地域

と概ね対応することがわかる．しかし，東北地方と比べ

ると関東地方における液状化発生地点の数が圧倒的に

多い．本研究では，微地形区分の地域性を考慮していな
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いが，より多くの液状化地震による検討からは，大規模

平野を有する地域はそれ以外の地域に比べると，旧河

道・旧池沼，後背湿地，砂州，谷底低地，砂礫質台地，

自然堤防において，震度増大に伴い液状化発生率が高く

なる傾向があることがわかっている（松岡ほか，2013）．

つまり，微地形区分が同じであっても，地域によって液

状化しやすさが異なることが考えられる．また，液状化

予測の入力として，計測震度の値のみでは不十分であり，

地震動の継続時間を考慮すべきとの指摘もある（先名ほ

か，2013）．今後は，液状化危険度の推定手法の高精度

化と，本システムへの反映を行っていく予定にしている． 

 

５．まとめ 

  

想定地震や発生した地震に対して，広域での液状化危

険度を予測するために，微地形区分に基づく簡便な液状

化評価手法と地形・地盤分類250mメッシュマップに基

づく液状化危険度マップ即時推定モデルを提案した．ま

ず，メッシュマップを世界測地系に対応させ，さらに，

東北地方太平洋沖地震で発生した液状化地点の地盤条

件を踏まえて，旧版地形図の水域を抽出することでメッ

シュマップの「旧河道・旧池沼」の範囲や位置の高精度

化を行った．そして，地震直後の液状化予測や被害調査

など応急対応の効率化を目的とした液状化危険度マッ

プ即時推定システムを構築した．  
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 第 1 表 地形・地盤分類 250m メッシュマップの微地形区分と分類基準（若松・松岡，2013 に加筆） 
Table 1 Description of geomorphologic classification in JEGM. 

 
ID 微地形区分 定義・特徴 対応する地質・土質 

MTN 山 地 1kmメッシュにおける起伏量（最高点と最低点の標高差）が概ね200m
以上で，先第四系(第三紀以前の岩石)からなる標高の高い土地． 

先第三系*1・第三系の岩石． 

MFT 山麓地 先第四系山地に接し，土石流堆積物・崖錐堆積物など山地から供給さ

れた堆積物等よりなる比較的平滑な緩傾斜地． 
第四系の崩積土． 

HIL 丘 陵 標高が比較的小さく，1kmメッシュにおける起伏量が概ね200m以下の

斜面からなる土地． 
先第三系～第四系更新統の岩

石・軟岩． 

VLC 火山地 第四系火山噴出物よりなり，標高・起伏量の大きなもの． 第四系火山岩類 
VFT 火山山麓地 火山地の周縁に分布する緩傾斜地で，火砕流堆積地や溶岩流堆積地，

火山体の開析により形成される火山麓扇状地・泥流堆積地などを含む．

第四系火山岩類，完新統*2の砂

礫． 
VHL 火山性丘陵 火砕流堆積地のうち侵食が進み平坦面が残っていないもの，または小

面積で孤立するもの． 
第四系火山岩類． 

RST 岩石台地 河岸段丘または海岸段丘で表層の堆積物が約5m以下のもの，隆起サ

ンゴ礁の石灰岩台地を含む． 
先第三系・第三系の岩石，更新

統石灰岩． 
GVT 砂礫質台地 河岸段丘または海岸段丘で表層に約5m以上の段丘堆積物（砂礫層，

砂質土層）をもつもの． 
更新統*3の砂礫質土． 

TVA ローム台地 河岸段丘または海岸段丘で表層が約5m以上のローム層（火山灰質粘

性土）からなるもの． 
更新統の火山灰質粘性土． 

VBP 谷底低地 山地･火山地･丘陵地･台地に分布する川沿いの幅の狭い沖積低地．表

層堆積物は山間地の場合は砂礫が多く，台地･丘陵地･海岸付近では粘

性土や泥炭質土のこともある． 

完新統の砂礫・砂質土・粘性土・

泥炭質土．下流に行くほど軟弱

層が卓越． 
VPS 谷底低地（傾斜<1/100） 谷底低地のうち，地盤の傾斜が1/100以下のもの．  
ALF 扇状地 河川が山地から沖積低地に出る所に形成される砂礫よりなる半円錐状

の堆積地．勾配は概ね1/1000以上． 
完新統の中位に締まった砂礫．

扇端部では砂が卓越． 
AFS 扇状地（傾斜<1/100） 扇状地のうち，地盤の傾斜が1/100以下のもの．  
NTL 自然堤防 河川により運搬された土砂のうち粗粒土(主に砂質土)が河道沿いに細

長く堆積して形成された微高地． 
完新統のゆるい砂質土． 

BKM 後背湿地 扇状地の下流側または三角州の上流側に分布する沖積低地で自然堤

防以外の低湿な平坦地．軟弱な粘性土，泥炭，腐植質土からなる．砂

丘・砂州の内陸側や山地・丘陵地・台地等に囲まれたポケット状の低地

で粘性土，泥炭，腐植質土が堆積する部分を含む． 

完新統の極めて軟弱な粘性土．

ARC 旧河道・旧池沼 過去の河川の流路で，低地一般面より0.5～1m低い帯状の凹地． 完新統の極めてゆるい砂質土．

軟弱粘性土・腐植土が被覆して

いることもある． 
DEL 三角州･ 

海岸低地 
三角州は河川河口部の沖積低地で，低平で主として砂ないし粘性土より

なるもの．海岸低地は汀線付近の堆積物よりなる浅海底が陸化した部分

で，砂州や砂丘などの微高地以外の低平なもの．海岸・湖岸の小規模

低地を含む． 

完新統の砂質土・粘性土． 

BAR 砂州･ 
砂礫州 

波や潮流の作用により汀線沿いに形成された中密ないし密な砂または

砂礫よりなる微高地．過去の海岸沿いに形成され，現在は内陸部に存

在するものも含む． 

完新統の中位に締まった砂礫・

砂質土． 

DUN 砂 丘 風により運搬され堆積した細砂ないし中砂が表層に約5m以上堆積する

波状の地形．一般に砂州上に形成されるが，台地上に形成されたもの

を含む． 

完新統の極めてゆるい風成砂．

LSD 砂丘末端緩斜面 砂丘のうち，低地に接するもの．  
LDB 砂丘･砂州間低地 砂州や砂丘の間の低地．一般に堤間低地と呼ばれるものも含む．表層

は風成砂よりなるが，その下位は腐植土や粘性土で構成されることが多

い． 

完新統の極めてゆるい風成砂・

軟弱粘性土・腐植土． 
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第 1 表 続き 
Table 1 Continued. 

ID 微地形区分 定義・特徴 対応する地質・土質 

REC 干拓地 浅海底や湖底部分を沖合の築堤と排水により陸化させたもの．標高

は水面よりも低い． 
完新統のゆるい砂質土・軟弱粘

性土，表層は盛土の場合が多い．

FLL 埋立地 水面下の部分を盛土により陸化させたもの．標高は水面よりも高い． 未改良の場合はゆるい埋土の砂

質土． 

RSR 磯･岩礁 基盤の岩が露出，または岩塊が多い海岸 先第三系・第三系の岩石，更新

統の石灰岩． 

DRB 河原 雨や雪などの表流水の流路となる細長い凹地のうち，常時は水流が

ない(冠水していない)部分 
完新統の中位に締まった砂礫な

いしゆるい砂質土． 
DRS 河原（傾斜<1/100） 河原のうち，地盤の傾斜が1/100以下のもの．  

RIV 河道 雨や雪などの表流水の流路となる細長い凹地で，常時に水流がある

部分 水域． 

WAT 湖沼 四方陸地に囲まれて、海とは直接連絡のない静止した水域． 水域． 
 

 
第 1 図 地形・地盤分類 250m メッシュマップ 

Fig.1  Japan Engineering-based Geomorphologic Classification Map (JEGM). 
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第 2 図 地形・地盤分類 250m メッシュマップから抽出した河道と湖沼を旧版地形図の

重ね合わせ（1/5 万佐原） 
Fig.2  River bed and water body classified in JEGM overlaid on old-edition 
topographic map (1/50,000 Sahara). 

 
第 3 図 旧版地形図からの水域の抽出例（1/5 万佐原） 

Fig.3  Water body interpretation from old-edition topographic map (1/50,000 
Sahara). 
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第 4 図（左）地形・地盤分類メッシュマップ（日本測地系），（右）高精度化したメッシュマップ（世界測地系）． 

Fig.4  Left: JEGM (Tokyo Datum); Right: revised JEGM (JGD2000). 

 
第 5 図 液状化発生確率推定の回帰式（松岡ほか，2011） 

Fig.5  Regression equation for estimating liquefaction probability. 

第2 表 微地形グループごとに得られた回帰パラメータ（松岡ほか，2011） 
Table 2  Regression parameters obtained for each geomorphologic group. 
グループ 微地形区分 平均値μ 標準偏差σ 

① NTL, LSD, LDB, ARC, 
REC, FLL 

6.960 0.761 

② ALF, AFS, BAR 7.160 0.773 
③ BKM, DEL, DUN 7.906 0.933 
④ VBP, VPS, GVT 7.231 0.628 
⑤ 上記以外 9.873 1.197 
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第 6 図 液状化危険度マップ即時推定システムの概略 

Fig.6  Overview of quick estimation system of liquefaction potential map. 

 
第 7 図 液状化危険度マップ即時推定システムのポータルサイト 

Fig.7  Portal site of quick estimation system of liquefaction potential map. 
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第 8 図（左）2011 年 3 月 11 日東北地方太平洋沖地震における推定液状化危険度マップ，（右）液状化発生地点（マンホ

ール・管渠の浮き上がりのみの地点は含まず．2014.2.28 現在）（若松・先名，2014）． 
Fig.8  Left: Estimated liquefaction potential map of the 2011 Off the Pacific Coast of Tohoku earthquake; Right: 
Liquefied sites during this event, as of February 28, 2014. 




